


「Synthesiology − 構成学」発刊の趣旨

研究者による科学的な発見や発明が実際の社会に役立つまでに長い時間がかかったり、忘れ去られ葬られたり
してしまうことを、悪夢の時代、死の谷、と呼び、研究活動とその社会寄与との間に大きなギャップがあることが
認識されている（注 1）。これまで研究者は、優れた研究成果であれば誰かが拾い上げてくれて、いつか社会の中で
花開くことを期待して研究を行ってきたが、300 年あまりの近代科学の歴史を振り返れば分かるように、基礎研究
の成果が社会に活かされるまでに時間を要したり、埋没してしまうことが少なくない。また科学技術の領域がます
ます細分化された今日の状況では、基礎研究の成果を社会につなげることは一層容易ではなくなっている。

大きな社会投資によって得られた基礎研究の成果であっても、いわば自然淘汰にまかせたままでは（注 1）、その
成果の社会還元を実現することは難しい。そのため、社会の側から研究成果を汲み上げてもらうという受動的な
態度ではなく、研究成果の可能性や限界を良く理解した研究者自身が研究側から積極的にこのギャップを埋める
研究活動（すなわち本格研究（注 2））を行うべきであると考える。

もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社会に活かすための活動が行なわれてきた。しかし、
そのプロセスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統立てて記録して論じられることがなかった。
そのために、このような活動は社会における知として蓄積されずにきた。これまでの学術雑誌は、科学的発見といっ
た基礎研究（すなわち第 1 種基礎研究（注 3））の成果としての事実的知識を集積してきた。これに対して、研究成
果を社会に活かすために行うべきことを知として蓄積する、すなわち当為的知識を集積することを目的として、こ
こに新しい学術ジャーナルを発刊する。自然についての知の獲得というこれまでの科学に加えて、科学的知見や
技術を統合して社会に有益なものを構成するための学問を確立することが、持続的発展可能な社会に科学技術が
積極的に寄与するための車の両輪となろう。

この「Synthesiology」と名付けたジャーナルにおいては、成果を社会に活かそうとする研究活動を基礎研究（す
なわち第 2 種基礎研究（注 4））として捉え直し、その目標の設定と社会的価値を含めて、具体的なシナリオや研究
手順、また要素技術の構成・統合のプロセスが記述された論文を掲載する。どのようなアプローチをとれば社会
に活かす研究が実践できるのかを読者に伝え、共に議論するためのジャーナルである。そして、ジャーナルという
媒体の上で研究活動事例を集積して、研究者が社会に役立つ研究を効果的にかつ効率よく実施するための方法論
を確立することを目的とする。この論文をどのような観点で執筆するかについては、巻末の「編集の方針」に記載
したので参照されたい。

ジャーナル名は、統合や構成を意味する Synthesis と学を意味する -logy をつなげた造語である。研究成果の
社会還元を実現するためには、要素的技術をいかに統合して構成するかが重要であるという考えから Synthesis
という語を基とした。そして、構成的・統合的な研究活動の成果を蓄積することによってその論理や共通原理を見
いだす、という新しい学問の構築を目指していることを一語で表現するために、さらに今後の国際誌への展開も考
慮して、あえて英語で造語を行ない、「Synthesiology - 構成学」とした。

このジャーナルが社会に広まることで、研究開発の成果を迅速に社会に還元する原動力が強まり、社会の持続
的発展のための技術力の強化に資するとともに、社会における研究という営為の意義がより高まることを期待する。
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1　はじめに
地球規模での気候変動を理解するためには、長期間に

わたる高解像の海域・陸域の観測記録が不可欠であるが、
1950 年以前になると測器による海洋観測の記録は少な
い。そこで、大型の造礁サンゴ群体を採取してその骨格に
みられる年輪を用いた過去数百年にわたる水温や降水量、
塩分の復元が注目されている（図 1、2）。サンゴ骨格にお
ける年輪の発見は 1933 年にさかのぼるが、その利点が注
目され活発な研究対象となったのはおおむね 1995 年以降
であり、「サンゴ骨格気候学」として大きく発展したのは極
めて最近である（図 3）。この小論では、サンゴ骨格が過去
の地球の気候変動の記録媒体として大変優れており、それ
から過去の記録を読み出す試みが、最先端の分析技術を
駆使して大きく発展していることを示す。

2007 年に発表された気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）の第 4 次評価報告書の第一部会の第 7 章は、
「Paleoclimate（古気候）」という題名のもと、数年から数

鈴木 淳

大気中の二酸化炭素増加による地球温暖化が注目されている。産業革命以降の温暖化傾向や過去の温暖化事象を精密に復元するこ
とにより、地球温暖化予測モデルの高度化に寄与できる。海域では、サンゴ骨格の化学分析から過去数百年にわたる水温や降水量、塩
分を高い時間分解能で復元する技術が注目を集めている。また、18世紀頃の小氷期用語1や約2万年前の冷涼な最終氷期、あるいは350 
万年前の鮮新世用語2温暖期といわれる時代のサンゴ化石から、さまざまな指標を複合的に評価し、当時の気候を正確に復元することも
重要な課題である。サンゴ骨格を用いた研究手法は、異常高水温によるサンゴ白化現象や、海洋酸性化現象の解明にも貢献することが
できる。

サンゴ骨格分析による過去の気候変遷の復元
−　生体鉱物を用いた地球化学的手法による地球環境研究　−
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Paleoclimate reconstruction and future forecast based on coral skeletal climatology
- Understanding the oceanic history through precise chemical and isotope analyses of coral annual bands -

Global warming (due to increased carbon dioxide in the atmosphere) has attracted much attention. Yet, predicting trends in the Earth's 
climate remains difficult. A more sophisticated and accurate Global Warming model can be obtained by reconstructing climatic change 
since the Industrial Revolution, and other past periods of warming. To this end, a promising area of research in marine science is coral 
skeletal climatology, which offers a unique method for accurately reconstructing marine temperature and saline concentration over the 
past several hundred years, with a high temporal resolution (ca. 2 weeks) based on chemical and isotope analysis of long-lived coral 
skeletons. This method has been successfully applied to the Little Ice Age around the 18th century and the mid-Pliocene warming period of 
3.5 million years ago. It can also be applied to biological and environment studies on massive coral bleaching events caused by unusually 
high oceanic temperature levels and other environmental issues such as ocean acidification.
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図 1　琉球列島石垣島のサンゴ礁でみられるハマサンゴ属の塊
状群体（左）と柱状試料のエックス線ポジ写真（右）
エックス線写真では、濃色のバンドが高密度部に、淡色のバンドが
低密度部に対応し、一組でおよそ 1 年間の年輪に対応する。
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十万年のスケールでの気候変動にかかわる研究のレビュー
が行われた [1]。この中で、熱帯・亜熱帯域のサンゴ試料
の酸素同位体比などの間接指標を用いた高時間解像度（約
2 週間）の海洋環境復元の研究成果が数多く引用されてい
る。低緯度海域の多くの箇所から現生の大型サンゴにより
最近 200 年間の海水温がそれ以前に比べて明瞭に高い状
態にあることを示したことは、サンゴ骨格気候学の成果の
代表例とされている。図 2 に古気候復元に用いられるさま
ざまな研究対象とサンゴ骨格研究の位置付けを示した[1][2]。

また、小氷期用語 1 や中世の温暖期、完新世用語 2 あるい
は 350 万年前の鮮新世用語 3 温暖期といわれる時代のサン
ゴ化石から、当時の気候を復元することも重要な課題であ
る。サンゴ骨格を用いた研究手法は、異常高水温によるサ
ンゴ白化現象や、海洋酸性化現象の解明にも貢献できる。

この論文では、現生および化石サンゴの骨格を対象とし
て、過去の気候変遷の復元を目指す研究について、近年の
ブレークスルーをテーマとし、さまざまな指標を複合的に
評価して進展している最新の研究例を解説しつつ、地球環
境の将来の予測精度を向上するための方法論を論じる。

2　サンゴ骨格の化学組成から過去の水温と塩分を知る
熱帯から亜熱帯の浅海域に広く分布するハマサンゴ

（Porites）属等の塊状群体には、炭酸カルシウムを主成
分とする骨格を1年間に厚さ1〜 2 cmずつ分泌しながら、
過去数百年にわたり成長を続けるものがある（図 1）。骨格
は密度の高い部分と低い部分が交互に重なり、通常これ
で 1 年の年輪を形成している。群体表面が生きているサン
ゴから柱状試料を採取すれば、年輪を数えることにより、
骨格の形成年代を正確に知ることができる。骨格の成長軸
に沿って 0.2 〜 0.4 mm 間隔で微小試料を切削して分析す
ることにより月単位あるいはそれよりも高い分解能で古気候
を復元できる。

サンゴ骨格の化学組成の中でも、酸素同位体比は研
究例が多い。通常、酸素同位体比は、試料中の同位体比
（18O/16O）について標準試料に対する千分偏差を求めて、
δ18O と表記する。炭酸カルシウムに含まれる酸素の同位
体比、および海水の水に含まれる酸素の同位体比は、それ
ぞれ添え字 c および w を付けて、δ18Oc、δ18Owと表す。
炭酸カルシウムの酸素同位体比（δ18Oc）は、析出したと
きの水温と海水の酸素同位体比（塩分に相関）に依存する
（図4）。骨格の酸素同位体比から水温の推定のためには、
その群体上部の酸素同位体比と水温観測記録を比較して
得られる関係式を用いることが望ましい。また、骨格成長
速度が化学組成に与える影響を避けるために、成長速度が
5 mm y−1 以上の群体の最大成長軸に沿った分析を行う。
年間を通じて塩分の変化が小さい海域では、サンゴの酸素
同位体比は水温のよい指標となる。例えば、琉球列島石垣
島のサンゴの酸素同位体比は水温とよく対応している [3]。

図 2　古気候復元に用いられる研究対象とサンゴ骨格研究の位
置付け

（a）過去 550 万年間の気温の変化についての推定例 [2]。深海底堆積
物の柱状試料から得られた底生有孔虫の炭酸塩殻の酸素同位体比
が、全球の氷床量のよい指標となることから、過去の気温を推定し
たもの。南極域について現在との気温差を推定したもので、緯度や
地域により気温差の絶対値については大きく異なる。（b）過去 1200
年間の気温の変遷（文献 [1] の Figure 6.10.c より）。1961-1990 年の
平均値に対する偏差が示され、多数の研究の一致度が濃淡で示され
ている。（c）　サンゴ骨格およびその他の古気候復元に用いられる研究
対象の産出範囲と分析手法、時間分解能を模式的に示した。

図 3　造礁サンゴ年輪に関する論文数の変遷
オーストラリア海洋科学研究所のホームページに掲載されている
AUSCORE, Coral banding bibliography の 論 文 数 より（http://
www.aims.gov.au/pages/auscore/auscore-08.html）。産総研が関
与した論文を黒のシンボルで示した。
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サンゴ骨格については、酸素同位体比の他にも有用な間
接指標がいくつも見いだされている。サンゴ骨格のストロン
チウム／カルシウム比（Sr/Ca 比）やウラン／カルシウム比（U/
Ca 比）は水温のみに依存して変化する。

サンゴ骨格の酸素同位体比は水温と塩分（正確には海水
の酸素同位体組成）の双方に依存し、Sr/Ca 比は水温の
みに依存する。したがって、骨格の Sr/Ca 比から水温を推
定し、骨格の酸素同位体比の変動から水温による変化分を
差し引けば、その残差として海水の酸素同位体比組成の変
化あるいは塩分の変化を知ることができる [4]。これがサン
ゴ骨格の酸素同位体比・Sr/Ca 比複合指標法である（図 5）。
Sr/Ca 比の代わりに、U/Ca 比を使うこともできる。

3　サンゴ骨格から復元された石垣島と小笠原・父島の
近過去の気候変動

日本周辺の北西太平洋域における長尺サンゴ研究は、海
外と比較してまだまだ立ち遅れている。我々の研究グルー
プでは、琉球列島の石垣島（24°N，124°E）と小笠原諸
島の父島（27°N，135°E）についてそれぞれ 100 年を越
える長尺ハマサンゴ柱状試料の化学分析を行い、解析を
進めている（図 6）。

太平洋ではレジームシフトと呼ばれる気候状態の急変が
起きることが知られており [5]、南琉球では 1988/1989 年の
イベントが顕著である [3]。このレジームシフト以前では、石
垣島サンゴ礁浅部の冬の水温は、シベリア高気圧の吹き出
しに敏感で、季節風の強さを表すモンスーン指数（イルクー
ツクと根室の気圧差）とよい相関がみられた。また、石垣
島のサンゴ骨格の冬の酸素同位体比は専ら水温に規定さ
れていて、酸素同位体比から復元された冬季最低水温も
1971 〜 1987 年にかけて冬の季節風の強さを表すモンスー
ン指数とよい相関を示した。これに対し、レジームシフト
以後の石垣島の水温は、モンスーン指数との相関が低下し
た。そして、モンスーン指数よりも南方変動指数（SOI）
との対応がみられるようになってきた。亜熱帯域に区分さ
れていた石垣島の熱帯化ともいうべき現象であり、興味深
い。また、このサンゴ試料の 1900 年近傍には低水温期の
存在が認められた [6]。1902 年 1 月は冬のシベリア高気圧
の勢力が強かった冬として記録されており、旧日本陸軍の
八甲田山雪中行軍遭難事件が起こった。

一方、小笠原サンゴ記録を用いた約 130 年間にわたる水
温と塩分の復元は、北西太平洋域における複合指標法の
最初の本格的な適用例である [7]。また、このサンゴ試料に
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ついては、Sr/Ca 比同様に水温の良好な指標とされる U/
Ca 比も分析された（図 7）。酸素同位体比と Sr/Ca 比ある
いは U/Ca 比の 2 通りの組み合わせによる水温と塩分の復
元結果がよく一致したことは、このサンゴ記録の信頼性が
高いことを示唆する（図 8）。復元された水温については、
太平洋数十年変動との対応がみられた [8]。より興味深いの
は、1905-1910 年頃に塩分に急激な低下傾向が認められた
ことである。推定される塩分用語 4 の変化はおよそ1であり、
大きさの妥当性については問題が残るが、約 130 年間のサ
ンゴ記録の中で最も顕著な変化である。この期間の骨格
に続成変質等の兆候は認められなかった。小笠原における
20 世紀初頭の塩分低下の原因としては、当時の偏西風の
減衰による小笠原高気圧の弱化に伴う蒸発量の減少等が
想定され、石垣島のサンゴ記録にみられた低温イベントと
の関係も興味深い。

4　鮮新世温暖期の化石サンゴによるエルニーニョ現象
の復元

太平洋赤道域で数年ごとに発生するエルニーニョ現象
は、現在の気候システムにおいて重要な役割を果たしてい
る。今後、地球温暖化が進行すると、このエルニーニョ
やエルニ−ニョ・南方振動（ENSO: El Niño / Southern 
Oscillation）現象はどのように変化していくのだろうか？
IPCC 第 4 次評価報告書では、強力なエルニーニョ現象の
頻発化を予測しているが [9]、異論も多い。この問題に関し
てサンゴ骨格を用いた検討も精力的に行われてきた [1]。産
業革命以前を含む約 500 年間のサンゴ記録の解析による
と、エルニーニョの強度は平均水温と相関し、高水温ほど
エルニーニョが活発であった。これは、ENSO 変動が地
球の平均的な気候状態に影響されることを示し、今後の温

暖化に伴い ENSO 変動が変調する可能性を示唆するもの
である。また、完新世用語 2 中期（約 6000 年前頃）や過去
12 万年間にいくつかみられる温暖期について、当時の水温
と ENSO 変動の強度に相関が認められている。これらは
みな、ENSO 変動が地球の平均的な気候状態に影響され
るとする仮説と整合的である。

約 460 万年前～約 300 万年前の鮮新世温暖期は、将来
訪れる温暖化地球の気候条件に最も類似した過去の温暖
期であると言われている（図 2a）。各種の恐竜が生息して
いた約 1 億年前の中生代用語 5 のジュラ紀や白亜紀も温暖な
時代であるが、当時の大陸配置は現在とは大きく異なって
いて、現在の気候と単純に比較することはできない。そし
て、鮮新世温暖期については、現在のエルニーニョ現象を
引き起こす太平洋の東西の水温勾配がなくなり、全域の水
温が高い「永続的エルニーニョ状態」になって、数年ごと
のエルニーニョ現象は発生しなくなるという仮説が提唱され
ている。一方、当時も現在のようなエルニーニョ現象は存
在し、むしろ太平洋の東西の水温勾配が大きくなって、エ
ルニーニョ現象はより強く、より頻発していたのではないか
とする仮説もある。この二つの説は、どちらも時間分解能
が数千年～数万年程度である深海底堆積物の柱状試料の
解析に基づいたもので、数年間隔で起こるエルニーニョ現
象を直接捉えることは困難であった。

著者らの研究グループでは、フィリピン・ルソン島でこの
温暖期に相当する地層から保存状態のよい化石サンゴを発
見し、その分析からエルニーニョ現象の直接的な証拠とし
ては最古となる水温の変動記録を得ることに成功した [10]。
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図 7　小笠原諸島の父島のサンゴの酸素同位体比および Sr/
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酸素同位体比の急激な増加がみられる1905-1910 年にハッチを施した。

図 8　小笠原諸島父島サンゴから復元された水温（sea surface 
temperature, SST）と塩分（sea surface salinity, SSS）の変動 [7]

塩分については、サンゴ骨格から複合指標法で求められた酸素同位
体比の塩分変化寄与分を、北西太平洋海域における海水の酸素同位
体比と塩分の関係（塩分 1.0 増加あたり酸素同位体比 0.42 ‰増加）
を用いて、塩分に換算したもので、近年の値からの偏差を推定塩分
偏差と標記した（右軸）。酸素同位体比と Sr/Ca 比（青線）および
U/Ca 比（赤線）の 2 通りの組み合わせによる結果が示されている。
観測水温および塩分を併せて示した（黒線）。急激な塩分低下がみ
られる1905-1910 年にハッチを施した。
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サンゴはアラレ石の骨格を分泌するが、時間の経過ととも
に地表の温度・圧力条件ではより安定な方解石に変化して
しまう。通常、10 万年を越えると未変質のサンゴ化石の産
出は極めて稀である。しかし、この地層ではサンゴ化石を
不透水層である泥岩が取り囲んでおり、初生的なアラレ石
骨格の保存に効果的であったと思われる。採取された二つ
の群体のサンゴ化石について酸素同位体比組成（水温と塩
分の指標）を分析し、計 70 年分の大気と海洋環境の季
節変動および経年変動パターンを抽出した（図 9a）。

フィリピン周辺の海域は、水温と塩分の変動がエルニー
ニョ現象の影響を強く受けている場所であり、現生サンゴの
酸素同位体比の変動パターンは、現在のエルニーニョ現象
の変動パターンをよく記録していることがわかっている。現
生サンゴを化石サンゴと同じ手法で解析した結果と比較した
ところ、鮮新世温暖期には現在とおよそ同じ周期でエルニー
ニョ現象が起こっていたことが明らかになった（図 9b）。

この結果は、これまで比較的有力であった温暖化地球
ではエルニーニョ現象は起こらないとする永続的エルニー
ニョ説の可能性を否定するものである。また、将来の温暖
化した地球においてもエルニーニョ現象が存在することを

強く示唆する。今回の結果は、将来の温暖化におけるエル
ニーニョ現象の予測とその影響を予測するための新たなヒ
ントになるであろう。

5　異常高水温によるサンゴ白化現象とサンゴ礁生物多
様性の減少

1998 年初頭、南半球のオーストラリア・グレートバリアリー
フで発生したサンゴの白化現象は、季節の推移とともに北
半球に移行し、1998 年の 8 月には琉球列島周辺のサンゴ
礁においても、かつて例をみない大規模なサンゴの白化現
象が発生した [11]。サンゴ白化現象に関しては、サンゴと共
生藻の関係について生物学的・生化学的な研究が盛んに
行われてきたが、ここではサンゴの骨格に注目する。サン
ゴが白化したとき、骨格にはどのような記録が残るのであ
ろうか？

石垣島東岸の安良崎沖のサンゴ礁には、3 つのハマサン
ゴ群体が融合した群体があり、1998 年の大規模白化イベ
ントに際し、一つの群体は白化を呈し、隣接する二つの群
体は白化を起こさなかったことが確認されている [12]。骨格
の成長軸に沿って高分解能で分析した酸素同位体比プロ
ファイルに白化時期に対応するジャンプが認められ、白化
直後から数カ月間、サンゴの骨格成長が停止したことによ
るものと解釈された [13]。なお、大規模白化イベントから 4
年が経過した 2002 年 9 月にこれらの群体から再び柱状試
料が採取され、エックス線画像の観察が行われた。1998
年部分の骨格だけ成長速度が顕著に低下した様子が確認
できる（図 10）。地球温暖化が進行し、高水温現象が頻
発化すると、サンゴの骨格成長は阻害され、生育には不適
切な環境になることが懸念される。一方で、高水温状態が
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図 9　（a） 二つの化石サンゴ群体に記録された鮮新世温暖期の
エルニーニョ [10]。約 350 万年前における、時期の異なる二つ
のサンゴ群体（Cora11 および Coral2）のそれぞれ約 35 年間
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位体比の変動曲線から平均の季節パターンを差し引いて計算
した異常値。黄色ハッチで示した期間がエルニーニョ現象と推
定される。（b）パワースペクトル密度 [10]。パワースペクトル密度
は時系列データについて、どの周期で変動が大きいかを示し、
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1950 年～ 1984 年まで期間）のパワースペクトル密度。0.3 サ
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図 10　石垣島のハマサンゴ骨格にみられる1998 年 8 月の大規
模白化イベントの影響
白化を呈した群体と白化を起こさなかった群体骨格それぞれのエッ
クス線写真と白化したサンゴ骨格の成長軸に沿う酸素同位体比プロ
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短時間で解消すれば、ハマサンゴ等の一部のサンゴは白
化から回復して生存を続けることができるかもしれない。
異常高水温現象がサンゴおよびサンゴ礁生態系に与える影
響の評価も大切な研究課題である。

6　海洋酸性化現象のサンゴ礁への影響
海洋酸性化は、新たな地球規模の環境問題として近年

注目を集めている [14]。人間活動により大気に放出された二
酸化炭素が海洋に移行して海水の pH と炭酸塩の飽和度
を低下させ、海洋生物の発生やサンゴや有孔虫の石灰化に
悪影響を与える [15][16]。グレートバリアリーフの 69 の海域で
採取された塊状ハマサンゴ 328 群体における骨格分析は、
過去 400 年間安定していた石灰化速度が急速に変化し、
1990 年以降だけでも14 ％減少していたことが報告されて
おり、海洋酸性化との関連が示唆されている [17]。サンゴ骨
格中のホウ素同位体比（11B と 10B の存在比）は海水の pH
のよい指標であり [18]、長尺サンゴ試料や化石サンゴを用い
て過去の海水 pH の変遷を復元することは意義ある今後の
課題である。ホウ素同位体比の分析は、表面電離型質量
分析計（TIMS）あるいはマルチコレクター誘導結合プラズ
マ質量分析計（MC-ICP-MS）を用いて測定されるため、
これらの高性能分析装置の導入も今後の研究の高度化には
必須である。

7　まとめと今後の展望
サンゴ骨格が過去の地球の気候変動を記録している媒

体として大変優れていること、そして、それから気候変動
の記録を読み出す試みが最先端技術を駆使して発展してき
たことを示した（図 11）。地球温暖化予測の高度化に向け

て、今後もサンゴ骨格研究の必要性は一層高くなるであろ
う。また、IPCC 第 4 次評価報告書によると、気候モデル
によって亜熱帯域では降水量の減少が予測されているが、
その確度には向上の余地がある [9]。水温と合わせて、降
水量と関係が深い過去の塩分変動を復元することは急務
である。この期待に応えることができるのは、小笠原のサ
ンゴ骨格の例で示した酸素同位体比・Sr/Ca 比複合指標
法である。この手法は、化石サンゴにも適用することが可
能で、例えば、東シナ海では最終氷期のサンゴ化石につ
いて検討した例がある [19]。IPCC の第 5 次評価報告書は
2013 年頃に公表の予定である。この間、酸素同位体比・
Sr/Ca 比複合指標法による気候変動解析とホウ素同位体
比分析による pH 復元を推進し、その結果を第 5 次報告書
に反映させていくべきと考える。このために一層のサンゴ骨
格気候学の推進が求められる。

一方で、なぜサンゴ骨格の化学組成および同位体組成
に水温等の気候因子が記録されるのかという基本的なメカ
ニズムについてはいまだ未解明の部分もあり [20]、これまで
の地球化学的な手法に加え、生物学的作用の解明のため
に飼育実験 [21][22] や分子生物学的な手法 [23] も含めた研究
が必要である。このようなこれまでの学問分野も超えた研
究は、来るべき海洋酸性化によって引き起こされるであろ
う海洋生物の石灰化阻害現象の予測評価にも応用できる可
能性がある（図 12）。

2011 年 3 月11日には東北地方太平洋沖地震が発生し、
それに伴って発生した大津波により、東北地方と関東地方
の太平洋沿岸部を中心に壊滅的な被害が発生した（東日本
大震災）。日本各地で過去の津波被害の再評価が喫緊の
課題とされているが、特に、869 年に東北地方を襲った貞
観地震津波と 1771 年に南琉球地方を襲った明和地震津波
は、今回の東北地方太平洋沖地震と津波の高さや人的被
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図 12　サンゴ骨格気候学の研究展開に係るスキーム
研究の背景になる要素技術や基本的な分野、そしてサンゴ骨格気候
学の本体を構成する手法の統合と実際の研究対象への適用、さらに
アウトカムとして貢献が予想される社会的ニーズを示した。

図 11　サンゴ骨格気候学の基本的方法論（左下）と論文中で
取り上げた 3 つの研究の展開

「サンゴ骨格から復元された石垣島と小笠原・父島の近過去の気候
変動」、「鮮新世温暖期の化石サンゴによるエルニーニョ現象の復
元」、「異常高水温現象によるサンゴ白化現象」の 3 つの研究につい
て、用いられた指標に意味および解釈、そして最終目標への貢献の
シナリオを示した。
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害の規模の類似性から注目を集めている。サンゴ骨格気候
学は、ハマサンゴ津波石に注目することで、災害研究にも
応用することが可能である。著者らの研究グループでは、
南琉球・石垣島東岸に分布するハマサンゴ巨礫に放射性炭
素年代測定法とサンゴ骨格気候学の手法を適用し、これら
が明和の大津波で打ち上げられたものであることを明らか
にしている [24][25]。沖縄地方有数の歴史的地震津波である
明和の大津波についての研究への貢献は、地域防災上の
観点からも社会的要請が大きい。
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が大きく期待される研究分野と言えます。そのような意味で、地球科
学以外にも多くの研究者や実務者にも関心のある分野であることか
ら、専門用語をできるだけ使わない今回の努力は読者に大きなインパ
クトを与えます。

そのような意味で、分野外の読者にも内容を理解できるよう、「鮮
新世」「完新世」「中生代」「ジュラ紀」「小氷期」といった年代区分
を補足説明する表の作成をお願いします。

回答（鈴木 淳）
地質時代の区分については、末尾に「用語解説」を作成して、補

足説明をしました。「小氷期」「完新世」「鮮新世」「中生代」につい
て解説をしました。

議論3　シンセシオロジー論文としての構成
コメント（内藤 耕）

全体の理解をさらに進めるために、論文中で利用しているデータが
どのような意味をもち、それぞれがどのような相互関係をもっている
のかをチャートとして 1 枚の図を作成し、論文の最後に挿入されるこ
とを薦めます。論文を読み進めばそれらは理解できますが、専門外の
人がゆっくり読み、最後に全体の論旨や構造の理解を助けることにな
ります。

回答（鈴木 淳）
改訂に際し、あらたに図を加えました。
図 11として、論文中で取り上げた 3 つの研究「サンゴ骨格から復

元された石垣島と小笠原・父島の近過去の気候変動」、「鮮新世温暖
期の化石サンゴによるエルニーニョ現象の復元」、「異常高水温現象
によるサンゴ白化現象」についてデータの意味および解釈、相互の
関係を説明することを試みました。また、さらに図 12 として、サンゴ
骨格気候学の研究展開に係るスキームを整理したチャートを用意しま
した。図 11 および図 12 により、現在取り組んでいるサンゴ骨格気候
学の全体構造を俯瞰していただけるものと思います。

議論4　さまざまな指標を複合的に評価することの強調
コメント（内藤 耕）

要旨を読みますと自然現象の理解が前面に出ており、より統合的ア
プローチとしてのシンセシオロジーを明確にするために、まとめの節
にあるとおりさまざまな指標を複合的に評価し、現象を正確に理解す
ることの重要性を強調されるとよいと思います。

回答（鈴木 淳）
ご指摘のとおり、サンゴ骨格を対象とした地球化学的手法による

気候変遷の復元では、短所長所のある指標を複合的・総合的に評価
し、当時の気候を正確に復元することが極めて大切です。この観点
を、要旨と（はじめに）で強調しました。

議論5　新たな地球化学的指標の導入によるブレークスルー
コメント（富樫 茂子）

旧図 2 に関しては、AUSCORE の引用ですが、新たな地球化学
的指標を導入することによりブレークスルーをする様子がわかるよい
グラフです。できればこれに加えて産総研のグループの寄与を示すこ
とはできないでしょうか？

回答（鈴木 淳）
旧図 2 は、改訂版では図 3 となりました。このヒストグラムの中に、

産総研グループによる論文を示すように変更致しました。

議論6　化石サンゴに記録されている過去の気温変化のスケール
コメント（富樫 茂子）

現世サンゴに記録されている気温変化の観察を、化石サンゴに適
用できるという部分は、過去の年代的な拡がりをよりわかりやすくす
るために、鮮新世以降のおよその気温変化を示してください。

回答（鈴木 淳）
新たに追加した図 2a に、鮮新世以降の対象とする地質時代全体

について、気温の復元図を示し、大局的な傾向を分りやすく示すこと
を試みました。なお、この気温復元は、深海底堆積物の柱状試料か
ら得られた底生有孔虫の炭酸塩殻の酸素同位体比を元に、南極域に
ついて現在との気温差を推定したもので、緯度や地域により気温差
の絶対値については大きく違う可能性があることにご留意下さい。
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1 Introduction

In Japan, most of the fossil fuels used as primary energy 

sources are imported from overseas. As natural gas is a 

relatively environmentally clean energy resource compared 

with crude oil or coal, its demand is increasing worldwide. 

Methane hydrate is a crystalline material comprised of 

methane and water molecules under high-pressure and/or 

low-temperature conditions. The crystalline structure of 

methane hydrate is shown in Figure 1. Methane hydrate is 

naturally distributed in permafrost and subsea environments, 

which are believed to contain huge amounts of potentially 

extractable natural gas, of which methane is the main 

component (thus comes the term ‘methane hydrate’). 

The existence of methane hydrate has been confirmed 

in offshore areas of Japan (Figure 2), particularly in the 

Nankai Trough, by means of observations made by bottom 

simulating ref lectors (BSR)[1]-[3]. Therefore, it is believed 

that methane hydrate will become a valuable domestic 

energy resource of Japan once its production technique is 

established. To this end, the Ministry of Economy, Trade and 

Industry (METI) launched the Methane Hydrate Research 

and Development Program, and the Research Consortium 

for Methane Hydrate Resources in Japan (MH21 Research 

Consortium) was established. In the eastern Nankai Trough 

area, sedimentary core samples were obtained by the MH21 

Research Consortium aboard the research vessel JOIDES 

Resolution. Laboratory analysis of sedimentary core samples 

taken from the eastern Nankai Trough area revealed that the 

concentration of methane hydrates is very small and methane 

hydrates exist within the pore spaces of sandy sediments. 

Kida et al. summarized the chemical characteristics of these 

sediment samples[4].

Several methods have been proposed for recover ing 

natural gas from methane hydrate reservoirs, including 
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Fig. 1 Crystalline structure of methane hydrate 
Water molecules form “cage” structures, and methane gas molecules 
are captured in the water cages.
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depressurization, thermal stimulation and inhibitor injection[5]. 

The depressurization method decreases the reservoir pressure 

below the equilibrium pressure of methane hydrate formation 

at the reservoir temperature. This method appears to be 

a cost-effective solution for producing natural gas from 

methane-hydrate-bearing layers[6]. On the basis of numerical 

simulations of gas productivity, this method is considered 

to be predictable and effective for producing gas from the 

reservoirs consisting of alternating layers of sand and mud. 

However, hydrate dissociation is a very complex process of 

coupling heat and mass transfers with the kinetics of hydrate 

dissociation. Therefore, to understand the dissociation process 

of methane hydrate existing within the pore spaces of sandy 

sediments, dissociation experiments on methane-hydrate-

bearing cores in a laboratory would be useful[7]-[10].

The performance of gas production strongly depends on 

the size and permeability of the samples. Heat transfer is a 

predominant factor in dissociation experiments on methane-

hydrate-bearing cores performed in a laboratory (of the order 

of a few centimetres), whereas mass transfer dominates the 

dissociation process in an actual reservoir field (of the order 

of a few 100 m). This difference in the dominant factors 

between core-scale experiments and field-scale production is 

responsible for the difference in gas production behaviours. 

To overcome this problem and to establish gas production 

conditions at a reservoir field, it is necessary to conduct 

methane hydrate sedimentary core production experiments 

on a larger scale.  Thus, AIST recently developed and 

introduced a large-scale apparatus for methane hydrate 

laboratory product ion tests, which can conduct gas 

production experiments under conditions similar to those at 

actual natural methane hydrate reservoir fields. In this paper, 

I first present an overview of the Methane Hydrate Research 

and Development Program[11]. Then I describe the problems 

in conducting research issues such as methane hydrate 

production experiments at a laboratory scale, actual field 

production tests and numerical prediction of productivity, 

and finally, I report the advantage and certification of a large-

scale reactor developed recently to overcome such problems.

2 Overview of Japan’s Methane Hydrate 
Research and Development Program

The Methane Hydrate Research and Development Program 

has a three-phase approach[11]. At the starting period of 

this program, since AIST had high potential in gas hydrate 

chemistry, the Methane Hydrate Research Laboratory (now 

Methane Hydrate Research Center: MHRC) joined as a 

conducting member of research on the production method 

and modeling. In phase 1, from FY 2001 to 2008, the MHRC 

performed laboratory experiments on methane-hydrate-

bearing cores taken from the eastern Nankai Trough, where 

the methane hydrate reservoir consists of alternating layers 

of sand and mud. The experiments showed that methane 

hydrate existed within the pore spaces of sand layers. 

Details of physical properties such as absolute permeability, 

porosity, methane hydrate saturation, thermal conductivity 

and sedimentary strength were also obtained. To evaluate gas 

production performances from methane hydrate reservoirs, 

a numerical production simulator called MH21-HYDRES 

was developed. Through laboratory experiments and 

numerical simulations using MH21-HYDRES performed 

by the MHRC, MH21 Research Consortium revealed that 

the depressurization method was determined to be the 

optimal production method for use in a methane-hydrate-

bearing layer, which is the main sedimentary structure in the 

Fig. 2 Methane hydrate distribution off the shores of 
Japan calculated by observing bottom simulating 
reflectors 
Red: MH concentrated zones are confirmed partially by detailed surveys 
(5,000 km2), Blue: Characteristics of MH concentration are suggested in 
some areas (61,000 km2), Green: Characteristics of MH concentration 
are not recognized (20,000 km2) and, light blue: Surveys are insufficient 
for the evaluation of MH (36,000km2). Total BSR area is approximately 
122,000 km2. (Copyright@MH21 Research Consortium)
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eastern Nankai Trough. For the first time, the validity of the 

depressurization method was verified by means of an onshore 

gas hydrate production field test conducted in March 2008 in 

a permafrost zone in Canada. 

In phase 2, from FY 2009 to 2015, the use of methane hydrate 

extracted off the shores of Japan will be evaluated as a highly 

reliable energy resource. In addition, although it has been 

known that the depressurization is a useful method for gas 

production from methane hydrate reservoirs by laboratory 

characterization of core samples, the technical difficulties 

of commercializing gas production from methane hydrate 

reservoirs will be studied, where the commercialization will 

be inducted by public and private sectors in phase 3 from 

FY 2016. The MH21 Research Consortium has set up four 

research groups: the Research Group for Field Development 

Technology, the Research Group for Production Method and 

Modeling, the Research Group for Resource Assessment 

and the Administrative Coordination Section. The Research 

Group for Field Development Technology, coordinated by the 

Japan Oil, Gas and Metals National Corporation (JOGMEC), 

will implement offshore production tests, characterize 

the methane hydrate resource field, investigate offshore 

development systems, analyze the findings of a second 

onshore gas hydrate production test and implement long-

term tests. The Research Group for Resource Assessment 

coordinated by JOGMEC will evaluate methane hydrate 

distribution off the coast of Japan and investigate methane 

hydrate systems. Within the Administrative Coordination 

Section, an R&D team that assesses environmental impacts 

has been organized to analyze environmental risks and 

investigate appropriate countermeasures, develop technology 

to measure the environmental impact, assess environmental 

i mpac t s  i n  of f shore  p roduc t ion  t e s t s  a nd  ma ke a 

comprehensive assessment of the environment and optimize 

the assessment methods used for developing methane-

hydrate-bearing layers.

The MHRC at AIST coordinates the Research Group for 

Production Method and Modeling. The aim of this group 

is to establish an economical and efficient gas production 

method by developing technologies for advanced production 

methods, evaluating technologies for productivity and 

production behaviour and evaluating technologies for 

sedimentary characteristics. Research activities related to 

each of these R&D issues are described below.

(1)Development of technologies for advanced production 

methods

As mentioned above, the depressurization method can 

be applied to a methane-hydrate-bearing layer consisting 

of alternating layers of sand and mud. In such a case, 

the higher the initial reservoir temperature, the higher 

the rate of methane gas production and recovery[12]. As 

gas hydrate dissociation is an endothermic reaction, the 

gas production rate gradually decreases as the reservoir 

temperature decreases. Therefore, to guarantee continuous 

gas production by maintaining reservoir temperature at a 

certain range, the development of a combined production 

method coupling depressur izat ion with the other 

production methods is being investigated. Furthermore, to 

ensure long-term stable methane gas production, factors 

that reduce permeability of the methane-hydrate-bearing 

reservoir should be quantitatively analyzed, e.g. impact of 

sand production[13], skin formation and flow obstructions 

resulting from methane hydrate reproduction.

(2)Development of evaluation technologies for productivity 

and production behaviour

In order to provide reliable predictions of productivity 

and product ion behaviours for var ious reser voi r 

characteristics, the MH21-HYDRES production simulator 

will be upgraded. To enhance the sensitivity and accuracy 

of gas production behaviour, analytical models and/

or routines relating to issues such as permeability of 

the reservoir, thermal characteristics and consolidation 

properties will be developed[14]. To evaluate production 

damage, the calculation parameters will be justified 

through the verification of onshore gas hydrate production 

tests and offshore production tests. To evaluate production 

behaviours in a wide area and over a long-term period, 

three-dimensional reservoir models that consider 

discontinuity, faults and heterogeneity of the reservoirs 

will be developed and loaded into MH21-HYDRES. On 

the basis of these results, a comprehensive evaluation 

of the production method will be performed and an 

optimized economical system according to the reservoir 

characteristics will be developed.

(3)Development of evaluation technologies for sedimentary 
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characteristics

To assess environmental impacts such as the stabilization 

of production wells, the probability of landslides 

and the risk of methane gas leakages from methane-

hydrate-bearing sediment layers during gas production, 

evaluation routines called COTHMA will be developed 

for the sediment deformation simulator. Through a 

comprehensive evaluation of the mechanical properties of 

deep-water unconsolidated sedimentary layers by using 

COTHMA, the geo-mechanical stress around wells and 

border areas as well as long-term sediment deformation 

will be ascertained.

3 Development of a large-scale laboratory 
reactor for methane hydrate production test

To commercialize gas production from a methane hydrate 

reservoir, the technical issues described above need to be 

investigated. In addition, optimal production conditions 

that are adaptive to prevailing methane hydrate reservoir 

characteristics need to be ascertained. For this purpose, 

production tests in reservoir f ields, core analyses and 

predictions of gas production and geo-mechanical properties 

obtained using MH21-HYDRES and COTHMA will yield 

important results, particularly when coupled with the results 

of investigations of the methane hydrate reservoir structure. 

Field production tests will yield real productivity data on 

real methane hydrate reservoirs, which will enhance the 

accuracy of numerical simulators. However, it is difficult 

to conduct reproducible tests under various production 

conditions. Numerical simulations can provide a prediction 

of the productivity and the stability of a methane hydrate 

sedimentary layer. In addition, by introducing parameters 

into the numerical calculations, suitable conditions of gas 

production for various reservoirs can be predicted. However, 

these parameters are obtained from methane-hydrate-bearing 

core analyses, and the obtained results will be evaluated and 

fine-tuned through comparisons with results from the real 

field production tests. A dissociation experiment on methane-

hydrate-bearing cores in a laboratory is useful for determining 

chemical and structural properties and understanding 

dissociation behaviour of methane hydrate distributed within 

pore spaces. However, because of the size of methane-

hydrate-bearing cores (of the order of a few centimetres), 

heat transfer becomes a predominant factor. As mass transfer 

dominates the dissociation process in an actual reservoir 

field, the difference in dominant factors between core-scale 

experiments and field-scale production would result in a 

difference in gas production behaviours. As mentioned above, 

these R&D concepts have advantages and disadvantages and 

are closely related to each other, as shown in Figure 3.

Fig. 3 Large-scale laboratory reactor for resolving disadvantages of production tests, core analyses and production simulations 
These issues are the main research concepts for establishing gas production methods and evaluating conditions in methane-hydrate-bearing layers.
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To overcome the above problems, AIST developed a large-

scale laboratory reactor for methane hydrate production 

tests. Especially, to design this reactor, we have focused 

on solving the problem of predominant factors on hydrate 

dissociation, and a numerical analysis by MH21-HYDRES 

has been performed[15]. From this analysis, we cleared 

that mass transfer dominates the dissociation process for 

sandy sample having over 1m-size. Furthermore, taking 

into account the research activities of the Research Group 

for Production Method and Modeling, the reactor was 

designed by considering the technical issues, as presented 

in Figure 4. As stated above, three main research activities 

need to be conducted by the Research Group for Production 

Method and Modeling. Although it has been determined 

that the depressurization method is economically suitable 

for gas production from methane hydrate reservoirs off 

the shores of Japan, detailed conditions and procedures for 

depressurization remain unknown. Thus, AIST designed 

the large-scale laboratory reactor to aid the development of 

technologies for advanced production methods and to analyze 

the impact of sand production, skin formation, and f low 

obstructions. To achieve these goals, in the reactor, highly 

sensitive temperature and pressure sensors with a wide range 

and f luid f low metres are arrayed to examine a range of 

production conditions so that a higher gas production rate and 

a higher recovery rate can be obtained. To evaluate the sand 

production phenomenon, a sand screen is fitted to a well tube. 

The overall volumes of the high-pressure vessel and line 

tubes are estimated to reduce data error enabling comparison 

of the results with those of numerical predictions obtained by 

MH21-HYDRES. Thus, evaluation of mechanical properties 

can be avoided. To verify the deformation of sandy samples 

during gas production, it is necessary to position mechanical 

sensors at many locations for measuring changes in stress 

and confinement pressure. For this purpose, holes need to be 

configured in the sides and bottom of the vessel, which is a 

complex task.

A schematic diagram of the large-scale laboratory reactor 

is shown in Figure 5. The steel high-pressure vessel has 

an inner diameter of 1000 mm and a height of 1500 mm. 

The vessel consists of three chambers, and its volume 

and weight are 1710 L and 9900 kg, respectively. This is 

four times larger than the large-scale production reactor 

LARS developed by the SUGAR Project in Germany[16]. 

The objective of the SUGAR Project is to clarify the 

characterization of CO2 geological storage and methane gas 

production using the reaction heat of CO2 hydrate generation 

in the methane hydrate reservoir. Our vessel can be loaded 

with core samples of sand with a diameter of 1000 mm and 

a length of 1000 mm. An inner plate is placed on top of the 

methane hydrate sedimentary sample to exert an overburden 

pressure of up to 16.5 MPa; this pressure is similar to that in 

a subsea environment. The overburden pressure is supplied 

by injecting water into the space between the upper chamber 

and the inner plate. A production well is simulated using a 

steel pipe with a diameter of 100 mm and a length of 1000 

mm with 32 holes drilled along its length; the pipe is placed 

at the centre of a sandy sample layer. A sand screen can be 

placed over the holes to terminate sand production. A total 

of 50 holes in the sides and 19 holes in the bottom of the 

vessel are provided to allow the insertion of gas, water and 

temperature and pressure sensors. The position of sensors 

can be adjusted depending on the characteristics of the sand 

sample and the production conditions. To simulate conditions 

of a methane hydrate reservoir at the eastern Nankai Trough 

area, the vessel is placed in a large cabinet that can control 

Fig.4 Relationship between the experimental issues on 
large-scale laboratory reactor and the roles of research 
teams of the Research Group for Production Method 
and Modeling 
Evaluation of production behaviours such as (1) enhancement of 
production rate and recovery rate and (2) analysis of impact impeding 
production are the main experimental issues on a large-scale laboratory 
reactor. Also, various production conditions to obtain a higher gas 
production rate and recovery rate can be examined. The experimental 
results are compared with those from small scale core experiments 
and analyses of MH21-HYDRES, which is a numerical model of a 
large-scale laboratory reactor. Finally, the results will be compared 
to production results of real field tests which will be held in FY2012. 
However, research regarding geo-mechanical characterization has 
not been conducted. To achieve relatively uniform methane hydrate 
formation within the pore spaces of a sandy sample, the positions of 
the perforations cannot be adjusted for experiments on samples with 
alternating layers of sand and mud.
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the temperature of the high-pressure vessel from −5 to 20 °C. 

Holes in the sides and bottom of the vessel for the insertion 

of gas and water are connected to a CH4 gas supplier and 

pumps that supply pure water into the sandy sample layers, 

respectively. The production well is connected to a gas and 

water separator. Real-time observations of the rate of the 

production of gas and water as well as the amount of fine 

sand particles can be performed under various temperature 

and pressure conditions.

Pure water is injected into the high-pressure vessel via the 

holes in the sides of the vessel and the centre pipe. Once the 

designated amount of pure water has been filled in the vessel, 

sand particles are added to the pure water, and vibration 

is applied to ensure homogeneous accumulation of sand 

particles. After the vessel is filled with wet sand particles, the 

inner plate is positioned above the sand sample layer, and the 

top chamber is closed. Pure water is injected into the interior 

of the top chamber to apply overburden pressure to the sandy 

sample layer by pressurizing the inner plate. To adjust the 

water content, water in the sandy sample layer can pass 

through the holes in the bottom of the vessel.

For the formation of methane hydrate in the sandy sample 

layer and control of the confinement pressure, the flow rate 

of CH4 is adjusted. CH4 is continuously supplied via holes 

in the sides of the vessel. The temperature of the cabinet is 

decreased below the equilibrium temperature of methane 

hydrate formation. By calculating the injected volume of 

methane gas and the initial water content, the end of the 

methane hydrate formation can be estimated. After methane 

hydrate formation, pure water is injected into the pore 

spaces of the sandy sample layer because natural gas hydrate 

reservoirs are usually saturated with water.

The top of the centre pipe is connected to a backpressure 

regulator. To examine the depressurization method, the 

pressure value of the regulator is adjusted to a designated 

pressure. After adjustment, gas and water flow out through 

the centre pipe, which may contain fine sand components. 

The centre pipe is connected to the gas-water separator, 

and each line tube is connected to a f luid f low metre that 

measures water and gas volumes during the experiment. To 

evaluate the sand production phenomenon, a water flow line 

is connected to the accumulation chamber to collect the fine 

sand particles.

Figure 6 shows the predictions of water and gas production 

by the MH21-HYDRES production simulator using the 

results of depressurization experiments conducted in the 

large-scale laboratory reactor. The results show the water and 

gas production behaviours when pressure is decreased from 

10 to 3 MPa. The parameters for the numerical simulation 

were temperature of 10 °C, pressure of 10 MPa, permeability 

of sandy sample layer of 1000 mD[17], initial effective 
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(a) High-pressure vessel of the large-scale laboratory reactor

(b) Schematic flow diagram of the large-scale laboratory reactor

Fig. 5 Schematic illustrations of the large-scale 
laboratory reactor
To aid the development of technologies for advanced production 
methods and to analyze the impact of sand production, skin formation 
and flow obstructions, the highly sensitive temperature and pressure 
sensors with a wide range and fluid flow metres are arrayed to side holes 
of the vessel. To evaluate the sand production phenomena, a sand screen 
is fitted to a well tube. Water and fine sand are collected in a sampling 
pod arrayed to the water/gas separator. The overall gas volume is 
measured at de-pressuring tank arrayed to the water/gas separator. All 
measured data were collected in a PC automatically.
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permeability of 26 mDTerm1, hydrate saturation of 60 % and 

water saturation of 40 %. From these results, gas production 

shows a peak during the first period, indicating that mass 

transfer is predominant in the dissociation process. Gas 

production experiments conducted using depressurization to 

ascertain the relationship between the degrees of reduction 

in pressure and the gas production rate have been underway. 

The obtained results will be compared with those obtained 

from a numerical simulation study conducted using the 

MH21-HYDRES production simulator. This study will 

contribute to the first field production test to be conducted off 

the shore of Japan in FY 2012.
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Concerning the development of a large-scale laboratory 
apparatus for the optimization of production conditions toward 
commercial utilization of methane hydrate, the outline of the 
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comments, the author has added and revised the description 
in the text and the reference. However, the development of the 
production system depends not only on the production method, 
but also on the economic evaluation of methane production 
including the combination of machines in production tests at the 
sea bed conducted by JOGMEC. Thus, it is difficult to consider 
the validity of the production system based only on the tests with 
the large-scale apparatus. Therefore, the author has not described 
the development of the production system in this paper.

2 The role of MHRC
Comment (Hiroshi Tateishi)

In the latter half of "2. Overview" section, the goals of 
R&D issues in phase 2 at MHRC are explained. However, the 
description is sudden and difficult to understand for the readers 
since the relevance of phase 2 with phase 1 is not explained. Brief 
explanation for the following points is required: why MHRC 
is assigned for this part of R&D, what kind of results MHRC 
obtained in phase 1, and how the results obtained in phase 1 are 
connected to phase 2. 
Answer (Jiro Nagao)

The author has added the following explanation. At the start 
of the program, the Methane Hydrate Research Laboratory of 
AIST (the present Methane Hydrate Research Center) participated 
in the MH21 Consortium as the research supervisor of R&D of 
production method & modeling in phase 1 since the laboratory 
had high level knowledge on methane hydrate engineering. The 
foregoing explanation has been connected to the subsequent 
description of implementation challenges and the research 
results. It has been found that depressurization is effective for 
the gas production method from the methane hydrate resource 
as a research result in phase 1. The finding is linked to the 
research purpose of phase 2 (technology advancement toward 
commercialization).

3 Development of 1m-size test apparatus
Comment (Hioshi Tateishi )

1. I can understand the logic that thermal decomposition is 
dominant in cm-size samples whereas mass transfer is dominant 
in the actual 100m-size bed, therefore a test filling the gap in 
between is required. Yet it is difficult to judge the adequateness 
of the specifications of the apparatus since no quantitative 
explanation is given on the scale boundary that separates the 
dominant factors. It seems difficult to set a strict boundary, but 
explanation is required such as, “Since critical scale is around this 
level because of such and such reasons, a 1m-size apparatus is 
adequate enough”. 

2. Since the explanation of the specifications of the apparatus 
is simply listed, it is not clear where the focus is. For example, 
if the author arranges the explanation in the order of main items 
to test with the apparatus, technological issues and required 
functions to achieve the issues, the ways to clear the issues, the 
readers can understand the idea more easily. Especially, the 
manuscript lacks the explanation of originality of the MHRC.

3. The author brief ly explains the large-scale production 
apparatus LARS developed by the SUGAR Project in Germany. 
Since only the size is mentioned, it is difficult to understand the 
significance of the comparison. Please describe the purpose and 
design concept of the LARS and explain the difference of the two 
apparatuses, LARS and the apparatus of MHRC.
Answer (Jiro Nagao)

1. In order to design our apparatus, we have focused 
on solving the problem of predominant factors of hydrate 
dissociation. The sample size dependence of the rate-determining 
step has been investigated by using the production simulator, 
MH21-HYDRES. Another study shows that in the case of 



研究論文：Development of methane hydrate production method（長尾）

−97− Synthesiology　Vol.5 No.2（2012）

permeability of 10 mD order, the mass and heat transfers become 
comparable at the sample size of 0.5 m (Konno et al. Proc. 
Offshore Technology Conference 2010, 20591 (2010)). On the 
basis of the study and the analysis, we have judged that mass 
transfer dominates the dissociation process with an apparatus of 
over 1m-size. We have added the explanation in lines 3-8 on page 
93 and reference No.15.

2. On designing the apparatus, we have set the most important 
R&D issues to be  investigating the dependence of productivity 
of the depressurization method on the permeability of the sample 
and finding the most suitable depressurization conditions, and 
analyzing quantitatively the impact of sand production, skin 

formation, and flow obstructions. The explanation of the functions 
prepared to clear the issues, their technological issues and the 
ways to clear the issues have been added to the manuscript.

3. It was described in a paper that the objective of the SUGAR 
Project is to clarify the characteristics of CO2 geological storage 
and that the apparatus was introduced to carry out the methane 
hydrate decomposition using the reaction heat generated in the 
formation of CO2 hydrate. The explanation of the objective has 
been added to this manuscript. However, the author has not 
obtained the accurate information on the design concept of the 
apparatus and cannot explain it.
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1　はじめに
最小の資源で、無限のバラエティーをもつ製品を、欠陥

ゼロ、在庫ゼロ、最小の製造工期用語 1 で製造する生産管
理における一貫最適化は、ものづくりの究極の目標である。
一般に、生産管理はプル型とプッシュ型に大別される [1][2]。
下流である顧客の要求に合わせて上流が最適な部品や中
間財を順次提供するプル型は自動車で代表される組み立て
産業に適用され、20 世紀を代表する成功事例としてのリー
ン生産方式を生んだ。一方、プッシュ型は、下流工程の要
求とは関係なく、プロセスの入口を起点に上流から下流に
部品や中間財を流しながら生産を指示する方式であり、鉄
鋼また化学産業のようなプロセス産業を含む多くの産業に

適用されてきた。プッシュ型の生産管理において、製造工
期の短縮と能率向上を両立する生産の一貫最適化はどのよ
うに可能になるのであろうか。

この論文は新日鉄君津製鉄所における事例に注目し、
プッシュ型生産管理に適した工程構造を有する鉄鋼業の製
造プロセスにおいて、元来はプル型生産管理を起源とする
リーン生産方式の概念また手法がどのように利用できるか
考察する。君津製鉄所厚板工場においてプロセス産業に
おける一貫最適化実現のための生産管理が革新され、そ
の結果、中国経済の急拡大によって需要が急増した 2000
年代初頭において、仕掛品の削減による大幅な製造工期
の短縮と（図 1）、国内他厚板工場と比較して迅速な生産

西岡 潔 1、4 ＊、水谷 泰 2、上野 博則 3、川﨑 博史 1、馬場 靖憲 4

鉄鋼業において、製造工期の短縮と能率向上を両立する生産の一貫最適化は、どのように可能であろうか。先行例としてのリーン生産
方式では、生産の時間スケールをメインラインのそれに同期化したのに対して、鉄鋼業では自動車と同水準の製造の同期性と時間ス
ケールの圧縮は本質的に難しい。この事例は、生産管理を時間に関するマルチスケール階層構造としてモデル化することにより、鉄鋼産
業において工場単位の最適一貫生産がどのように探究されたか、そのプロセスを明らかにした。この論文は、幅広いキャリアを積んだ
現場の技術者の生きた知識を構成学的にモデル化し、産業界からの製造知識の体系化を目指した試みである。

鉄鋼厚板製造プロセスにおける一貫最適化に向けて
−　生産管理に関するマルチスケール階層モデルの提案　−
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- A proposal for production control by multi-scale hierarchical modeling -

Integrated optimization of production in the steel industry to simultaneously minimize lead time and improve productivity is a real 
challenge. Lean manufacturing, recognized as a leading successful example of such optimization, is characterized by synchronization of 
time scale of production with that of the mainline. However, in the steel industry, it is inherently difficult to implement synchronization 
and reduction of production time to the same degree as in the automobile industry. This difficulty motivated our method for integrated 
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量の拡大が実現された（図 2）。複雑な製造フローをもち生
産における制約条件のハードルが高い厚板製造において、
工場単位の全体最適はどのように可能になったのであろう
か。この論文は、製造現場においてどのように生産管理が
革新されていったのかを紹介し、実現された生産管理シス
テムを時間に関するマルチスケール階層構造として把握し、
モデル化することにより、プロセス産業である鉄鋼業がリー
ン生産方式から何が学べるかを明らかにする。

2　鉄鋼厚板製造について
製鉄所の製造プロセス用語 2 は、鉄鉱石、石炭等の原料

を高炉で銑鉄とし、転炉、精錬を経て鋼を得る。その後
の連続鋳造においてスラブ（長方形の鋼片）を造り、圧延
され製品である厚板となる。厚板製造は綿密な生産計画に
よる受注生産であり、転炉一鍋 300 ～ 400トンの大ロット
から 3トン程度の厚板を細分化して製造する。製品として
の厚板は船やビル、橋、建設・産業機械、液化天然ガス・
海底油田掘削用の海洋構造物等多岐にわたる構造物の重

要部材として広く使われており、規格が多種多様である、
使用か所が厳密に決まっている、一品一葉ごとのスケッチ
サイズである等、他の鉄鋼品種とは異なる特徴をもつ。

厚板は多品種小ロットの受注生産であり、用途が多岐
にわたるために、その製造プロセスは複雑である。まず、
圧延プロセスで多種多様なサイズの厚板を製造するととも
に、金属組織を制御して材質を造り分ける。次に、精整プ
ロセスでは、上流工程で生じた不具合の修正や、用途や必
要特性に応じてさまざまな付加的な処理（熱処理、塗装等）
を行う。

圧延工程における材質の造り込み、とりわけ水冷型
のオンライン 加 工 熱 処 理プロセス（TMCP: Thermo-
Mechanical Control Process）は 1980 年代に日本で開発
され、その後 30 年間にわたり、高級厚板製造の最先端
技術として日本の厚板製造の根幹技術となっている。厚板
圧延プロセスの概括を図 3 に示す。

TMCP では圧延後の加工組織に対して冷却速度制御を
行うことによって、必要になる金属組織と特性を自由に作り

図1　君津厚板工場における製造工期の短縮 図2　日本の厚板工場の生産量増加率の比較
（出典：日本鉄鋼連盟 鉄鋼用途別受注統計月報（普通鋼/特殊鋼））

図3　厚板における金属組織制御とTMCP技術[3]
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分けることが可能になり、近年の厚板における新鋼材開発
において基盤技術の役割を果たしている。しかし、TMCP
鋼は形状確保が難しく、数メートルオーダーの幅と長さを
有する巨大な厚板を均質に冷却することは容易ではない。
さらに、高級鋼の製造では付加価値を付けるための熱処
理、塗装等の一連の工程が増加するため、精整工程にお
ける負荷（処理能力に対する処理すべき量）の増大、一貫
生産能力の低下、製造工期延長、在庫増大といった問題
が顕在化した。

3　自動車業におけるリーン生産方式との比較
自動車業におけるリーン生産方式とはどのような生産管

理であったのであろう。まず、自動車業の特徴として、組
み立てラインにおける時間の有効活用が目標とされた。目
標の実現のために、自動化やジャスト・イン・タイムという
形で概念化されたさまざまな手法が援用され、製造現場に
おける無駄の排除が徹底され、市場動向と生産工程の変
動に柔軟に対応できる生産方式が完成した [4]-[7]。同生産
方式の本質は、最終マーケットに向けて下流工程が必要な
ものを必要なだけ最適のタイミングで上流工程が提供する
プル型生産管理にある [2][8]。組み立て産業では、電気機器
メーカーを中心に、流れ作業でない例えばセル生産方式が
導入されているが [9]、同方式も時間を有効に管理する点で
その目的はリーン生産方式と等しい。

組み立て産業で大きな成功をあげた生産方式が、鉄鋼
業において、これまで大きな成功をみなかったのはなぜで
あろうか。その理由を考える上で、組み立て産業とプロセ
ス産業の工程構造は本質的に異なることを認識する必要が
ある。リーン生産方式はメインラインの徹底的な平準化を
前提として、サブラインと同期を図ることにより成立する。
一方、鉄鋼業は高炉－転炉－圧延という一貫工程を所与と
し、設備の大規模化による能率向上を追求してきた。厚板
工場は上流工程において規模を追求するプッシュ型工程構
造の中に位置付けられるため、下流工程に合わせて各作
業工程が連動しながら在庫と製造工期の最小化を追求す
るプル型工程構造を前提とするリーン生産方式を適用する
ことは困難であった。

鉄鋼業における能率向上においては、一品一品の注文
から半製品−出鋼といった、関連する上流工程において生
産ロットを大きくすることが重要であり、その結果、上流工
程で大きく造って下流工程で小さく造り分ける「ロットをま
とめる」プロセスが不可欠と考えられてきた。上流工程に
おける規模の追求は品種やサイズの等しい中間財を生産す
ることであり、通常は必要とされる生産ロットは製品の出
荷ロットと比較すると大きいため、納期の異なる製品の中

間財が混在するとともに、跛行性をもって下流工程を流れ
ることになる。このような工程構造が仕掛品を増大させる
原因であり、単純にリーン生産方式から学ぶことによる製
造工期の短縮は困難であった。

4　厚板製造における一貫最適化の取り組み
4.1　これまでの取り組み

日本の鉄鋼業は、1973 年のオイルショック以降の長期に
わたる構造的な不況の中で、縮小再生産と合理化を進め、
労働生産性の向上に注力してきた。一方、厚板の主要ユー
ザーである造船、建築、橋梁、タンク、ラインパイプ等の
分野では軽量化、高機能化、複合特性化が進み、厚板に
は高強度化、高靭性化、高耐環境性化等の製品特性が求
められた。新機能材は TMCP 技術を利用して開発された
が、加速冷却材には一般材に比較して圧延能率用語 3 が低
下するという問題があった。さらに、TMCP 技術の適用が
進むにつれて、形状を確保するための矯正工程用語 4 の負荷
が高くなった結果、品種構成の高度化とともに精整工程の
高負荷化が進展した。このような状況のもと、精整能力向
上の必要性が次第に認識されていったが、厚板生産にお
いて工場全体の一貫能率を向上することは難しいとされ、
生産システムのボトルネックの解消は、製造工期短縮によ
る短期的な収益向上効果が見えない中では優先して取り組
む経営目標ではなかった。

さらに、製銑－製鋼という上流工程は一貫製鉄所のコス
ト構造で大きな比重を占めるため、コスト視点からの製鉄
所マネジメントの関心は上流工程に偏りがちであった。そ
の結果、製品品種の高度化とともに発生する仕掛品の増
加やロットの細分化への対応は遅れがちとなった。現場に
慢性的な仕掛品の滞留を許容する操業体制が定着化する
中で、需要の増大時には精整工程のボトルネックが顕在化
し、大幅な製造工期の延長による納期遅れや受注調整を
必要とする事態が発生したが、現場ではボトルネック工程
への人員投入等の対症療法的な対応が常態であった。
4.2　一貫最適化を可能にした経営革新

工場単位での全体最適を可能にする生産管理の実現の
ためには、それを可能にする一連の経営革新が存在しなけ
ればならない。日本の粗鋼生産が長期低迷する中で、新
日鉄は長期にわたり経営の合理化を進めてきたが、1990
年代に入り、経営トップの強力なリーダーシップのもとで鉄
鋼事業の競争力強化を目的に組織・経営体制の改革が進
められた。中心になったのが製販一体化を含む品種別経
営であり [10]、本社機能のスリム化と階層の圧縮による組織
の大幅な統合・改編である [11]。1997 年に行われた全社規
模の組織改革によって、現場の経営に対して工場長等のミ
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ドル層に一元的意思決定の権限が与えられ、ミドル層が企
業家として活動する機会が与えられた。君津製鉄所では、
それまでは、工程管理等の共通部門が個別製品を生産す
る各製造部門を支援する組織体制であったが、組織改編
の結果、それまでは共通部門にあった工程管理、品質管
理、設備整備という厚板の製造にかかわるすべての機能が
厚板工場に統合された。新体制のもとで、厚板工場長は
工場経営に対する一元的権限を活用し、厚板生産に関す
る管理体制の革新に着手した。工場を単位とする一貫最適
化こそが、長期にわたる製品競争力の源泉であるという視
点から、これまでの設備単位の生産性向上を目指す生産管
理から、仕掛品削減による製造工期短縮を目指す生産管
理へと経営パラダイムを大きくシフトした。そして、本来は
プッシュ型に適した工程構造をもつ厚板製造に対して、プ
ル型構造を起源にもつリーン生産方式を適用するという挑
戦が始まった。
4.3　現場ミドルマネジメントの対応

圧延工程は厚板工場の品質・コストに大きな影響を与え
るため、工場長は圧延能率の向上をまず目標にして、生産
管理に対する支援モデルの開発とその適用に取り組んだ。
次に、圧延能率の向上による精整工程の能力不足に対応す
るために、ボトルネック工程（矯正工程等）に加え、精整
全工程にわたる各工程の能率の向上に取り組んだ。これま
で、精整工程は圧延のサブ工程として位置付けられていた
ため、設備保全に関する対応はブレークダウン・メンテナン
ス（BDM）が中心となっていたが、設備・装置を必要なと
きに必要な状態で稼働することを目的に、厚板工場に統合
された設備整備部門とラインが一体となってトータル・プロ
ダクティブ・メンテナンス（TPM）活動を開始した。

さらに、工場経営の全体最適化のためには、現場の製
造ラインの一貫最適化に関連したスタッフによる一連のバッ
クアップが必要になった。なによりも、精整工程における
仕掛品削減は、前工程の生産ロットの拡大を制約すること
により、短期的なコストプッシュ要因となる可能性があるた
め、精整工程における仕掛削減は個別設備の能率向上だ
けでは解決できず、計画レベルにおける工程負荷の平準化
が必要であった。生産ロットの設計（材料設計）は工程管
理スタッフの業務であるが、精整負荷の平準化を考慮した
材料設計を行う仕組みは当時存在していなかった。この問
題に対処するために、現場操業を熟知し、システム開発に
も優れた技術スタッフを工程管理グループに投入し、コス
ト・能率・製造工期の視点から精整負荷を平準化する支援
システムを構築した。以上の作業が時系列的にどのように
進展したかについて、技術的な詳細を次節に述べる。

5　厚板工場における生産管理システムの革新
5.1　支援システム開発の歴史

生産管理の体系および日程計画の類型に関しては、自動
車業における観察をもとに、計画のタイプを大日程（全般
的生産）計画、中日程（基準生産）計画、小日程（順序）
計画に分類し、それぞれのタイプについて、計画期間、日
程の単位、計画修正の頻度、製品カテゴリー、計画対象と
いった計画要素が整理される [12]。

生産管理の支援システムについては、MRP（Material 
Requirement Planning；資材所要量計画） が 1950 年
代半ばにゼネラル・エレクトリック社で導入されて以来、
当初の MRP の弱点を克服するために、MRP Ⅱ、ERP
（Enterprise Resource Planning）、また、APS（Advanced 
Planning and Scheduling）といった生産計画支援シス
テムが開発された。その利用と普及に関しては、MRPと
APS について単純かつ安定的な製造工程に対する適用事
例が報告されているのに対して、複雑かつ生産変動が頻繁
に発生する製造工程に対する適用事例はいまだ報告されて
いない [12]-[21]。この現状は、リーン生産方式に代表されるプ
ル型の生産管理が効果的な組み立て産業においては多段
階で計画の見直しを行うので、実着工に近づくのに伴って
部品発注等の計画精度が必然的に高くなるため [12]、異なっ
た時間スケールの計画間を動的かつ有機的に連結する包括
的なモデル/ 支援システムを構築するニーズが必ずしも高く
なかったことを反映している。

一方、代表的なプロセス産業である鉄鋼業では、一貫連
続する大規模設備の操業のために、膨大な制御情報、生
産管理情報が必要となることから、他産業に先駆けて大規
模計算機援用による生産管理システムを導入してきた [13]。
鉄鋼業の生産管理システムは、本質的にはプッシュ型の生
産管理に対応し、高熱・高温プロセス工程の最適制御、
上流工程の生産変動への対応、および注文情報の集約に
よる製造ロットの極大化の実現を重視してきた。そのため、
中間財工程の製造工期と在庫を検討する一貫最適化のた
めの計画立案、スケジューリング支援への対応は極めて限
定的であった。さらに、近年の製品の高度化と仕様の多様
化によって、厚板製造では生産管理の複雑性が増大した。
通過工程が異なる多品種の製品を組み合わせて大規模生
産を行うため、製造開始段階において個別中間財の通過
工程を確定することはできず、製造工期の予測、制御は極
めて困難であった。

このような環境下でプル型生産管理を実現するために
は、製造ロットのサイズが各工程の能率および製造工期に
及ぼす影響を包括的に把握できるモデルを構築し、支援シ
ステムを活用することにより、製造ロットサイズと全工程に
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おける製造工期の最適化を動的に実現する必要がある。
生産変動・ばらつきが大きい鉄鋼業において、これまで利
用可能な MRP、APS 等がなかったため、筆者らは、一
連のモデルを順次構築し、現場に導入した。
5.2　新しい生産管理システム構築の経緯
（1）能率モデル

これまで、厚板生産において、メインラインである圧延
工程の能率（圧延工程の場合は、時間当たりの処理スラブ
量）向上は一貫して最重要の課題であった。これまでは、
個別設備の増強がその主たる対策であったが、短周期での
設備増強投資は経営上の負担が大きいことから容易ではな
い。TMCP 技術の拡大に伴う圧延の高負荷化、多品種化
による能率低下を克服することを目的に、筆者らは、連続、
直結、直列に配置された圧延工程全体の能率向上への取
り組みを開始した。圧延各工程の能率は、製品仕様に応じ
て大きく変動する。また、工程間のバッファが小さいため、
前後材料の処理の干渉（前後の処理の時間が異なることで
生じる無駄な待ち時間）が頻繁に発生し、材料ごとにプロ
セス中のボトルネック工程が逐次変化する。ボトルネック対
策の重要性は TOC 理論（Theory of Constraint）[14] に明
らかだが、圧延工程に対して単純なボトルネック対策を適
用することは困難であることから、圧延各工程間の干渉に
起因する能率低下を定量的に評価可能とする新たな能率モ
デルの構築に取り組んだ。能率モデルの構築の背景には
TOC 理論が圧延工程のような連続かつ複雑な工程におけ
る問題解決にも適用可能であるという仮説があった。
（2）製造工期モデル

能率モデルの活用による工程設計の最適化とボトルネッ
ク工程への適切な設備増強により、圧延工程の生産能率
は飛躍的に向上したが、それに伴い精整工程の能力不足
が顕在化し、処理すべき量の変動に由来する仕掛品の増
大を招いた。これに対処するため、精整全工程にわたる各
工程の能率向上に取り組むとともに、研究開発部隊の協力
を得て、離散事象システムをモデル化するシミュレーション
ツールによる物流シミュレーターを開発し、仕掛品の削減
と工期短縮に取り組んだが、十分な成果をあげるには至ら
なかった。シミュレーターは、日ごとの製造ロットや品種構
成、各精整工程の処理能力、稼働率等のパラメーターを所
与の条件としており、処理優先順位の微調整を目的として
いた点に、本来的な問題があったと考えられる。

筆者らは、先行事例であるリーン生産方式の学習を通し
て、物流シミュレーターの限界も踏まえ、ボトルネック工程
への適切な設備投資を実行するとともに、平準化生産が最
重要であることをあらためて認識した。そこで、製造ロット
の拡大と精整負荷の平準化の両立を図ることを目的に、製

造工期のばらつきと納期達成率の関係、さらには、品種構
成、製造ロットサイズと、製造工期、在庫の関係を包括的
に記述可能な製造工期モデルの構築に取り組んだ。
（3）所要時間 /仕掛モデル

上記の取り組みによって、これまで予測が困難であった
品種ごとの製造工期と、それに対する工程ごとの通過所要
時間の関係が明らかになった。しかし、各工程の通過所要
時間がどのように決まるのか、またその制御因子は何か、
ということは明確には理解されていなかった。一方、厚板
の精整工程のように事象発生の頻度および間隔、処理の間
隔にばらつきがある場合の待ち時間の解析に関しては待ち
行列理論（Queuing System Theory）[12] が存在しており、
工程ごとの通過所要時間と仕掛量を記述可能なモデルの開
発が、待ち行列理論に基づく所要時間 / 仕掛モデルの構
築によって可能となった。
5.3　能率モデルの構築

厚板生産は、上流の圧延工程と下流の精整工程に大別
されることはすでに述べた。圧延工程は、加熱、圧延、
冷却等により構成され、各工程は、連続、直結、直列に
配置されている。一方、精整工程は、熱処理、超音波探傷、
塗装、ガス、矯正、手入等により構成され、各工程は、独
立、並列に配置されている。

厚板の圧延工程のように多品種が混流することによって
各工程の能率が大きく変動し、なおかつ工程が連続、直結、
直列配置される場合、材料ごとのプロセス条件に応じて各
工程の能率が変動してボトルネック工程が逐次変化する。
それに伴い、前後材料の処理の干渉が頻繁に発生し、工
程全体としての能率が大きく変動する。一方、工程が独立
配置の場合、工程間に十分なバッファとしての仕掛をもつこ
とが可能なので、工程間の処理が干渉することはまれで、
各工程の能率は材料ごとのプロセス条件によりおよそ一意
に決定される。

筆者らは、TMCP・加速冷却技術の適用拡大による高
負荷化、多品種化を克服し、圧延能率の向上を図るため
には、材料の多品種化に伴うプロセス条件の多様化と処理
ロットサイズの低下に起因する圧延各工程間の干渉の低減
が、最重要の課題であると考えた。そこで、材料仕様に応
じたプロセス条件および処理ロットサイズから各工程の能率
を定めるとともに、ボトルネック工程を特定し、工程間の干
渉に起因する能率の低下を定量的に評価可能とする能率モ
デルの構築を試みた。

圧延各工程には、能率に影響を与える異なる因子が存在
する。例えば、加熱工程では、加熱開始温度、加熱条件等、
粗圧延工程では、加熱抽出温度、圧延サイズ等、仕上圧
延工程では、TMCP 温度、圧延スラブ重量等があげられ
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る。筆者らは、各工程の能率影響因子を適正に抽出し、
これらの影響因子が有意な差異をもつ製品群に分類し、
製品群ごとに能率を統計的に算出するとともに、製品群ご
とに各工程の能率を比較することにより、直列、直結のサ
ブ工程中のボトルネック工程を特定して、製品群ごとの固有
の圧延工程全体能率を決定する圧延能率モデルを構築し
た。製品群サイズを適正に調整すると、圧延工程全体では
一貫能率の実績値と製品群の固有の一貫能率の誤差が相
殺され、生産順列に起因する変動にかかわらず、圧延能率
を高精度に予測することが可能となる注 1）。また、この圧延
能率モデルによって、品種ごとに下流工程で発生する工程
の発生率を推定することができる。

能率モデルは、各工程の能率および負荷を決定することを
目的としているが、上記に示したようなこのモデルの適用に
より、圧延工程における大幅な圧延能率の向上を達成した。
5.4　製造工期モデルの構築

筆者らは、圧延工程の大幅な能率向上を達成したが、
この結果、プッシュ型の構造がさらに強化され、ロットサ
イズ拡大に起因する精整工程の所要変動（処理すべき量の
変動）が増大した。すなわち、上流工程である製鋼から
圧延のロットサイズ拡大と下流工程である精整負荷の平準
化を両立させる最適化の必要性が顕在化した。

中間仕掛製品総量は、日当たりの平均生産量と製造工
期（日数）の積におよそ等しく、適正な製品在庫量は製造
工期のばらつきと、狙いとする納期達成率から定まる。し
かし、これまでは、両者の影響因子と連関を定量的に把握
し、精密かつ最適に制御する生産スケジューリングがなさ
れているとは言い難かった。したがって、製造工期を短縮
し在庫削減を実現するためには、製造工期のばらつきと納
期達成率の連関を明らかにするとともに、注文品種構成や
製造ロットサイズが、各工程および一貫での製造工期や在
庫に及ぼす影響を包括的かつ定量的に記述可能なモデル
を構築する必要がある。

製造工期は、短ければ短いほど良い変数であり、負には
ならない値であるが、日数の平均と標準偏差にはある程度
の線形関係がみられる。この事象を表す最も単純なモデル
はばらつきの大きさが瞬時値に比例するというものである
が、この場合、ばらつきの分布は対数正規分布となるので、
製造工期分布を対数正規分布にて近似することとした（図
4）。製造工期分布が対数正規分布に従うとすると、目標
とする納期を達成するのに必要とされる日数を簡便に算出
可能となり、製造工期モデルの構築あるいは評価を行う上
で極めて有用である。対数正規分布は次式のように表され
る。ここでµはxの対数平均、σはxの対数標準偏差である。
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納期に対する製造完了の余裕日数の実績値はおよそ正
規的に分布しており、その平均値および標準偏差が定まれ
ば、納期達成率、すなわち、納期余裕日数（製造完了～納
期）が 0 日以上となる確率は、次式に示す累積確率分布
関数を用いて簡易に算出される。

納期達成率:　
exp d

2 2 2
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ここで、x：納期余裕日数　µ：納期余裕日数平均値　
σ：納期余裕日数標準偏差

次に、納期余裕日数のばらつきの要因について検討し
た。注文により納期が設定され、輸送機関や品種ごとの仕
様に基づき圧延開始タイミングが決まる。このとき、注文さ
れた多様な製品をまとめてロットとして出荷するために、納
期余裕と個別の製造工期は独立的になる。また、圧延開始
タイミングはさらに上流である製鋼工程の変動の影響を受
ける。納期余裕日数のばらつきに対しては、圧延開始のタイ
ミング（圧延開始納期余裕日数：圧延開始～納期）のばら
つきと製造工期（圧延開始～製造完了）のばらつきが影響
する。構成する事象が独立に発生する場合、各独立事象の

図4　製造工期分布
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分散の和は全体の分散の和に等しくなる。すなわち、それ
ぞれのばらつきが独立に決まるものとすると、納期余裕日数
の標準偏差は下式にて推定される。

σ納期余裕日数＝（σ圧延開始納期余裕
2 ＋σ製造工期

2）1/2

ここで、σ納期余裕日数：納期余裕日数（製造完了～納期）
の標準偏差

σ圧延開始納期余裕：圧延開始納期余裕日数（圧延開始～納
期）の標準偏差

σ製造工期：製造工期（圧延開始～製造完了）の標準偏差

納期余裕日数の予測値は実績値とよく一致しており、そ
れぞれが独立事象と仮定することの妥当性が確認された。
上式により納期余裕日数の標準偏差に対する各項の寄与を
算出したところ、納期余裕日数の標準偏差に対する圧延開
始納期余裕日数、製造工期のばらつきの寄与は、それぞ
れ約 70 %、30 % であり、前者の寄与が支配的であること
が確認された。したがって、納期余裕日数の標準偏差の
低減のためには、納期に対する圧延開始タイミングの標準
偏差を減少させることが重要である。これは、在庫量低減
のためには、圧延 / 製鋼鋳造のロットサイズの制御が不可
欠であることを意味する注 2）。
5.5　製造工期～工程毎工期の寄与に関する分析

次に、製造工期のばらつきに及ぼす厚板各工程の寄与
について検討した。精整各工程の通過所要時間がそれぞ
れ独立に決まるとすると、全体製造工期の分散は、各工
程通過所要時間の分散の和として、下式のように表現され
る。厚板工程全体製造工期の標準偏差と、精整各工程の
通過所要時間がそれぞれ独立に定まるものとして次式にて
算出した圧延＋剪断＋精整工期の標準偏差はおよそ一致し
ており、各工程の通過所要時間が独立であるとの仮定が
妥当であることが確認された。したがって、当式を用いれ
ば、各工程の所要と能力の変動が厚板製造全体の製造工
期に及ぼす影響を簡易に推定可能となる。

σ圧延＋剪断＋精整＝（σ圧延＋剪断
2 ＋∑σ精整各工程

2）1/2

ただしσ圧延＋剪断＋精整：圧延＋剪断＋精整工期の標準偏差
σ圧延＋剪断：圧延＋剪断工期の標準偏差
σ精整各工程：精整各工程（手入、冷間矯正、油圧プレス矯正、

ガス、塗装、超音波探傷、電溶、マーキング、ショット、焼準、
焼入、焼戻）の通過所要時間標準偏差

上記の評価の結果、圧延＋剪断工程の全工程の製造工
期に対する寄与は 20 % に過ぎず、製造工期短縮に対する
圧延能率の向上効果は限定されることがわかった。一方、

精整工程の工期については、大部分は作業待ち時間であ
り、必要作業時間の寄与はたかだか 5 % に留まる。すな
わち、納期に対する圧延開始タイミングのばらつきを低減
し、適正なロットサイズに制御するとともに、各工程の所要
時間と仕掛量を最小化する操業を実現するならば、製造工
期が大幅に短縮される可能性が高いと考えられた。

品種ごとの通過工程数および製造工期を図 5 に示す。
品種により、通過工程数および製造工期は大きく異なるこ
と、製造工期は通過工程数におよそ依存していることが分
かる。したがって、各工程の負荷平準化のためには、品種
ごとの投入量の平準化が必要であり、さらには投入量の跛
行性を予防する観点から、ロットサイズの制御が重要であ
ることが理解される。

筆者らは、通過パターンごとに製造工期分布を求め、そ
れらを製造品種ごとの通過パターンの構成比率で按分する
ことで、製造品種ごとの製造工期分布を求める方式を採用
した注 3）。製造工期を本製造工期モデルにて予測した結果、
予測値は実績とよく一致しており、本モデルの妥当性が確
認された。したがって、通過工程と各工程での所要時間が
分かれば、製造工期が予測できることになる。
5.6　所要時間/仕掛モデルの構築

工程が独立配置の場合、工程間に十分な仕掛をもつこと
が可能な場合は、各工程の能率が他工程の影響を受ける
ことは少ない。一方、十分な仕掛がない場合には、他工
程の処理待ちの発生や段取り替え時間が増加する等の能
率が低下する「リスク」がある。そのため、置場能力が許
す範囲内にある限りは仕掛を低減しようとする動機が働か
ず、精整工程のボトルネック工程への設備増強後も仕掛の
最小化はなかなか進展しなかった。精整工程の工期は、
前述のように必要作業時間の寄与はたかだか 5 % であり、
大部分が作業待ち時間であることから、各工程の所要時間
と仕掛量を最小化する操業が製造工期の短縮へ向けての
課題であった。

厚板の精整工程のように、発生の頻度および間隔、処
理の間隔にばらつきがある場合の待ち時間の解析には待ち
行列理論の適用が有効であることが知られている。そこで
筆者らは、工程ごとの通過所要時間を記述可能なモデルを
構築することを目的として、待ち行列理論を厚板製造へ適
用し、各工程の製品の通過所要時間と仕掛量の予測モデル
（所要時間 / 仕掛モデル）を構築するとともに、その妥当
性（各工程仕掛量と通過所要時間の精度良い予測が可能）
を検証した。

時間ごとの発生頻度と処理頻度が一般分布で変動する
とともに、設備故障等に起因する休止の頻度および時間が
変動する場合、ある工程の所要時間および仕掛は待ち行
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列理論を用いて下式のように導出される [22]。
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ただし、待ち時間Wおよび仕掛Nが安定的に定まるための
必要条件は

   B =  ρX (1 +ρY)  <  1
ρY = 1 − ρLρX
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である。
ここで、W：平均待ち時間、N：平均仕掛数、E X：平均処理
時間、EY：平均休止時間、CSX：処理時間の標準偏差と平均
の比、C SY：休止時間の標準偏差と平均の比、P B：総合利用
率、 x：利用率、 Y：休止率、1− Y：稼働率、 ：平均発生
率、µ：平均処理率、 ：休止発生率、 ：休止終了率、 L：
前工程稼働率、 0：作業率、µ0：上限処理率

この所要時間 / 仕掛モデルを厚板精整工程へ適用し、
所要時間および仕掛を予測した結果、発生、処理、休止
の頻度にばらつきがある場合においても、所要時間、仕掛
量とも実績とよく一致しており、待ち行列理論を適用した本
モデルの妥当性が確認された。

6　製造知識の体系化に向けて
6.1　生産管理に関するマルチスケール階層モデルの提案

前章では、生産管理において個別課題の解決のために
どのように支援システムが構築されたかについて、君津製
鉄所厚板工場の事例を時系列的に示した。この章におい
ては、実現された生産管理システムをどのような視点から
概念的にモデル化すれば、プロセス産業における一貫最適
化に対する理解を深化することができるか考察する。筆者
らが経験した個別の技術課題に対する一連の問題解決活
動から得られた知見を構成化（シンセシス）し、以下に概
念モデルを提案する。

この論文が先行例とするリーン生産方式では、これまで

図5　品種ごと平均通過工程数と平均通過所要時間
（a）品種ごと平均通過工程数
（b）品種ごと平均通過所要時間
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の生産管理における常識であった、秒単位の製造ライン・
月単位の生産計画・長大な製造工期・在庫という時間的
プロセス構造が、在庫の流れを製造ラインの流れと同期
化（ジャスト・イン・タイム）することによって、生産管理
における時間スケールはメインラインのそれに同期化され
る。一方、厚板製造に関する生産管理の時間プロセス構
造に注目すると、それはプロセッシング（秒単位）、ロット
計画（時単位）、日計画（日単位）、週計画（週単位）、月
次計画（月単位）という時間的なマルチスケール階層構造
として成立しており、現場の操業とスタッフによる生産管理
はこのような階層構造を与件として行われてきた。これまで
は、月次計画において想定される品種構成に基づき、各工
程の能力を表計算にて算定するマクロ能力モデルが存在し
たが、筆者らは、厚板製造の一貫最適化を実現する過程
において、能率モデル、所要時間 / 仕掛モデル、製造工
期モデル、という3 モデルを構築した。これらのモデルは、
厚板製造における時間的なマルチスケール階層構造に対応
している。すなわち、能率モデルは秒（プロセッシング）
〜時（ロット）計画〜日計画に、所要時間 / 仕掛モデルは、
時（ロット）計画〜日計画〜週計画に、製造工期モデルは、
日計画〜週計画〜月計画に関するものであり、3 モデルは
それぞれ相互に関連する。能率モデルによって、能率や処
理負荷が分かるだけでなく、プロセスパラメータやロット計
画等の変数から、品種ごとに下流工程で発生する工程の
発生率（品種毎工程発生率）が得られる。この処理負荷お
よび品種毎工程発生率を日 / 週計画とともに所要時間 / 仕
掛モデルに入れることで、工程の所要時間と仕掛量が求め
られる。日 / 週計画および月次計画で決められた品種に対
して、能率モデルから得られる品種毎工程発生率と所要時
間 /仕掛モデルから得られる所要時間を製造工期モデルに
入力することで製造工期が求められる（図 6）。

前章に示したように、現場での試行錯誤は、複雑な工程
と製品仕様を有する厚板製造に対して、異なる時間スケー
ル（階層）をまたがり、要求される計画精度と生産 / 注文
の変動への対応力を両立する生産管理システムを成立させ
るに至った。筆者らは、同システムを時間に関するマルチス
ケール階層構造の視点から把握し、生産管理に関するマル
チスケール階層モデルとして概念化することを提案する。

複雑な組織構造を有する鉄鋼材料に関する材料研究の
分野において、Olson は、空間的なマルチスケール階層モ
デルを提案し、階層ごとに独立に構築した物理モデルの有
機的な結合により、サブナノスケールの電子レベルの量子
力学的現象、ナノスケールの転位を含む原子配列構造、ミ
クロンスケールの変態現象、ミリ～メートルレベルの実用鋼
の組織と特性を包括的に記述可能であることを示した [23]。

筆者らは、この空間的なマルチスケール階層モデルを、時
間的なマルチスケール構造の記述に適用する。すなわち、
生産管理の時間スケールを 3 階層に分割し、それぞれの階
層ごとに能率モデル、所要時間 / 仕掛モデル、製造工期モ
デルを対応させるとともに、これらを有機的に連結する一
貫生産管理に関する時間的マルチスケール階層モデルを提
案する（図 6）。本モデルは、厚板製造における時間に関す
るマルチスケール性を明らかにし、ミクロ（個別工程におけ
るプロセッシング）からマクロ（製造工期の管理）に至る意
思決定に関する定量的な評価と最適点の探索を可能とする
一貫モデルである。本モデルにより、プッシュ型の生産管
理手法による上流工程におけるプロセス条件の最適化と、
出荷を基軸としたプル型の生産管理を志向する下流工程
における製造工期の短縮という両立が難しい要請を、バラ
ンスよく調整するための最適スケジュールの探索が可能と
なった。

生産管理モデルの難しさは時間スケールの階層性にある
が、階層構造を有する複雑な物理現象を記述することは、
鉄冶金学の研究開発における最も基本的な研究テーマで
ある。筆者の一人（水谷）は、米国における博士研究にお
いて、物理現象を発現させるメカニズムをモデル化する際
に構造を階層ごとに分割することによる単純化が有効であ
ることを学習し、身に付いていた。さらに、当該技術者は、
理論を理論として机上で学習することに加え、知識の活用
の場を製造の現場に移した。そこで、先行事例としてのリー
ン生産方式に関する知見と技術者が体得していた研究の
進め方のノウハウを現場の活動を通じて融合することによ
り、複雑現象を階層構造として分析することを可能にした
と考えられる。

図6　生産管理マルチスケール階層モデル
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6.2　マルチスケール階層モデルの意義
鉄鋼製造の生産管理のルーチンは、業務効率性の観点

から各タスク階層に分断されており、各ルーチンに関する熟
練を形成しても、製造における生産管理システムの全体像
をとらえることは極めて難しい。マルチスケール階層モデル
の最大の意義は、システムの全体像を俯瞰的に提示するこ
とによって、生産管理を通じた工場単位の一貫最適化とい
う経営課題を技術的に詳細に検討できるフレームワークを
提供することにある。そもそも、製造システムの設計と再
設計による継続的改善を使命とする技術者にとって、生産
管理システムの全体像の俯瞰的な把握は業務推進のため
の大前提であり、提案モデルの果たす役割は大きい。

しかし、今回提案のモデルは全体最適を実現する最適
化評価関数を有するものではなく、理論的、定量的に全体
最適を保証するものではない。最適化の探索には種々のモ
デルが不可欠だが、自動車に代表される組み立て産業と
比較すると、鉄鋼業では特に上流工程である製銑、製鋼
工程における日々の生産操業変動が極めて大きく、計画の
変更も頻繁に発生する。このような状況の中で、モデルは
外乱を含む実績に基づき構築されることから高精度な予測
は困難であり、その信頼性にはおのずと限界がある。完全
情報を前提として最適解を探る決定論的アプローチは明ら
かに適しておらず、トップダウンの分析によって得られるモ
デルをシステムに組み込んで膨大な計算を精緻に行うこと
は、時間的にも、また有効性の観点からも現実的ではない。

対照的に、提案モデルの構築の経緯を振り返ると、この
研究が対象とした生産管理システムにおいては、（i）システ
ムを構成する個別要素は局所的に組織化され、システムに
要求された機能を実現する構造は、試行錯誤（仮説形成と
検証）を通じて、順次、決定され、（ii）導出された適応解
は（最適解ではないとしても）、これまでの方法では解けな
い複雑な問題に対して予想を超えた解答を与え、動的環境
で活動する製造現場の意思決定を実効的に支援している
ことが判る。筆者らの観察は、提案モデルを構築するプロ
セスが創発的プロセスであったことを強く示唆するものであ
る [24]。

それでは、本事例でみられた創発現象はどのように誘発
されたと考えるべきなのであろう。組織の戦略展開を創発
的プロセスとして理解する経営学者は、企業活動に適切な
「場」（環境）を設定することによって、組織を構成する
個人間での創発現象を誘発することが促進可能であると
主張する [25]-[27]。筆者らは、4 章で示したように、本事例
においては、本社レベルでの経営革新、また、工場レベ
ルでのミドルマネジメントのリーダーシップのもと、現場で
創発現象を誘発するための基本的環境設定が行われたと

考える [26]-[27]。さらに、生産管理システムがどうして可能に
なったかという観点からは、当該企業において、ボトムアッ
プ型シンセシスを担える中核的人材が組織的に育成され、
そのような人材が現場における創発活動を推進する役割を
果たした事実が重要である。

提案モデルの構築に貢献した技術者が所属する「技術グ
ループ」の役割を紹介すれば、同グループは製造現場とス
タッフ部門をつなぐ中継点に位置し、工場運営に関し単に
製造技術に限定されない広範な調整機能を持ち、生産シス
テムの運用と革新に中核的役割を果たす注 4）。技術系スタッ
フは、入社時に、「技術グループ」に配属されることが一
般的であり、新入社員時には 3 交代勤務の現場経験を積
む。その後、技術系スタッフはさまざまなキャリアを経験す
るが、工場長他、製鉄所の幹部の候補となる優秀な人材が
「技術グループ」に定着する傾向がある。このようなキャリ
ア・パスは、企業が、「技術グループ」のスタッフに対して、
幅広い OJT を経験させることによって調整や問題解決手段
についての知識を身体化させ（プルデューのハビトゥス用語 5

にあたる [28]）、創発的プロセスにおける主要なイネブラー [29]

（創発活動において他者に目的の実現を可能にする人材）
として育成することを志向してきたことを示唆する。

システムインテグレーターとしての技術者には、設備・操
業技術の高度化による技術的優位性と経済合理性を両立
する使命がある。鉄鋼業に対してリーン生産方式を自動車
業レベルで導入するときに発生するコストとリスクは、現場
の工場経営に許される許容範囲を大きく超えると想定され
る。生産プロセスの一貫最適化は、工場経営における全
体最適化の視点から評価する必要があり、提案モデルは、
現場のマネジメントが技術と経営からの相反する要請をど
のようにバランスするか、具体的に検討するための定量的
指針を提供する。例えば、リーン生産方式の推進のために
必要になるボトルネック工程の解消のために、どの程度の
設備投資が最適なのかを検討する際、これまでは、精整
工程の設備増強による一貫能率向上が定量的に評価でき
なかったために、精整工程に対する適切な投資判断が難
しかった。提案モデルは、一貫最適化の効果と必要性を、
厚板工場内はもとより、君津製鉄所の経営層や営業部門
に対して効果的に提示する可能性を開いた。また、現場
の操業改善やスタッフによる生産管理業務の改善を目的と
した材料設計や出鋼スケジュールの最適化およびサプライ
チェーンマネジメント基盤整備等の生産管理システムを順
次開発したが、その過程においてマルチスケールモデルを
用いた定量的な解析は大きな効果を発揮した。

このようにこの研究が提案するマルチスケールモデルの
形成の経緯には、以下のような二面性がある。まず、モデ
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ルをその形成プロセスから観察すれば、同モデルの構造が
開発を担当した技術者の有する研究の進め方のノウハウ、
具体的には、複雑な現象に対する階層構造アプローチに
よって主導されたという側面が認められる。他方、筆者ら
は、紹介してきた一連のモデルが整備され一つの生産管理
システムとして出現したとき、同システムを広く産業社会に
普及することの価値を認めるに至った。そして、同システム
の形式化を進めるにあたって、それを相互作用のあるマル
チスケールモデルとして体系化することから得られる利点を
再認識したのである。

7　まとめと展望
製造業の本質が「情報を材料に転写する」ことにあるな

らば、材料のフローを創り出すとともに、情報のフローを
同期させるリーン生産方式は、製造業の本質を追究した「目
指すべき姿」の一つである [30]。フォードに始まる大量生産
方式による規模経済性の追求は、秒単位の製造ラインと、
月単位の生産計画、長大な工期・在庫という生産管理の時
間的マルチスケール階層を生み出したが、リーン生産方式
を主導した大野は脱規模を旗印に製造ロットサイズの制御
と製造のラインへの同期の追求によりこれを克服した [4]。
リーン生産方式を時間マルチスケールのフレームでとらえる
と、製造の時間スケールをメインラインのそれに一本化した
ものと理解できる。一方、プロセス産業である鉄鋼では、
製造ロットサイズが生産性および品質に及ぼす影響が組み
立て産業である自動車と比較してより大きいことから、自
動車と同水準の製造の同期性や時間スケールの圧縮を実
現することは本質的に困難である。しかし、この論文の事
例は、鉄鋼以外の他産業においても、生産システム全体を
時間的なマルチスケール階層構造として把握し、支援シス
テムによって各階層を適切に連結することによって一貫最適
化が実現される可能性を示している。

多くの産業において、製造に要する時間の短縮は、多岐
にわたる付加価値製品を開発し、これを競争力ある製品と
して製造するために不可欠の要素である。例えば、鉄鋼業
とは一見対極にあるように思われる医薬分野においても、
製品の競争力が価格とスピードで決まる時代が始まってい
る。これまで、医薬品の分野においては、特許によって差
別化された製品を有することが競争力を決定付けていた。
しかし、ジェネリック医薬品の普及に伴い、多品種にわた
る薬をいかに価格競争力ある製品として製造できるかが重
要な経営課題となりつつある。例えば、錠剤は、混合～造
粒～篩過～混合～打錠～コーティングといった一連の設備、
製造プロセスを用いて多種多様な製品に造り分けられるが
[31]、このプロセスは鉄鋼製造プロセスと同様にコンピュー

ターによって精緻に管理されている。すなわち、工程構造
的にも、多様な品種への対応が必要とされる点でも、鉄鋼
業と類似の課題を有しており、この論文で提案するモデル
化によるアプローチは医薬分野を含む多くのプロセス産業
に今後横展開される可能性があるものと考えられる。

日本の製造業では、一連の技術スタッフが現場におい
て着実に製造技術と生産管理の革新にあたってきた。その
過程で生まれた製造知識は、本来、教科書化され実学と
しての工学は学問として体系化を進めることが期待されて
いた [32]。もとより、製造の現場における一貫最適化を実現
するためには、ミクロからマクロに至る各階層における現象
を理解し、モデル化を進め、構築したフレームワークにお
いて他業種・他企業におけるベストプラクティスと比較・対
照する必要がある。この論文が提案する生産管理に関する
マルチスケール階層モデルは、キャリアを通じて幅広く深い
OJT を経験した現場エンジニアの生きた知識をモデル化し
たものであり、この論文は、産業界からの製造知識の体系
化の必要性を強く示唆する。

謝辞
この研究は科学研究費補助金 基盤研究（B）17330082

の支援を受けて実施された。
この研究に関し、学術的視点から助言をいただいた、

清家彰敏、藤本隆宏、新宅純二郎、桑嶋健一各氏に感謝
する。また一貫最適化を推進するにあたり、ご指導ご支援
をいただいた三村明夫、宗岡正二、王寺睦満、萬谷興亜、
市瀬圭次各氏に感謝する。

注1）実際の生産においては、複数種の製品群を組み合わせて
製造するため、ネック工程が逐次変化し、当該製品群の固有の
ネック工程とは異なる状況が頻繁に発生する。そのため、実際の
生産で観測される圧延工程の能率の実績値は、同一製品群を
連続して製造する場合の固有の一貫能率とは異なり、期間ごと
に変動する生産順列の組み合わせの影響を受け、実績を集計し
た期間ごとに変動する。この能率モデルでは、実際の圧延工程
全体の能率が固有の一貫能率を中央値として分布するように、
各工程の処理能率影響因子を適正に抽出し製品群を定義すると
ともに、圧延工程プロセス全体では生産順列にかかわらず一貫
能率の実績値と製品群の固有の一貫能率の誤差が相殺される
ように製品群サイズを適正に調整することにより、上記の問題を
回避し、圧延工程の全体能率をこれまでのモデルと比較してよ
り高精度に予測することに成功した。
注2）鉄鋼厚板の生産は多様な製品注文（注文当たり同一仕様
の製品は約3 t）を、ロットで製造して（同一の製鋼製造条件：最
低300 t、生産性を考慮すると2,000 t超が望ましい）、ロットで
出荷する（同一の需要家、納期、輸送機関ごとに）点に特徴が
ある。納期は同一の出荷ロットに対して設定されるが、需要家
のニーズにより、多様な製品注文が同一の出荷ロットに含まれる
ため、製造ロットは出荷ロットとは一致しないことが一般的であ
る。そのため、圧延開始のタイミングは、納期から想定される製
造工期をさかのぼって決定はされるものの、製造ロットをまとめ
るためのばらつきを不可避的にもつ。
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製造工期：鉄鋼用語。リードタイムと同義。製造に要す
る時間をいう。その定義は受注～納品、製造着手～製
造完了等、さまざまであるが、この論文では、厚板圧
延開始～製造完了までに要する時間をいう。
製鉄所の製造プロセス：鉄鉱石から一貫して鉄鋼製品
を製造する製鉄所を銑鋼一貫製鉄所と呼び、その工程
は、高炉で鉄鉱石を還元して銑鉄を製造する製銑工程、
転炉で銑鉄から炭素分を除去し必要な合金元素を付与
して鋼を製造する製鋼工程、製鋼工程で製造された半
製品を圧延してさまざまな製品を造り分ける圧延工程の
3 つに大別される。厚板は圧延工程の一つであり、厚
板製品を圧延、製造する。
圧延能率：能率は、一定時間内にできる仕事の割合を
示す。圧延工程は、加熱、圧延、冷却等の工程が連続、
直列、直結されているため、これらの設備群を連続処
理する能率を圧延能率と呼ぶ。
矯正工程：厚板の圧延工程で生じた形状（flatness）の
不良をローラー矯正機やプレスで形状修正する工程。
ハビトゥス：ハビトゥスに類似する概念として暗黙
知 [Polanyi, M.: The Tacit Dimension , Doubleday 
Anchor, N.Y. (1967)] がある。ハビトゥスは科学活動に
おける暗黙知とみなすことができ、研究をどのように進
めるかに関する広義のノウハウである。

用語説明

用語 1：

用語 2：

用語 3：

用語 4：

用語 5：

注3）精整工程の通過工程数と製造工期に相関があることを
活用し、①製造仕様から精整工程の通過パターン（通過有無を
表す01の並び）を予測した後、②この通過パターンに大くくり品
種を表す分類コードを付加した文字列（製造品種）を一つのグ
ループとし、この製造品種ごとに工期分布を予測する方式を採
用した。分類コードを付加した理由は、同じ通過パターンでも
発生工程の通過頻度（発生率）が異なることで、工期分布が異
なるケースがあること、通過パターンと通過頻度が同じであって
も、品種によっては納期達成率の設定値が異なるケースがある
ためである。
　厚板の製造では、手入やガス切断、矯正工程等、注文仕様決
定の時点では通過有無が未定であり、圧延後に通過有無が決
まる発生工程があるため、注文の製造仕様から単純なロジック
で精整工程の通過パターンを算出することはできない。そこで、
データマイニングの汎用的手法である決定木（Decision Tree）
を用いて、通過パターン予測モデルを構築した。
　製造品種ごとの工期分布を求める際には、実績データから同
じ製造品種のプレートを集めて、それらの実績工期のヒストグラ
ムを工期分布とする方法が単純である。しかし、稀にしか製造さ
れない製造品種も存在し、このようなデータ母数の少ない製造
品種の工期分布は、信頼性が低くなる問題がある。そこで、筆者
らは、通過パターンごとに工期分布を求め、それらを製造品種ご
との通過パターンの構成比率で按分することで、製造品種ごと
の工期分布を求める方式を採用した。
注4）さらに、製鉄所トップマネジメントへの情報発信（ライン代
弁者としての、あるいは技術責任部門としての説明責任）、ライ
ン経営に関連した短期的課題にかかわる関係スタッフ部門（生
産技術、生産業務、総務、人事、労働、設備）との調整、中長期
計画の企画・立案、研究開発部門との研究開発戦略の策定、本
社関連スタッフ部門との調整等々、職務が必ずしも明快でない
領域も含めて、ライン部門を中心として発生する諸問題に対する
総合調整的な役割を担う。
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査読者との議論
議論1　鉄鋼厚板製造プロセスの生産性
コメント（上田 完次：産業技術総合研究所）

プロセス産業の最適一貫生産という重要で困難な問題を取り上
げ、実践的な取り組みにより解決課題項目を明らかにしてモデル化を
行い、具体的な鉄鋼厚板製造プロセスでの実績の事例をまとめた論
文であり、構成学にふさわしい内容と言えます。この研究のシナリオ
では、リードタイム最小化と生産性向上の両立の困難さの認識を根拠
にしていますが、この論文での生産性向上とは何を意味するかを明
確に記述してください。

回答（西岡 潔）
生産性は、時間当たりの生産量、すなわち、「能率」を意味してお

ります。鉄鋼業におけるプロセス改革・改善は、メインラインの能率
向上に重点がおかれてきました。しかし、個別の設備あるいは設備
群の能率向上は製造工期の最小化には繋がらず、逆にこれを悪化さ
せる原因にもなります。この両者をいかに両立させるかがこの研究の
主題とするところです。

議論2　ミドルマネジメント
質問（上田 完次）

この論文の主張の一つとして、経営革新におけるミドルマネジメン
トの役割の重要性が記述されていますが、ミドル層の意味を明確に
できませんでしょうか。

回答（西岡 潔）
この論文におけるミドル層は、現場の工場長クラスを念頭において

います。トップマネジメントは、会社全体の組織と制度を変える権限
を有するのに対し、ミドルマネジメントは制度と構造の範囲の中で、
運用と評価を変える権限を有しています。経営トップの強力なリーダー
シップによる全社的な組織、業務構造の改革と、現場経営を担当す
るミドル層による革新活動が同期化することによって、本来変わりに
くい組織活動が一新され、変化する市場環境に対して能動的に対応
することが可能となることを、この論文は示唆しています。

議論3　マルチスケール階層モデルが得られた経緯と今後の展開
コメント（上田 完次）

6 章は、製造知識の体系化に向けて、あらたなモデルの提案をす
るという主張です。興味深い内容ですが、どのようにしてこのモデル
が得られたかが明確ではありません。また、このモデル提案が、今
後どのような産業やプロセスに横展開されるべきか等、展望を述べて
ください。

回答（西岡 潔）
提案モデルは、演繹的に導出されたものではなく、試行錯誤を経

て作成したモデルを帰納的に理解すれば、時間階層に跨るモデル構
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造を有しているということが理解されることを示しています。これまで
の製造実績に基づく結果系の生産管理に対して、マルチスケール階
層モデルは時間的に生じる現象の原因と結果を繋ぐ視点を付加する
ことによって、より適切な時間管理、生産管理が可能になることを示
唆しています。リーン生産管理は、プロセッシングというラインの連動
性の中で一貫最適化の極限を追求できるという画期的な生産管理を
生みました。一方、既存設備の更新やレイアウトの変更が困難な設備
産業およびプロセス産業においては、プロセッシングという時間範囲
の最適化のみで、全体としての一貫最適化を実現するのは困難です。
すなわち、多くの産業において、ものづくりの時間構造がミクロから
マクロに亘る中での一貫最適化を図るためには、時間階層を越えた
現象の理解、すなわち原因－結果系に関わるモデル化が必要である
と考えられます。その階層区分は、今回の事例においては 3 階層で
すが、これは、プロセスに応じて 2 階層であったり 4 階層であったり
することも当然考えられます。重要なことは、どのような階層に跨って、
またどのような形でモデル化することが、そのプロセスの現象の適切
な理解と、一貫的な生産管理に資することになるかということで、今
回の事例はその一例を提示しています。

多くの産業において、製造に要する時間の短縮は、多岐にわたる
付加価値製品を開発し、これを競争力ある製品として製造するため
に不可欠の要素であり、今回のモデル提案を通じた生産管理におけ
る時間構造の体系的理解は、その一助となるものと考えられます。今
後の展望については 7 章に記載しました。

議論4　マルチスケース階層モデルの適用範囲
コメント（上田 完次）

論文中に部分最適化ではなく全体最適化という趣旨が表明されて
いますが、この論文の手法は、理論的に全体最適を求めたものでは
ないので、全体最適解を保証するものではないと思われます。したがっ
て、今回の手法の有効性あるいは適用限界についても言及するのが
良いと思います。

質問（赤松 幹之：産業技術総合研究所ヒューマンライフテクノロジー
研究部門）

3 つの異なる時間スケールのモデルによる構成がこの論文の主張点
であり、これらによってミクロからマクロまでの定量的評価ができ、
最適点を見出すことができると主張されていますが、マルチスケール
のモデルをどのように統合あるいは連関させて利用するのでしょうか。

回答（西岡 潔）
今回提案のモデルは、全体最適を実現する最適化評価関数を有す

るものではないので、理論的、定量的に全体最適を保証するもので
はなく、また生産管理システムにそのまま実装されて使用されるもの
ではありません。

プロセス産業の代表的な事例である鉄鋼業、とくに鉄鋼高炉メー
カーでは、その象徴である高炉が、天然資源を原材料とすること、
高温・高熱プロセスであること、原材料ヤード等が屋外設備であり、
天候・気候の影響を受け易いこと等のプロセス固有の物理的な制約
を有しており、これらを克服する手段として、設備の一貫連続化、大
規模化による生産性および高熱プロセスのエネルギー効率の向上を
歴史的に追及してきました。

このような一貫連続な大規模生産設備において、円滑な生産活動
を行うためには、膨大な制御情報、生産管理情報が必要となること
から、製鉄産業の一貫製鉄所では、他産業に先駆けて大規模計算
機援用による生産管理システムを導入してきました。一貫製鉄所の生
産管理システムは、上流工程である原料、製銑、製鋼が、前述のよ
うな制約を有し、生産変動やばらつきがある程度大きくならざるを得
ないこと、高熱・高温プロセスの中では時間的制約が大きく中間仕
掛がないこと、したがって本質的にプッシュ型の生産構造を有するこ
と、上流工程である原料から製銑工程の「製品」はモノグレードであ
ること、一貫製鉄所建設当初は最終製品の品種も限定されており、

現在のような複雑な要求が少なかったこと等の事由により、高熱・高
温プロセス工程の最適制御、さらには、上工程の生産変動・ばらつ
きへの対応および注文製品情報の集約により上工程の製造ロットサ
イズを極大化することを重視する一方、注文製品の品質管理とデリバ
リーを連結した視点から、熱延や厚板等の中間製品工程の製造工期
および在庫を検討する製造一貫の全体最適計画立案、スケジューリ
ング支援への対応は極めて限定的となっていました。

最適化の探索には、種々なモデルが不可欠ですが、鉄鋼生産では、
特に上流工程である製銑、製鋼において、自動車に代表される組立
産業と比較すると、生産／プロセスの日々の生産操業における変動
が大きく計画の変更が頻繁に発生すること、さらに、モデルは外乱を
含む実績に基づき構築されることを鑑みると、現状では、モデルによ
る高精度な予測が困難であること、したがって、誤差を多く含むモデ
ルに依存する最適解には、自ずとその信頼性に限界があることが理
解されます。

このような状況では、全体最適解を厳密に探索する精緻なスケ
ジューリングを日常のルーティンの中で行うことは、有効性および計
算・業務負荷の観点から現実的なものではなく、最適解に近づくた
めのアプローチは、この論文で例示したような継続的、漸近的なも
のとならざるをえないと考えられます。

提案モデルは、期間毎に実績を把握し、その実績に基づいて管理
を行う結果系の生産管理に加えて、その実績が生まれる原因系を明
らかにし、より適切な管理を行うためのツールと位置付けられます。
現実的な問題として、個別工程におけるプロセッシングという短時間
に生じるミクロな事象から、圧延開始から製造完了に至る製造工期
という長時間にわたるマクロな事象に至る全ての時間階層に至る総合
モデルの作成は、極めて大きな困難を伴います。試行錯誤を重ねる
中で構築されたモデルを全体として俯瞰すれば、それぞれのモデル
が時間階層を越えて全体を繋ぐ構造となっており、これをマルチスケー
ル階層モデルと名付けました。すなわち、提案モデルは、あるレベル
の時間階層を跨ぐ原因－結果系のモデルであり、構造的にミクロから
マクロに至る現象の理解に寄与するものの、最適解を保証するもので
はありませんが、継続的、漸近的により最適解に近づくための一つ
のアプローチの手段を提供するものと理解できます。上記の趣旨を、
6.2「マルチスケール階層モデルの意義」を新設し、追記いたしました。

議論5　能率モデル
質問（赤松 幹之）

能率モデルとこれまでの生産計画の手法との違いはどこにあるので
しょうか。

回答（水谷 泰）
処理能率は、圧延工程においては時間当りの処理スラブ重量、精

整工程においては、時間当りの処理製品枚数として定義されます。
圧延工程は、連続、直列、直結に配置されたスラブヤード工程、

加熱工程、粗圧延工程、仕上圧延工程、加速冷却工程、剪断工程
から構成されており、スラブヤード工程では製鋼から受け入れた鋼片
の切断、加熱工程では鋼片の再加熱、粗圧延工程では再加熱された
鋼片の幅出し圧延、仕上圧延工程では幅出し後の鋼片の厚みおよび
長さと制御圧延による材質の造り込み、加速冷却工程では仕上圧延
後のスラブの大水量冷却による焼入れ組織の造り込み、剪断工程で
は、圧延 / 冷却後のスラブの分割切断、をそれぞれ行います。厚板
製品は、厚さ、幅、長さのサイズ及び規格仕様が多岐にわたり、各
工程のプロセス条件も不可避的に多様となるため、製品仕様に応じ
て各工程の処理能率は大きく変動します。すなわち、圧延工程は、
大規模であるとともに多品種の混流生産であり、工程間のバッファが
小さいため、前後材料の処理の干渉が頻繁に発生します。このため、
材料毎にプロセス中のネック工程が逐次変化するのに伴い、圧延工
程全体としての能率が大きく変動することとなるため、これを高精度
かつ簡易に予測することは、技術的に難しい課題でした。既存の生
産、製造、処理計画立案は、さまざまな条件を仮定し、それぞれの
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条件に応じた個別の事象を逐次算定、積算し、その結果を評価関数
により評価、比較して最適値をとる条件を選択する方案が大半でした
が、大規模かつ多品種の混流生産において、生産順列、すなわちシミュ
レーションの計算条件の組合せが膨大となる場合、計算機の負荷が
過大となり、実用に適さない問題がありました。

圧延各工程には、処理能率に影響を与える異なる因子が存在しま
す。例えばスラブヤード工程では、スラブ切断速度、スラブ重量等、
加熱工程では、加熱炉装入温度、加熱条件（加熱炉抽出温度、保
持時間）等、粗圧延工程では、加熱炉抽出温度、スラブサイズ等、
仕上圧延工程では、圧延速度、圧延組織制御のための圧延パス間
の待ち時間、圧延長さ等、剪断工程では、切断速度、切断精度等
が挙げられます。

この能率モデルでは、各工程の処理能率に影響を与えるこれらの
パラメーターを抽出するとともに、これらのパラメーターが有意な差
異をもつ製品群に分類し、製品群毎に処理能率を統計的に算出しま
した。さらに、品種、サイズ、加熱炉装入温度等により分類された
製品群毎に各工程の処理能率を比較することにより、製品群毎に直
列、直結、多段の複数サブ工程中のネック工程を特定して、製品群
毎の固有の一貫能率を求める手法を採用しています。

議論6　一貫工期モデル
質問（赤松 幹之）

圧延工程の能率向上によって、精整工程の所要変動が増大した、
とありますが、能率向上がロットサイズの拡大につながり、ロットサイ
ズが大きくなると、精整工程が多様であるために精整工程に取りかか
れずに仕掛品が多くなるという理解で良いのでしょうか。

納期余裕日数の分散に関して、圧延開始納期余裕と製造工期とが
独立であることから、それぞれの分散の和で求められるとしていま
す。しかし、圧延開始から製造完了は、圧延開始から納期に含まれ

ており、互いに依存性があるように想像されます。圧延開始納期余裕
と製造工期とがなぜ独立とみなせるのでしょうか。

回答（水谷 泰）
圧延工程の能率向上によって、日当りの圧延量が増大すると、不

可避的に精整工程への流入量、すなわち、精整工程の所要量が増大
し、それに伴い所要変動も増大します。「能率向上によってロットサイ
ズが大きくなった」とのご指摘のとおりです。精整工程への発生量の
ばらつきが大きくなると、待ち時間の延長、仕掛の増大につながります。

鉄鋼厚板の生産は論文中に述べておりますように、多様な製品注文
（注文当り同一仕様の製品は約 3 t）を、ロットで製造して（同一の
製鋼製造条件：最低 300 t、生産性を考慮すると 2,000 t 超が望まし
い）、ロットで出荷する（同一の需要家、納期、輸送機関毎に）点に
特徴があります。納期は同一の出荷ロットに対して設定されますが、
需要家のニーズにより、多様な製品注文が同一の出荷ロットに含まれ
るため、製造ロットは出荷ロットとは一致しないことが一般的です。
そのため、圧延開始のタイミングは、納期から想定される製造工期
を遡って決定はされるものの、製造ロットをまとめるためのばらつき
を不可避的にもつとともに、厚板とは独立の、上流工程である製鋼
工程の操業変動に伴うばらつきをもつことになります。一方、製造工
期は発生工程の有無や操業の変動に依存して、やはりばらつきをもつ
ことになります。したがって、納期余裕日数は、圧延開始納期余裕日
数（圧延開始～納期）と製造工期の差として求められます。

納期余裕日数＝圧延開始納期余裕日数（圧延開始～納期）－製造工期
右辺の 2 項が独立である場合は、この論文中にある
σ納期余裕日数＝（σ圧延開始納期余裕

2 ＋σ製造工期
2）1/2

が成り立ちます。実績により検証したところ、ほぼ上記式の関係が成
り立つことが確認されたことから、「右辺の2項は独立」との仮定がほ
ぼ妥当なものであると結論しております。



シンセシオロジー　研究論文

−113− Synthesiology　Vol.5 No.2 pp.113-125（May 2012）

1　はじめに
2011 年 3 月11日の東北太平洋沖地震は、自然災害の猛

威とともに、災害の多様さ、予測困難さを我々に思い知ら
せることになった。この 15 年あまりの間、我が国の震災対
策の多くは、阪神淡路大震災を一つのモデルとして進めら
れてきた。阪神淡路のケースでは直下型地震による家屋倒
壊や火災延焼により多数の被害者が出ることになり、広域
の消防・医療応援とそれを支援するための情報共有が大き
な課題となった。これを受け、初動における組織間の事前
取り決めや自治体間の相互応援体制等の整備は徐々に進
められてきた。一方、今回の震災では被害者の大半は大津
波によるものであり、時間差で襲ってくる津波に対する警
報の伝達等に多くの課題を突きつけた。もちろん阪神淡路
の経験が無駄になったわけではなく、関係各機関の初動
や広域連携についても一定の進歩がみられ、長年にわたる
取り組みは災害対応として着実な改善をもたらしている。

ただ、災害対策には十分というレベルはなく、どのように万
全の対策をしても「想定外」を覚悟しなければならないこ
とを、今回の震災で再認識することになった。

災害列島と言われる我が国 [1] では、災害に対する備えを
継続的に整えていかなければならない。各自治体は、地震
や火山噴火、津波、台風・風水害、雪害等、多種多様な自
然災害からは逃れることはできない。また、首都圏や京阪
神・中京地区等の大都市圏では、建物や交通機関が密に集
積しており、テロや災害が発生した際に影響が拡大すること
が懸念されている。実際、日本の大都市は災害等の危険度
で上位に名を連ねている [2]。これに対し、災害時の被害を
少しでも軽減する対策を打っていくことは、住民の生命・財
産を守ることに加え、安心して投資していける地域としての
地位を確立して産業振興を助ける意味でも重要である。

災害対策では、耐震等ハード面での備えと並んで、情報
収集・活用の面での枠組み・体制作りが必須である。想定

野田 五十樹

東日本大震災ではさまざまな「想定外」に国や自治体の防災体制が翻弄されることとなった。このような事態を軽減するためには、さま
ざまな要請に臨機応変に対応して構成していける災害情報システムが望まれる。この論文ではその基盤として、データ仲介による緩い
情報システム連携の考え方とそれに基づく減災情報共有プラットフォームを提案する。このプラットフォームではさまざまな情報システム
を簡便に連携させることができ、災害時の多様な状況に対応してシステムを迅速に組み上げることができる。データ仲介によるシステム
連携の考え方は東日本大震災でも有効に働いており、今後、この考え方に基づく設計の在り方を普及させていくことが重要である。

災害救助支援のための情報共有プラットフォーム
−　データ仲介による情報システム連携　−
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外を含めた災害に対するには臨機応変な判断が不可欠であ
り、そのためにはできるだけ多くの、そして確度の高い情
報を収集・共有する必要がある [3][4]。その意味で、先端的
な IT を用いた防災情報システムが災害対策を改善できる
余地は少なからずあると思われる。しかし実際には、東日
本大震災でも相変わらず手書きのメモが壁一面に張られ、
ホワイトボードにさまざまな情報が書き散らされているのが
現実である。また、組織間の連絡も相変わらず FAX が主
流であり、情報伝達の遅延や欠落の原因となっている。も
ちろん、この情報収集・共有の重要性は広く認識されてお
り、国や各県・市町村において、各種防災情報システムが
構築されているが、残念ながら、今回の震災でもこれらの
システムが期待どおりに効果を発揮したという事例はあまり
耳にしない。この防災情報システムがなかなか活用できな
い理由としては、防災専用で変更のきかない閉じたシステム
として設計されている点が大きいと思われる。他の災害対
策と同様、情報システムについても臨機応変が求められる。

このような困難を克服できる災害情報システムを設計する
上で重要となる視点が、臨機応変さとライフサイクルであ
る。災害で生じる現象は多岐にわたるため、それらすべて
に対処できる情報処理機能を予見して事前にシステムに組
み込んでおくことはおよそ不可能である。実際、東日本大
震災後の自治体ヒアリング [5] でも、事前の防災計画をいろ
いろと手直しせざるを得なかったことが明らかになってい
る。一方、今回の震災では 5 節でも述べるように、情報ボ
ランティアによる支援が有効に機能した。このボランティア
による活動の特徴は事後に必要に応じてシステムを組み上
げていく臨機応変さである。もちろん災害情報システムを
すべて事後に構築することは現実的ではないが、このよう
な臨機応変さを取り込む余地をシステム設計時に考慮して
おくことは、必須の要件と考えられる。また、ライフサイク
ルの視点とは、日進月歩の情報技術の進歩と百年・千年
に一度の大災害という、時間スケールの差の捕らえ方であ
る。つまり、その時々の最先端技術を数多く盛り込むこと
よりも、時間の経過とともに各技術が廃れて次の技術に引
き継がれていくところに留意して、災害情報システムを設計
していかなければならない。

この二つの視点を取り込んだ災害情報システム設計手法
を確立するため、この論文では「データ中心のアドホックな
システム構築」という考え方を導入する。この考え方では、
次の 3 点を情報システムの構築時の設計方針とする。

・オープンシステム：システムの各機能を切り出しての利
用や他のシステムとの連携を前提として、情報システムを
構築する設計方針。臨機応変およびライフサイクルの視
点に応える。

・汎用的データフォーマット・プロトコル標準：機能の連
携を簡単化し、また、システムの置き換え・引き継ぎを容
易にするため、連携部分を共通化する設計方針。臨機応
変およびライフサイクルの視点に応える。

・ダウンワードスケーラビリティ注1）：情報機器・インフラ
の規模や種類を選ばずにどこでも動作させられるため
の設計方針。臨機応変の視点に応える。

そして、これらの設計方針を実現する基盤技術として、
システムの基本デザインとなる減災情報プラットフォームと
その核となる共有プロトコル（MISP）およびデータベース
（DaRuMa）を紹介する。これら視点・設計方針・基盤
技術の関係を図 1 に示す。

次節以降、この論文は次のような構成をとる。まず 2 章
において減災情報共有プラットフォームとそのプロトコル・
データベースについて述べる。次に 3 章において、提案プ
ラットフォームの設計方針を防災・減災の視点で議論する。
4 章では、提案プラットフォームによる実証システムや実働
システム例について紹介する。さらに 5 章では東日本大震
災でのいくつかの事例を取り上げ、上記の設計方針の有効
性と問題点を議論する。

2　減災情報共有プラットフォームの設計思想と実装
この章ではまず、この論文で提案する災害情報共有の

ための枠組みである減災情報共有プラットフォーム [6][7] の
設計思想と、その実装の要となる減災情報共有プロトコル
（Mitigation Information Sharing Protocol、以下、MISP）
および減災情報共有データベース（DAtabase for Rescue 
Utility Management、DaRuMa）について述べる。
2.1　データ中心のモジュール連携による減災情報共有
プラットフォーム

我々が想定している災害情報共有の枠組みは、図 2 に
示すように、異なる組織で運用される各種災害情報システム
（以下ではモジュールと呼ぶ）を、データベースを介して連
携させるものである。この枠組みをここでは減災情報共有
プラットフォームと呼ぶ。

ダウンワードスケーラビリティ

オープンシステム

ライフサイクル
（3.1 節）

臨機応変
（3.2 節）

汎用的データフォーマット・
プロトコル

減災情報共有
プラットフォーム
（2.1 節）

MISP
（2.2 節）

DaRuMa
（2.3 節）

データ中心のアドホックなシステム連携

図 1　災害情報システムの視点・設計方針・基盤技術の関係
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前章でも述べているようにこのプラットフォームの重要な
考え方は、データを仲介したアドホックなモジュール連携で
ある。すなわち、各モジュールは、他のモジュールの機能
を直接呼び出すのではなく、他モジュールがデータベースに
書き出したデータを取得することで、情報の共有や機能の
連携を実現する。データの仲介に限定することで、連携の
形態が整理され、汎用性の高い枠組みを提供できると考え
る。このような、中心にハブとなる仲介モジュールをおいて
モジュールを連携させる設計方針は、特に目新しいもので
はないが、ハブの機能とデータの仲介のみに連携の形態を
限定することで、継続的かつ柔軟なシステム改変が可能と
なる。近年では Web サービスのマッシュアップという考え
方で、機能を高度に連携させる仕組みも数多く運用されて
いるが、この論文で提案する枠組みでは臨機応変およびラ
イフサイクルの視点を考慮してあえて単純な仕組みを採用す
る。この妥当性については 3 章において議論する。
2.2　減災情報共有プロトコルMISP

減災情報共有プラットフォームの要となるのが、共通
プロトコルとなる MISP[8] である。MISP は XML をベー
スとしたデータベースアクセスプロトコルであり、データ
ベースで必要とされる基本機能、すなわち、データの検索
（Query）、登録（Insert）、修正（Update、Delete）の呼
び出し方を定めている（図 3 の上部）。SQL（Structured 
Query Language）におけるテーブルジョインといったデー
タ再構成機能はあえて用意せず、基本的な機能に絞り込む
ことでデータ表現の単純化を促し、データ仲介のモジュー
ル連携を狙っている。さらに、アドホックな連携を助け
るための機能として、オンラインでのデータ構造定義機能
（RegisterFeatureType）を含む、データベースのメタ機
能を提供している（図 3 の下部）。このデータ構造定義機

能では、取り扱うデータの型を XML Schema によってオン
ラインでデータベースに追加登録できる。このため、プラッ
トフォームの運用中にシステムを停止させずに新規データ型
を追加することが可能であり、新規モジュールの追加時に
リアルタイムに新規データ型のテスト・修正ができるように
なる。これは数多くの組織にまたがってモジュールを連携
させることが必要となる防災情報システム統合では重要な
機能となる。すなわち、新しいモジュールを追加する際、
必要となる新規データ型の登録のためにシステム全体を停
止する等のコストが発生すると、試行錯誤を必要とするモ
ジュール連携が進みにくくなる。オンラインのデータ定義機
能の呼び出しをモジュール側に解放することで、これらの
障害を回避し、システム連携を円滑にすることを、この仕
様は狙っている。

このプロトコル設計にあたっては、機能の単純さと記述
の簡潔さを維持することを重視した。通常のインターネット
のプロトコル設計では、高機能さや機能の拡張性を担保
することが意識されがちである。例えば XMLデータベー
スの検索プロトコルとしては XPath や XQuery が提案され
てきているが、高機能な検索やデータ再構成を実現するた
め、徐々に複雑になりつつある。日進月歩の情報技術の分
野では、このような短期的な拡張性は重要ではあるが、後
で議論するように、災害対処のライフサイクルが 10 年 100
年であることを考慮した場合、拡張性にも高機能追及とは
別の視点が必要であり、この論文で提案するプラットフォー
ムでは、単純さ・簡潔さを重視することとした。これについ
ては 3 章で議論する。

MISP の 基 本 機 能は WFS（Web Feature Service）[9]

をベースとしており、WFS と関連する GML（Geography 
Markup Language）[10]、XML Schema[11]、SOAP（Simple 

分析

シュミレーション

事業者
各種研究機関

災害現場・避難所
各種センサー /ロボット

オントロジー
共通

DB

共通
プロトコル

医療体制

支援物資
流通

交通規制

対策本部（市町村）

国・県

図 2　減災情報共有プラットフォーム



研究論文：災害救助支援のための情報共有プラットフォーム（野田）

−116−Synthesiology　Vol.5 No.2（2012）

Object Access Protocol）[12] 等の各種標準を用い、その上
で災害情報を共有するにあたり、不足すると思われる部分
を追加する形で規定した。

これらはすでに ISO 等で標準化され広く使われている規
格であり、現存のシステムや今後作成されるシステムとの親
和性を高めることを目指している。標準の採用は同時に既
存のツール等をそのまま利用できるという利点があり、災
害以外の目的のためのシステムとの連携や応用が期待でき
る。また、センサーシステムのような、大きな計算能力の
期待できないシステムでも扱えるよう簡潔さを保たせ、ダウ
ンワードスケーラビリティを担保している

表記形式としての XML の採用の理由は、近年の多くの
システムでの採用と同じく、そのデータ表現としての汎用性・
柔軟性・拡張性にある。基本データ型としては数値（整数・
実数）と文字列に加え、災害情報では不可欠の空間・地
理表現（GMLで定義されている点・線・面）および時間表
現の 4 つを用意してあり注 2）、それらの任意の組み合わせを
XML Schemaで定義することで、多様なデータ構造を扱
えるようになっている。つまり、データとしては災害情報に
限らず任意の定型データを扱えるようになっており、平時で
の業務でも活用できるようになっている。

MISP のプロトコル例を図 4 に示す。この例は RoadLink
というタイプの地物を定義しており、その地物データは、
misp:GeometryFeature に定義される要素（位置形状の情
報要素 gml:GeometryProperty を定義している）に加え、
GMLで記述される representativePoint や交差点等のノー
ドのリスト（nodeList）、道幅（roadWidth）等により構成
されていることを示している。
2.3　減災情報共有データベースDaRuMa

DaRuMa は、2.2 節で述べた MISP に準拠して動作す
るプロトタイプ実装として開発されたデータベースであり、
減災情報共有プラットフォームでは各モジュールを連携させ

るハブとして働く。DaRuMa の設計・実装は以下の方針で
行われた。

・ダウンワードスケーラビリティとマルチプラットフォーム
動作環境として要求するスペックはできるだけ低く抑
え、また、幅広いOSやハードウエアをサポートする。大
災害時には情報通信インフラもダメージを受ける可能
性が大きく、高性能なサーバーや大規模なデータセン
ターを確保できない場合もあり得る。そのため、できる
だけさまざまな計算環境で動作可能であることを要件
の一つとした。

・既存ソフトウエアの利活用とオープンソース化
提案プラットフォームの目的は災害時の情報共有の枠
組みの確立であり、新規のデータベース技術の研究開
発ではない。そのため、既存ソフトウエアを最大限活
用し、開発そのものにコストをかけないことを念頭に置
く。また、情報共有の枠組み確立と普及を円滑にするた
め、成果物はオープンソースとして公開することを前提
として開発を進める。

実際に開発された DaRuMa は、図 5 に示すように、既
存の関係データベースである MySQL または PostGIS 注 3）

をバックエンドとして利用し、Javaでかかれたミドルウエア
（MISP Processor）により SQL と MISP の仲介・変換
を行う構造になっている。このため、Java や MySQL・
PostGIS がサポートしている広範囲の OS・ハードウエアで
DaRuMa を動作させることが可能になっており、Linux、
FreeBSD、Windows、MacOS の各バージョンでの動作
実績がある。さらには、機能的には制限されているが、
Ruby により実装されたミドルウエアもあり、Linux Zaurus
等の携帯端末でも動作させることが可能となっている等、
ダウンワードスケーラビリティを確保している。また、シス
テムとしても軽量となっており、4.2 節で述べる実証実験で
も、旧式のノートPC（Mobile Pentium III 933 MHz、メ

　　　　
◆サービス説明
　　(GetCapability)
◆データ構造説明
　　(DescribeFeatureType)
◆データ構造定義
　　（RegisterFeatureType）

　
◆データ登録
　　（Insert）
◆データ検索
　　（GetFeature）
◆データ修正・削除
　　（Update・Delete）

（検索条件）

（修正・削除条件）

メタ機能

データベース基本機能 data

data

service

schema

schema

<misp:RegisterFeatureType uri="urn:gfs:ddt:test:Node">
 <xsd:schema misp:id= "urn:gfs:ddt:test:Node" targetNameSpace= "http:…"
                       xmlns= "http:…">
  <xsd:element name="RoadLink" type="RoadLinkType" />
  <xsd:complexType name="RoadLinkType">
   <xsd:complexContent>
    <xsd:extension base="misp:GeometryFeature">
     <xsd:sequence>
      <xsd:element name="representativePoint" type="gml:GeometryPropertyType" />
      <xsd:element name="nodeList" type="nodeListType" />
      <xsd:element name="roadWidth" type="xsd:float" />
      <xsd:element name="nLanes" type="xsd:integer" />
      <xsd:element name="direction" type="xsd:string" />
     </xsd:sequence>
    </xsd:extension>
   </xsd:complexContent>
  </xsd:complexType>
 </xsd:schema>
</misp:RegisterFeatureType>

図 3　MISPの基本機能 図 4　MISPのデータ構造定義例（RegisterFeatureType）
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モリ512 MB）を用いて 30 分間で 8,000 件を越える住民
通報を受けつつ他の情報システムやシミュレーションの連
携を取り持つことに成功している。この性能は中規模都市
の災害情報システム連携としては十分と考えられ、いざと
いうときには用済みの PC を活用して情報システムを稼働
させることもできるようになっている。これを容易にするた
めに、USB でブートすれば自動で DaRuMa が稼働する
Linux のライブイメージも作成している。

DaRuMa の開発と平行して、DaRuMa と各種システムを
接続するツール群の開発・整備も進めている。減災情報共
有プラットフォームでは、すべてのモジュールは DaRuMa
と MISP により通信することになっている。しかし既存の
災害情報システムをすべて MISP 対応に変更することは現
実的ではない。それよりも、図 6 の右半分のように、既存
のシステムの機能をできるだけ活用して部分的にでも連携
を実現し、システム更新のタイミング等で徐々に連携を深
めていくことが有効であると考えられる。以下にあげるよう
に、DaRuMa のツール群はそれらの部分的連携を支援す
るものとして開発されてきている。

・CSV接続ツール
CSV（Comma Separated Value）形式で書き出され
たデータをXMLに変換し、MISPを通じてDaRuMaに
登録するツール。また逆に、MISPにより取得したデー
タをCSV形式ファイルに変換するツール。多くの災害情
報システムには、表計算ソフトの汎用データ形式であ
るCSVファイルの入出力をサポートしていることが多
い。この接続ツールを整備することで、部分的な連携
自動化が可能となる場合がある。この連携自動化の
ために、定期的に時間的差分データを入出力したり、
DaRuMaからのデータ取得に条件を指定したりする機

能をもつ。
・GISビューワ連携ツール

DaRuMaに格納されている情報のうち地図上の位置に
結び付けられた情報（地物、Feature）を、KML等に
変換し、GoogleEarthやGoogleMap等のGISビューワ
に表示するツール。地物が主体となる災害情報では、モ
ジュール間の連携をとるためにはデータベースに格納さ
れている情報を随時地図上で確認できることが大切で
ある。また連携支援だけでなく、GoogleEarth等の高性
能で無償・廉価なGISビューワは関係機関への情報提
供手段としても有効であり、それへの接続ツールの存在
は既存ソフトウエアの利活用の上でも重要である。

・ログ再生ツール
DaRuMaへのMISPの通信やデータベースの操作をタ
イムスタンプ付きで記録したログを活用し、共有情報
の変化を時間軸を含めて再現するツール。複数モジュー
ルの連携を調整する場合、それらのモジュールを絶え
ず利用可能にしておくことが難しい場合がある。特に
複数の組織・機関に跨がる連携を進める場合、連携調
整のために相手先のモジュールを利用できる機会は限
られる。ログ再生ツールは、記録しておいた相手先モ
ジュールの動作を擬似的に再現できるため、連携調整
を簡便にすることが可能となる。また、このツールは擬
似的な合同訓練を実施する場合にも活用できる。

3　データ仲介を核とした災害情報システム連携
3.1　システムのライフサイクルとデータの継続性

災害情報を共有・活用する仕組み、特に情報システムを
設計する上で留意しなければならないのが、災害と情報技
術のライフサイクルの違いである。

MySQL/PostGIS

SQL

MISP 処理器
(Java)

DaRuMa
MISP

アプリケーション

図 5　DaRuMaの構造 図 6　減災情報共有プロトコルMISPとDaRuMaによるシステム統合
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多くの災害は不定期、しかも長い時間間隔をおいて起こ
るものである。例えば地震では、社会的な被害の出るよう
な規模の地震は、ある特定の地域で見れば、数十年～数
百年、場合によっては千年のスパンでしか起こらない。比
較的頻度の高い風水害にしても、毎年必ず襲ってくるもの
ではなく、まれに起こるからこそ思わぬ大きな被害が生じ
ることになる。裏を返せば、まれな時を除いた残りの期間
は、災害情報システムは、訓練等を除いてほとんど稼働し
ないことになる。一方、情報技術の進歩は日進月歩である。
自治体がもつ災害情報システムは、だいたい 5 ～ 10 年の
間隔で更新されることが多く、その更新のタイミングで時々
の最新技術や機能が組み込まれていく。それと同時に、古
びた技術や機能は徐々に外されていく。このためほとんど
のシステム・技術は、ほんの数回、場合によっては全く実
際の災害に使われずに役割を終えることになる。

このライフサイクルの時間スケールの差を乗り越えるの
がデータの継続性である。システムの頻繁な更新に比べる
と、データは長期に渡って蓄積されるものであり、その寿
命は長い。特に再利用可能な形で記録されたデータの価値
はなかなか古びないことが多い。先にも述べているように、
自治体の情報システムは 5 ～ 10 年間隔で更新されるが、
その更新の際にデータがいかに引き継がれるかが重要とな
る。このことから、災害情報共有のシステムを設計する上
では、十年・百年の長期にわたるデータの再利用性・蓄積
性を中心に考えることが有効である。
3.2　データ中心による臨機応変なシステム連携

データ中心の考え方は、臨機応変なシステム連携の視点
でも重要である。災害への対処は数多くの組織が関わる活
動であり、災害情報システムもそれらの組織を跨って運用さ
れなければならない。このような複数組織が関わる情報シ
ステムをモノリシックに設計・実装することは、現実問題と
して難しい。よって、各組織がサブシステムとして個別に情
報システムを設計・構築し、それらを連携させることが現実
的な解となる。この場合、その連携を機能中心に設計する
か、データ中心に設計するか、二つの考え方がありうる。

機 能 中 心 のシステム連 携 の 一 例 が、WSDL（Web 
Services Description Language）や UDDI（Universal 
Description, Discovery and Integration）を活用した
ウエブサービス連携である。ウエブサービス連携では、各
サーバーがさまざまな機能を実現・公開し、それらを組み
合わせて高次のサービスを実現する。この考え方は、多様
な要求に柔軟に応えることを容易に実現できるという点で
優れており、さまざまな対応が求められる災害救助でも有
用な考え方ではある。しかし、各サーバーは「連携」を意
識した設計・実装を行う必要があり、各自治体において必

要な機能をそろえておく必要がある。
データ中心のシステム連携は黒板モデルで代表される。

この黒板モデルでは、各サブシステムは共通領域（黒板）
にデータを提供し、あるいはそこにあるデータを取得するこ
とで、サブシステム同士の連携を実現する。この考え方で
は、黒板にデータが提供されれば各サブシステムを機能さ
せることができ、各サブシステム同士の「連携」を意識す
る必要はない。一方、機能を密にあるいは柔軟に組み合わ
せることは難しく、多機能・高機能の実現には向かない。

災害情報システムは日本全国の自治体で活用されること
を考えると、システム連携の仕組みは機能中心よりもデー
タ中心とすべきである。南北に広がる我が国では、災害の
種類も多岐にわたり、雪害に悩む地域もあれば、水害を最
重要視しなければならない地域もある。よってそこで必要
とされる機能もさまざまであり、組み合わせも複雑となる。
また、自治体の防災体制や関係組織は画一的ではなく、
サブシステムの構成方法も異なってくる。このため、必要と
される機能やデータをどのサブシステムに担わせ、不足して
いるものをどう補うかが重要となるが、不足機能の補填は
即席では困難である一方、不足データについては、精度や
動的性・正確性の劣化を許容すれば、補うことは難しくない。

さらに、東日本大震災を被災した自治体でのヒアリング [5]

によると、さまざまな想定外の事象により、多くの自治体
では事前の防災計画をいろいろと手直しせざるを得なかっ
たことが明らかになっている。この震災を契機に各自治体
での防災計画はさまざまな形で見直されると思われるが、
それでも想定外のことは起きるものとして、対応の柔軟性
を確保しておくべきである。それに伴い、情報システムも事
後に機能の組み替えを行うものとして設計されなければな
らないといえる。そして、この事後の組み替えを迅速に行
う鍵として、データ仲介による単純な連携は効果的である。
これについては、次章の実証システムで事例を示す。

このデータ中心のシステム連携は、オープンソースでの
プログラム開発にも通じる考え方である。E. Raymond は
「伽藍とバザール」（http://cruel.org/freeware/cathedral.
html）の中で、有名なハッカーの言葉として以下のような
記述をしている。

“賢いデータ構造と間抜けなコードのほうが、その逆より
ずっとまし。”（フレデリック・Ｐ・ブルックス著「人月の神
話」第十一章）
“コードだけ見せてくれてデータ構造は見せてもらえな
かったら、私はわけがわからぬままだろう。データ構造さ
え見せてもらえれば、コードのほうはたぶんいらない。見
るまでもなく明らかだから。”
比較的緩い方針の下で多数の人間により開発が進められ
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るオープンソースのシステム開発では、他の人が作成したモ
ジュールをどう再利用するかが重要となる。上記の言葉は、
モジュールの機能ではなくモジュールが扱うデータ構造の方
が、その再利用のための知識の受け渡しがスムーズである
ことを示していると言える。災害情報システムも同じく、多
数の人間・組織が部分的なモジュールの設計・開発に携わ
る。また、その開発スパンも長期にわたるものであり、そ
の設計思想やアーキテクチャの知識の伝承は重要となる。
その意味においても、データを中心としたモジュール連携
の考え方は、災害情報システムの開発手法として的を射て
いると言える。

4　実証システム
この論文で提案している減災情報共有プラットフォーム

は、文部科学省の大都市大震災軽減化特別プロジェクト、
科学技術振興調整費、安全安心科学技術プロジェクト、
首都直下地震防災・減災特別プロジェクトおよび経済産業
省の戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト等を通
じて開発を進めてきた。そして、これらのプロジェクトを通
じて数多くの連携システムを構築し、実証実験を行ってき
た。この章ではこのうち、見附市と豊橋市の実証実験の概
要について述べる。
4.1　見附市実証実験

災害時には、現場から報告された情報および各部署間で
の情報の共有が重要である。提案アーキテクチャに基づく
各種災害情報システムを多数連携させる試みとして、2006
年 10 月 27 日に新潟県見附市市役所にて、水害を対象とし

て防災、減災に関わる多数の機関、多数の各種情報システ
ムのDaRuMaを介した情報システム統合を行う実証実験を
行った（図 7）。この実験では、市役所の複数の関係部署
および消防・警察と、電力・ガス等のライフラインの情報を
DaRuMa を介して統合し、相互に情報を共有することを試
みた。同時に、災害ボランティア等からの携帯端末を使っ
た通報や水位観測センサーからの自動通報等も統合し、災
害対応にあたる職員が情報の整理に忙殺されることなく、
災害対応活動に専念できる統合システムを構築した [13]。

この実験の特徴は、図 7 に示した 10 以上に上る多数
の情報システムの連携を延べ 3 日で実現した点である。一
般にシステムの連携は、その機能合わせやプロトコルの擦
り合わせ等で時間を要することが多く、特に別々に設計・
実装されたシステムを連携させる場合、かなりの工数を要
することになる。一方、提案のプラットフォームでは、連携
はすべて DaRuMa 上におかれたデータを介してのみに限
定し、プロトコルも MISPという単純なデータベースプロト
コルとしている。これにより各システムの改変は MISP へ
の対応という形で最小限で済み、また、個別システムと
DaRuMa の接続テストが容易であったため、短時間での
接続が可能となったと考えられる。

この実験は市役所の防災訓練の一環として行われ、実
際の市の防災担当職員により、現実的な災害シナリオにのっ
とって進められた。こういったシステムの評価は難しいが、
システム連携により情報が一元化できたことで、災害対応
を確実にできるという評価を、訓練を体験した職員より得
ている [13] 注 4）。この点と、システム連携に要した時間の少な
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図 7　見附市実証実験全体図
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さにより、プラットホームの設計思想の有効性が示されて
いると考えることができるだろう。
4.2　豊橋市実証実験

2006 年 11 月12 日に愛知県豊橋市にて、地震を対象と
して多数の各種情報システムを DaRuMa を介して統合した
（図 8）。この実験では、避難所に集まる市民からの膨大
な情報を DaRuMa を使って整理・統合し、それらの情報
を元に、火災延焼や交通渋滞予測、避難経路探索等を行
い、災害対応行動を円滑に進めるのに有用な情報提供を
行うことを試みた [14][15]。つまり、避難所に逃げてくる住民
が避難途中に見た地元の被害状況を避難所で報告しそれ
をシミュレーション等に反映することで、被害想定や災害対
策の精度をあげることを狙っている。同時に、そういう住
民の情報収集活動が災害対策に役に立つことを分かりやす
い形で示し、住民の防災意識、当事者意識を喚起するこ
とも目的としている。

この実験の提案プラットフォームとしての主眼はシミュ
レーション連携である（図 9）。複数シミュレーションの連
携ではシミュレーション間の接続で入念な境界条件の依存
関係調整等が必要となる。この実験ではこの依存関係を
一方通行で単純化するという割り切りを行い、簡便に連携
を実現した。この割り切りはシミュレーション連携の厳密

さという点では劣るが、災害救助という文脈ではそれでも
十分に活用できる場面が多くあり、有効な手段である。ま
た、データベースによる仲介ということで、複数のシミュレー
ションを実行する計算機環境を無理に合わせる必要がない
点も、臨機応変にさまざまな組み合わせのシミュレーショ
ン連携を実現する上で大切である。なお、各シミュレーショ
ンシステムの動作は、以下のとおりである。

・延焼シミュレーションシステム
現地から報告された出火情報等を初期設定とし、延焼
予測を行う。

・避難シミュレーションシステム
道路被害情報、延焼シミュレーターによる火災による
危険道路予測、避難の出発地・目的地等の設定を情報
共有データベースから取得し、避難に適した経路を解
析する。

・交通シミュレーションシステム
道路被害情報、避難経路を取得し、それらの道路の通
行に制限がある設定でシミュレーションを行い、渋滞・
混雑が発生すると予測される道路を予測する。

図 10 に道路被害情報の有無による交通シミュレーショ
ン結果の変化の例を示す。この例では、右上から中心にか
かる幹線道路での閉塞情報がシミュレーションに反映され
た場合とそうでない場合の交通渋滞の予想の違いを示して

DaRuMa

住民通報
による倒
壊・道路
閉塞情報

安全な
避難経路

延焼領域
交通渋滞

表示

延焼・交通・避難
シミュレーション

避難所における
住民の通報情報

交通シミュレーション
システム

避難シミュレーション
システム

延焼シミュレーション
システム

渋滞道路予測避難経路延焼予測

情報共有データベース

シミュレーション結果
出火情報

出火情報

道路被害情報

道路被害情報
火災による道路危険度

避難条件設定

道路被害情報
避難経路

各種情報
ビューア対策本部システム被害情報

入力システム
現地被害情報
収集端末

道
路
閉
塞

車両

道
路
閉
塞

車両

（b）道路被害情報あり（a）道路被害情報なし

図 8　豊橋市実証実験のシステム構成 図 9　豊橋市実証実験のシステム構成

図 10　道路被害情報の有無による交通シミュレーション結果の変化（豊橋市高師口付近）
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いる。このように、各種シミュレーションモジュールは、条
件となる情報を情報共有データベースから取捨選択するだ
けでなく、シミュレーション結果を情報共有データベースに
出力する。これによって、その結果を対策本部のシステム
等で被害情報とともに確認したり、別のシミュレーションモ
ジュールで利用することを用意に可能としている。このよう
に通報や各種シミュレーションの連携を単なるデータ連携と
して扱うことで、確度の高い情報のみの分析や一般市民の
通報やシミュレーションの予測を含む確度の低い情報を取
り込んだ予測等、さまざまなレベルのシミュレーションを容
易に実現できることを、この実験のシステムは示している。

見附市実証実験と同様に実証実験後に市役所職員へ評
価のための聞き取り調査を行った。その結果として、「被害
想定、応急対応需要量、応急対応項目は災害対策本部ま
たは災害対策本部員会議で参加者全員が共通認識をもっ
て初動に取り組む際に必要なものであると思われる」、「実
験で提案された仕組みは行政機関等が行う情報収集と合
わせ有効な手段となりうる」との評価を得た。
4.3　通れた道路マップ

大災害時における救助救援活動を円滑にするためには、
救助隊や物資輸送隊が移動するための道路の情報、特に
通行可能な道路の情報が必要となる。しかし、通常、自
治体や警察が提供する道路情報は通行不能情報あるいは
通行制限情報であることが多く、しかも情報として網羅で
きているわけではないため、救助隊、特に遠隔地からの救
助隊にとって目的地までの経路を確実に見つけることは困
難であることが多い。

この問題を解決する方法として考え出されたのが、道路
の通行実績情報である。これは、一般の自動車の走行デー

タをもとに、発災後のある日、あるいはある時間帯に実際
に利用された道路を抜き出し、地図データとして統合する
ものである。何台かの自動車が実際に走っていることか
ら、少なくともその道路はある程度利用可能であることが
期待できる。特に近年は通信機能を有するカーナビを搭載
する自動車が増え、特定地域の道路をかなり網羅した通行
実績を示せるようになってきている。また、走行実績の台
数により道路を分類することも可能であり、基幹道路として
の使用可能性を推定することもできる。

産総研は、本田技研工業㈱（以下、HONDA）の協力の
もと、東京大学の秦康範氏（現山梨大学）らと共同して、
2007 年 7 月の中越沖地震の際にこの通行実績情報を「通
れた道路マップ」（図 11）としてとりまとめ、Web にて情
報提供を行った [16]。この「通れた道路マップ」では、次
のような手順で各道路の通行実績情報を処理した。まず
HONDA の通信カーナビゲーションシステムのセンターに
は、同サービスを受けている車輛の実走行経路データが集
積されている。このデータの内、被災地域にかかっている
ものを1日分取りまとめ、個人情報の匿名化注 5）・ハズレ値
や誤差の除去・道路データとのマッチングを行った後、各
道路の平均速度を求め、通行状況を 3 段階に分類する。
その結果を GoogleEarth 上で地図情報と重ね合わせて表
示し、画像データとして Web 上で公開した。この情報は 1
日ごとに更新され、日々、前日の通行実績を確認できるよ
うにしてきた。

この「通れた道路マップ」作成過程は、減災情報共
有プラットフォーム上で実現され、各工程の途中経過は
DaRuMa 上に保存していた。この処理は発災後に試行錯
誤しながら実現していったが、DaRuMa 上のデータ仲介

DaRuMa

表示（GoogleEarth）

ノイズ処理
解析

走行データ

図 11　中越沖地震で情報提供した通れた道路マップ
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の形をとっていたおかげで試行錯誤が手早く簡潔に行え、
発災後 3 日目には情報提供に漕ぎ着けることができた。

なお、後で述べるように、この通行実績情報は処理方法
として確立できたため、東日本大震災では HONDA から
直接一般に提供されることになり、その後、TOYOTA、
ITS Japan からの情報提供として広がっていった。さらに
は、2011 年 9 月の台風による紀伊半島の水害においても、
ITS Japan から同様の情報提供が行われ、災害情報の一
つとして定着してきている。

5　東日本大震災をふまえて
2011 年 3 月11 日の東日本大震災では、多くの防災関係

者が自らの無力さを思い知らされることとなった。この論
文執筆時点での死者・行方不明者数は 19,503 人に上り、
福島第一原子力発電所の事故も含めれば、経済的被害は
今だ増え続けている。

ただその中においても、少しでも被害を少なくする減災
への取り組みの試行錯誤がさまざまな形で行われた。それ
を可能とした要因はさまざま考えられるが、この論文で提
案したプラットフォームの設計方針、すなわち、オープンシ
ステム、標準、ダウンワードスケーラブルの考え方は有効
に働いたと考えることができる。

この震災では、インターネットを介した情報ボランティア
による被災地支援が多く見られた。例えば Google 等が中
心となった Person Finder では、手書きの避難者名簿をデ
ジカメで撮り、被災地外のボランティアがテキストデータと
して打ち込み、データベースを作り上げた。この単純であ
るが効果的な方法は、クラウドコンピューティングや高速イ

ンターネット等の先端技術に支えられてはいるものの、機能
としては単純なもの（デジカメによる撮影、人間による文字
認識、データベースの検索）を、画像データやテキストデー
タで仲介したと見なせる。人間による処理のように時間的
に遅れがあっても問題なく連携できているのも、機能では
なくデータで仲介している効果であると言える。

4.3 節で述べたように、「通れた道路マップ」（道路通行
実績情報）も、HONDA や TOYOTA、ITS Japan 等か
ら大規模に展開されたが、今回は KML という国際標準の
フォーマットを用いて詳細データが公開された注 6）。このた
め、このデータを用いたさまざまな情報統合の試みがなさ
れた。例えば筆者らはこの通行実績情報を軽量化しつつ、
ガソリンスタンド・道路通行止め情報等を統合した地図を
作成して情報提供してきた（図 12）[17]。また、PC 等でしか
参照できない通行実績情報を携帯電話等でも参照できる
画像ファイルに直す取り組みをしていたボランティアも見ら
れた。このようなさまざまな試みが同時並行で取り組める
ことは、防災における多種多様な要望に応える一つの解と
考えられる。そしてそれを可能とする土台の一つが、汎用
フォーマットによるデータを仲介することで処理を組み上げ
ていく点にあることは、もっと注目されるべきであろう。こ
のような草の根的システム開発や、改変・連携を中心とした
アドホックなシステム構成は、人命を預かるという重い使命
を担う災害対策では敬遠されがちである。しかし想定外を
含めた事態への臨機応変な対応が求められることを考える
と、このような緩いがしなやかな手法の併用も想定してお
かなければならず、その準備として、オープンシステム・汎
用フォーマット/ プロトコル標準・ダウンワードスケーラビリ

図 12　東日本大震災で情報提供した通れたマップ
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ティという考え方に基づくシステム構成の考え方を広げてい
かなければならない。

6　おわりに
この論文ではデータ仲介を核とするモジュール連携という

考え方を元にした災害情報システムの設計方針と、それの
実装である減災情報共有プラットフォームについて述べた。

データ仲介の考え方は粗で簡潔なモジュール連携を目指
すものであり、高機能の高度な連携よりも、単純な機能の
臨機応変な連携を実現する。

3 章で議論したように、さまざまである災害は多かれ少
なかれ想定外の事象を含むものであり、各自治体に柔軟な
対応が求められる。東日本大震災での多くの事例では、そ
のような臨機応変の対応の必要性と、それを支えるための
データ仲介によるアドホックなシステム構築の有効性を示し
ている。

もちろん、単なるデータ連携ですべての防災業務が賄え
るわけではなく、また、プライバシーに関する情報を扱うた
めのセキュリティー技術や、大量のデータを確実・高速に
処理する枠組み等が、技術の進歩とともに必要となり可能
となっていく。それらの変化に対応しながら、この論文で
提案した考え方やプラットフォームを今後も発展させていか
なければならない。
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注1）より小規模・貧弱な情報処理機器で運用しても、その機器
の能力に応じて機能を維持できるようにシステムを設計する考え
方。規模が拡大しても機能を維持する「（アッパーワード）スケー
ラビリティ」に対する概念である。
注2）マルチメディアデータについては、MIME形式等いくつか
標準形式はあるが、データサイズの問題やストリーミング型等
XMLでは扱いづらいタイプも存在する。これらについては、今
後、XMLにこだわらず、長期に渡って機能することを重視した形
式を採用していく必要がある。
注3）バックエンドデータベースとの接続部分は独立性が高く実装
されており、他のデータベースへの切り替えも容易になっている。
注4）見附市は2004年7月の7.13水害において甚大な被害を経験
しており、多くの職員はその際に情報の錯綜による対応の困難さ
を経験している。このため、この実験においてもその時の経験を
もとに実運用を想定して評価を行ってもらっている。
注5）単一の通行実績しかない場合は個人が特定できてしまう
可能性があるため、複数の通行実績があるところのデータのみ

を抽出した。
注6）中越沖地震の際には、個人情報保護の観点から詳細情報
の公開ができず、道路地図の画像情報での提供にとどまった。
東日本大震災の際には個人情報保護にめどがついたため、詳細
な情報提供が可能となった。

内閣府(編): 平成22年版防災白書, 内閣府 (2010).
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査読者との議論
議論1　シンセシオロジー論文としての主張点の整理
コメント（中島 秀之：公立はこだて未来大学）

データ仲介によるシステム連携によって実現された災害情報システ
ムについての論文であり、さまざまな、あるいは将来の情報システム
を連携させようという、事前にすべてを規定できない開いた系を対象
としたシステムを構成（シンセシス）することを目的としたもので、シ
ンセシオロジーの論文として、とてもふさわしい論文です。

 シンセシオロジーの編集方針として、こういった開いた系に対する
システム構築における基本方針が明確に述べられていることを期待し
ていますが、実際に本文中にそういった基本方針が書かれています。
ただ、個々の記述については良く理解できるのですが、全体としての
考え方が読者に分かるような工夫があるとよいと思います。特に、「構
成的手法」をもう少し強調していただき、サービス工学としての手法
を中心に据えた記述が望まれます。

第 1 章において、「オープンシステム、標準、ダウンワードスケーラ
ビリティ」の 3 点が設計の基本方針として掲げられています。一方、
2.1 節および 3 章においてデータ中心（あるいはデータ仲介連携）の
考え方、2.3 節では、設計・実装方針として、1）ダウンワードスケー
ラビリティとマルチプラットフォーム、2）既存ソフトウエアの利活用と
オープンソース化の 2 点が掲げられています。これらの対応関係が必
ずしも明確ではないようです。図あるいは表で全体的な考え方を整理
して、それに則って記述をしたらさらに分かり易くなると思います。

一案ですが、災害情報システムが備えるべき特徴を掲げて、それ
からトップダウン的に必要要件を位置付け、それに対応して実装した
機能を位置付けることができると思います。以下のような理解で良い
でしょうか ?

災害情報の特性
・さまざまな組織（あるいは個人も？）がいろいろな規模の災害情報シ
ステムを運用
・災害と情報技術の時間スケールの違い
・災害対策は頻繁に修正、場合によっては大幅修正が必要

これらの目的を満たす連携プラットフォームとして、データ仲介による
システム連携が好適である。
それを実現するための要件を整理すると
・新規の連携接続を簡単にするため
・汎用性の確保：汎用的な入力形式、汎用的な出力、共通的構造等
・新規連携のための作業を簡便に
・計算機能力を問わないで済むため
がある。

これに対して、実装したときのポイントとなった機能としては、
・データを介したモジュール連携：各種災害情報システムを連携させ
るため

・データ構造定義機能：新規モジュール追加時にリアルタイムに新規
データ型のテスト・修正ができる
・MISPの基本機能に標準を採用：既存システム、将来システムとの親
和性を高める。簡潔であり計算能力のないセンサーシステムでも扱える
・XMLの採用：汎用性、柔軟性、拡張性
・要求動作環境を低く：大型サーバーが機能しないことも想定して、
小型端末でも動作可能
・オープンソース化：情報共有枠組確立と普及の円滑化
・MISPのみに限定せずに部分的にでも連携できるためのツール群
★CSV接続ツール：表計算ソフトウエアの汎用データ形式がシステム
で広くサポートされている
★GISビュワー連携ツール：GoogleEarth等のGISビュワーに表示する
ツール
★ログ再生ツール：各モジュールの共有情報の変化を時間軸を含めて
再現するツール。連携調整を簡便に。
等がある。

これらの機能と上記要件とをマトリックス的に関係付けた表あるい
は図等を追記していただくと、研究目標に対するシンセシスの考え方
（研究のシナリオ）が明確になり、シンセシオロジー論文として有益
な情報を読者に提供できると思います。

回答（野田 五十樹）
有益なご指摘、ありがとうございます。ご指摘のとおり、論文全体

の流れとキーワードの関係が分かりにくくなっておりました。それを補
うために、第 1 節を大幅に加筆しました。また、キーワードの関係を
示す図も挿入いたしました。

議論2　タイトル
コメント2（赤松 幹之：産業技術総合研究所ヒューマンライフテクノロ
ジー研究部門）

上記の主張点が分かるようなタイトルとサブタイトルを付けてくださ
い。例えば「災害情報システム連携のためのプラットフォームの構成
−データ仲介による長期にわたって変化するさまざまな情報システム
の連携−」。主張点と合わせてご検討ください。

また、第 3 章の節タイトルについても、論文としての主張点が明確
になるようにご検討ください。

回答（野田 五十樹）
タイトルについては、提案する技術である「プラットフォーム」を入

れることとしました。また、3 章の節タイトルについても、第 1 節で取
り上げたキーワードを用いて、対応関係が分かるようにしました。並
行して、図 1 のキーワード関連図でも、節番号を付与しました。

議論3　DaRuMa
質問（赤松 幹之）

図 7 を見ると DaRuMa が新潟県と見附市向けの二つがつくられた
ようですが、二つないとうまく運用できなかったのでしょうか？ 二つ
の DaRuMa を導入した理由があれば記載してください。

回答（野田 五十樹）
見附市の実験当時は、DaRuMa にアクセス制御機能がなかったた

め、DaRuMa へアクセスできるシステムには全情報が参照できてしま
うようになっていました。このため、市役所庁内で閉じておくべき情
報は DaRuMa に載せられず、庁内での情報共有が進まないという問
題が生じました。これを避けるため、内部用の DaRuMa と外部用の 
DaRuMa に分け、その間にフィルター機能のあるミラーリングツール
を用意し、公開してもよい情報のみ外部用 DaRuMa に反映される仕
組みを用意しました。その後、DaRuMa（および MISP）にはアクセ
ス制御機能を設けたため、現状ではこのような仕組みは必要なくなり
ましたが、論文では実験当時のシステムの構成として、当時のままの
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ものを載せてあります。なお、アクセス制御についてはこの論文では
主題でないため、説明を省いてあります。

議論4　マップ
質問（赤松 幹之）

この論文では、実証システムとして、見附市の実証実験、豊橋市
の実証実験、そして HONDA の通れた道路マップが示されています。
この研究では、実現場で実証することは極めて重要なことだと思いま
すが、実証実験の場として提供してもらえた理由はどういったことが
背景にあるのでしょうか？ 現場の人達が参画するモチベーションがど
のような点にあったのか、分かる範囲で結構ですので紹介していた
だけませんでしょうか（これらは、いずれも文科省、科振費等のプロ
ジェクトメンバーだったのでしょうか。プロジェクトメンバーだったので
したら、それぞれの組織がこのプロジェクトに参画することになった
モチベーションが何だったのでしょうか。モチベーションのある組織
とモチベーションのない組織の違いはどこにあるのか等も、構成学と
しては明確化していきたいと思いますので）。同様に、東日本大震災
での ITS Japan による通れたマップは、だれが最初に働きかけて実
現したのでしょうか。

回答（野田 五十樹）
現場となる自治体等との関係は、プロジェクト単発ではなく、事前

や事後に継続して維持することが最も大事であると言えます。この論
文で紹介した各実証実験を行った各自治体は、プロジェクトに参画し
ていた研究者の個別のつながりで協力していただきました。このつな
がりの多くは、自治体の首長や防災担当者が熱心であった等の偶然
がきっかけになっています。ただ、この偶然のつながりを各研究者が
大事に継続し、現地や現場に足を運んで共通の問題意識を培ってい
くことで、新しい技術への理解が生まれ、実証実験に結び付いてい
きました。各プロジェクトは数年の期間しかありませんが、自治体と
のつながりはそれ以前から、あるいはプロジェクト終了後も続いてい
るものが多くあります。私自身はここで紹介したプロジェクトで他の共
同研究者のつながりの恩恵を受けたに過ぎませんが、プロジェクト終
了後はできるだけ多くつながりを維持できるよう努力しています。

ITS Japan のケースについては、きっかけは、中越地震の際の山
梨大学の秦先生の着想を温めていたところ、中越沖地震でたまたま
HONDA の協力が得られ、即席に造ったシステムで小規模に情報発信
できたことが発端になっています。この成功があったおかげで、東日
本大震災では HONDA や Google が動き出すきっかけができ、最終
的には ITS Japan のもとで、オールジャパンで情報発信する体制とな
りました。この例でも、中越・中越沖地震の頃（さらには、それ以前
よりさまざまなツールを造り始めた時期）から、NPO の研究会等の活
動を通じて関係を維持していた継続性が大事であったと考えています。
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1　開発技術の概要
スピニング加工（図 1）とは、板やパイプ等の金属素材

をモーターで回転させながら、加工ローラーを押し付けて
成形する塑性加工の一手法である [1]。空洞状の金属製品
を作る方法として、アルミニウム、鉄、ステンレス他さまざ
まな金属素材に適用できる。照明器具、調理器具、自動
車、電気製品、化学プラント、圧力容器、航空宇宙、建
築装飾等の産業に広く利用される。また人力によるスピニ
ング加工をへら絞りと呼び、ものづくりの高度な熟練技能
の一つとして知られている。スピニング加工の長所は、①
金型がオス側だけで済むために金型コストが低い、②切削
加工と比べ材料の歩留まりが良い、③加工に要する力が小
さく装置が小型で騒音・振動が少ない等である。

筆者らは、より付加価値の高い加工を行うために、ス
ピニング加工へのロボット制御技術の導入を試みてきた [2]-

[6]。特に楕円形や多角形、偏心等の異形形状が成形できる

スピニング加工機および加工法を開発している。中空の金
属製品を作る場合、これまでのスピニング加工で成形でき
る丸物以外の製品は、手間のかかる板金溶接や型代の高
価なプレスで作らざるを得なかった。この加工法では一般
に金型を1 個しか必要とせず、型を使わずに成形できる場
合もあるので、プレス加工と比べて型のコストがとても低

荒井 裕彦

スピニング加工とは、金属素材を回転させながら加工ローラーを押し付けて成形する塑性加工法で、金型コストが低く多品種少量生産
に有利である。スピニング加工にロボット技術を導入して、これまでは困難だった異形形状の成形を実現し、加工機メーカーとの連携に
より実用的な加工機のプロトタイプを開発した。この研究では、実用化の優先を基本的方向性としてボトムアップかつ探索的に進め、
現在の状況に応じ目標やシナリオを常時修正した。その場で入手可能な有限のリソースの組み合わせを活用するブリコラージュが研究
活動において大きな役割を果たした。現場・現物・現実を重視する三現主義の立場で意思決定を行った。顧客満足度の向上を価値基
準に加え、営業活動も研究のうちに位置づけた。

ロボット技術を用いたスピニング加工（へら絞り）
−　手作りの現場密着型ものづくり　−

Hirohiko Arai

Spinning process using robot technology
- Field-based bricolage of manufacturing technology -

Metal spinning is a plastic forming method in which rotating metal material is pushed by a roller to form a product. It is suitable 
for production of a wide variety of products in small quantities due to low cost forming dies. We have achieved fabrication of non-
axisymmetric shapes by using robot technology, which was difficult to realize by conventional methods. A prototype of a practical 
spinning machine has been developed in collaboration with a spinning machinery manufacturer. In this research, we have basically 
set preference for commercial realization over academic contribution. This research was carried out in a bottom-up and trial-and-error 
manner, and the targets of this research were frequently modified depending on the situation. Bricolage, utilizing the combination of 
available and limited resources at hand, has played a key role in the research activity. Decision-making has reflected Three-actuality 
theory, which values actual field site, actual material, and actuality. We have added the increase of customer satisfaction to the criteria of 
value and have set the sales activities as a part of the research.
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図 1　スピニング加工（板材の場合）
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く、立ち上げも速くなる。現状では 1 個あたりの加工時間
が数十秒～数分程度かかるため、大量生産にはやや不向
きだが、小ロットの多品種少量生産、単品の特注品や製品
開発における試作等に威力を発揮することが期待できる。

異形形状を成形するには「力制御スピニング」「同期スピ
ニング」という二つの方法を用いている。これらにより、こ
れまでの丸物用のスピニング加工機ではもちろん、熟練者
によるへら絞りでも不可能だった異形形状の成形に対応で
きるようになった。力制御スピニング [3] では、作りたい形
状と同じ異形形状の金型を用い、加工ローラーを力制御し
て成形を行う。ローラーの押し付け力を適切な値に保つよ
うに制御し、回転する金型に素材を押し付ける。一方、金
型の回転軸と平行な方向には、ローラーを一定速度で送り
制御する。ローラーは金型形状に倣って動き、素材を型に
密着させる。その結果、金型と同じ異形形状の製品を作る
ことができる（図 2）。

初めは図 3 のような加工機を実験に用い、ローラーをボー
ルネジで駆動していたが、異形形状を成形する場合、金型
の表面形状に合わせてローラーを半径方向にとても速く往
復させる必要がある。そこで、ローラーをリニアモーターに
よって直接駆動する新たなスピニング加工機（図 4）を試作
した [4]。力制御の応答性が高く、ローラーが金型の形状に

すばやく追従するので、成形時間を大幅に短縮できる。ま
た、力センサーを用いない開ループ力制御でも異形断面形
状が成形できる。

同期スピニング [5] では、加工ローラーをワークの回転角
と同期して数値制御する（図 5）。そのため回転角が制御で
きるサーボモーターによって主軸を駆動する。ワークの回
転角に応じて加工ローラーを半径方向に前進／後退させ、
ローラーとワークの接触点の軌跡が作りたい断面形状を描
くようにローラーを動かす。一方、主軸方向に沿って断面
形状を変化させ、ワーク全体を所定の形状に成形する。こ
の方法では金型を用いずに異形断面形状を成形することも
できる。成形後の型の取り出しが困難な異形断面管を中空
のまま成形する際等に、特に有効である。同期スピニング
によるパイプ加工に適した 2 ローラーの加工機（図 6）も
試作した。

さらに、スピニング加工機の専門メーカーである株式会
社大東スピニングとともに、異形形状に対応した実用的なス
ピニング加工機のプロトタイプ（図 7、表 1）を共同開発し
た [6]。上記の力制御スピニングと同期スピニングの両方が、
この機械で実行可能である。推力増加と摩擦力低減を両立
させた吸引力相殺型リニアモーターを採用し、ワーク直径
400 mm、厚さ2 mm の鋼板まで成形できる。この機械は

押し付け力制御

送り速度制御

主軸回転

加工ローラー

素材

金型

ボールねじ

素材
減速機

モーター

モーター

モーター

y軸
x軸力覚センサー

ローラー

金型

 

 

目標断面形状

変位
半径方向

加工ローラー

主軸
回転

素材断面形状

往復運動

x 

図 2　力制御スピニングによる異形形状の成形

図 3　スピニング加工実験装置

図 4　リニアモーター駆動スピニング加工機（実験機）と成形例
http://staff.aist.go.jp/h.arai/linspin_j.html

図 5　同期スピニングによる異形形状の成形
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開発以来、日本国際工作機械見本市、おおた工業フェア等
多数の展示会に出展し、異形形状のスピニング加工の実演
を行った。同社ではこれをベースとした加工機の受注販売
を開始した。現在までの出荷実績は 1 台のみだが、株式会
社パパスという金属加工業の企業に納入されている（図 8）。

2　背景と動機
2.1　学術性偏重への反省

この研究は産業技術総合研究所（産総研）が独立行政
法人化した 2001 年頃に着手した。そのきっかけとなったの
は、それまでの工業技術院（工技院）時代に筆者自身が
行ってきたロボット分野の研究－学術性の偏重−への反省
である。例えば、学術論文の冒頭で研究目的を説明すると
き、自分自身の対応を振り返ると、それは多くの場合、近
い将来には実現することが困難な目標を掲げる等、学術的
な研究を正当化するために机上で創作したフィクションだっ
た。論文の研究目的にはある程度のもっともらしさは求め
られるが、厳密な真偽の検証は要求されず、査読過程にお

4

2

3

1
4

2

3

1

4

2

3

1

サーボモーター ＋ 遊星減速機
定格出力 7.5 kW　定格回転数 375 rpm

主軸

ワーク

サーボモーター ＋ ボールねじ
定格推力 10000 N

Ｚ軸
（主軸方向）

吸引力相殺型リニアモーター
定格推力 4000 N

Ｘ軸
（半径方向）

寸法

最大直径 400 mm　最大高 350 mm

巾 2875 mm × 奥行 1820 mm 
× 高さ 1895 mm

図 6　2ローラー加工機を用いた同期スピニング

図 7　異形形状が成形可能なスピニング加工機の実用機プロト
タイプ

図 8　企業に導入された異形スピニング加工機

表 1　プロトタイプ機の主要な諸元
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いて採否には影響しない傾向がある。一方、いったん論文
が採択されると、こうした虚構であるかもしれない研究目
的を含めて研究内容がオーソライズされがちである。こうし
て作られた研究目的は、研究の存在意義を肯定するのに都
合よくできているため、同じ系譜の研究では正当化の理由
が継承されることが多い。また先行研究の存在自体が後
発研究を正当化する場合もある。研究目的の再引用が繰り
返され、多数の研究者間で流通するうちに、フィクション
があたかも検証された事実であるかのように錯覚され、独
り歩きを始める危険性がある。筆者自身、虚構と自覚しつ
つ書いた研究目的がそのまま他の研究者に引用されるに至
り、空恐ろしさを感じるようになった。

この研究に着手した当時、ロボット分野では産学が乖離
し、学術的な研究は盛んだが研究成果の実用化は進まな
い、という状況が続いていた。その背後には、こうした研
究目的の虚構性という問題があると感じられた。また筆者
は、それまで産業用ロボットへの関心が薄く、製造業分野
を応用先として想定したことがあまりなかったが、それも実
用に結びつく研究ができない原因の一つと考えた。こうし
た問題意識のもとに、ものづくり分野での実用的なロボッ
ト研究の課題を模索しはじめた。
2.2　へら絞りとの出会い

2001年 8月にH2Aロケット1号機が打ち上げに成功し、
そのノーズコーンがへら絞りで製作されたことから、へら絞
りの作業がテレビで繰り返し放映された。その頃「ものづ
くり」のブームがあったことも一つの原因である。筆者はそ
れにより、へら絞りの存在を初めて知り、一種の直観とし
か説明できないが、この研究の着手を決心した。

当初は、産業用ロボットの応用として、先端にローラー工
具を取り付けたロボットアームを用いるへら絞り作業（図 9）
をイメージし、人工の熟練技能工の工学的な実現の一例と
して構想していた。ロボット工学においては、ロボットアー
ムの力制御が長年にわたり研究され、多くの理論的・技術

的な蓄積を有する。しかし、ロボット研究者の製造業離れ
とも相まって、力制御が実用化されているのは組立・研削
等わずかな種類の作業にすぎず、付加価値性の高い有効
な応用については、未だに模索の状態にあった。へら絞り
では作業者の感覚、特にローラーを介して伝わる力の感覚
が重要な役割を果たす。また局所変形による加工のため、
他の塑性加工と比べて加工力がはるかに小さい。制御パラ
メータが多く加工の自由度が高い点でも、ロボットに適し
た作業と考えた。手作業による生産がビジネスとして成立
していることからもわかるように、多品種少量生産かつ高
付加価値の加工法であり、ロボット技術を導入した際の採
算性は高いと推測した。またこの研究には研究を通じたロ
ボット研究者へのメッセージ発信という裏の意図も込めてお
り、ロボット技術の特長とポテンシャルを活かせる良質な
応用領域が、ものづくり分野に開けていることを具体的な
応用例をもって示すことで、ロボット研究者の製造業への
関心を喚起したいと考えた。

3　研究のスタイルと行動原理
3.1　ボトムアップの研究スタイル

この研究は、筆者にとってロボット分野から塑性加工分
野という異分野への進出であり、予備知識ゼロからのスター
トのため、何も分からない状態から手探りで研究を進めて
いった。そのため前章に述べた研究目標も正しく設定でき
ているとは信じず、あくまで仮のものという前提に立った。
したがってトップダウンで目標実現の具体的なシナリオを立
て、開発すべき要素技術へとブレークダウンするという計
画駆動的なやり方は選択しなかった。

代わりに、「ロボット技術を応用してスピニング加工に役
立つ技術を実用化する」という程度の緩い方向付けのもと
で、曖昧な研究目標、仮のシナリオのまま、とりあえず手
を動かしてものを作り、随時修正を加えるという戦術をとっ
た。現物を動かすことで、研究の進展、新たな発想、認
識の変化、偶然の外部要因等の状況変化が生ずる。それ
に応じて、目標変更やシナリオ書き換えを常に行う。また、
要素技術はその場その場での手持ちのありあわせを使い回
し、第一の選択基準は今すぐ手に入って使えることとした。
こうしたものを使って開発された技術を、新たに要素技術
のストックに加えた。ボトムアップで探索的なアプローチで
あり、分析的な計画による事前合理性よりも結果のフィード
バックによって得られる事後合理性 [7] を重視した。
3.2　研究の方向性と行動原理

基本的な方向性は、実用化の優先で、学術的な興味よ
りも有用性を第一に考え、さきに述べた研究目的の虚構性
を極力排除するよう努めた。また行動原理としては、①ブ

ロボットアーム

力覚センサー

加工ローラー

金型

ワーク

モーター
回転軸

図 9　初期の構想（へら絞りロボット）
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リコラージュ、②三現主義、③営業マインド、の 3 点に特
徴があったと考える。
「ブリコラージュ」bricolage とは、人類学者レヴィ＝スト

ロースが著書「野生の思考」[8] の中で創造的な思考活動の
原初的な形態として取り上げた概念である。フランス語で
「器用仕事」を意味し、持ち合わせの道具や材料を工夫し
て組み合わせ、自分の手で物を作ることをいう。芸術や教
育の分野で注目されることが多かったが、近年、経営学等
の分野で、技術経営や知識管理、組織論の立場から、事
業創出やイノベーションにおけるブリコラージュの実利的な
効用が議論されている [9]-[14]。制約された経営資源のもとで
の事業創出におけるブリコラージュの役割を論じた文献 [13]

では、ブリコラージュを「新たな問題や機会に対して手持
ちの資源の組み合わせを用いて間に合わせること」と再定
義している。ここで資源とは、単に道具や材料等の物的資
源だけでなく、技術や人材等を含む広い意味に拡張されて
いる。また、ブリコラージュを構成する主要な要素として、1）
目下の問題とは関係なく集められた持ち合わせの資源を利
用すること、2）本来の用途から外れた使い方も含む組み
合わせで、既存の資源から新たな価値を生み出すこと、3）
制約を受け入れず、問題に対して積極的行動を指向するこ
と、の 3 点を挙げている。この研究のスタイルは、意識し
てブリコラージュを行ってきたわけではないが、上記 3 点
のいずれとも合致していると言える。

三現主義とは、現場・現物・現実の 3 つの「現」を重ん
じる考え方である。問題が生じたときに、机上の論理に頼
るのではなく、現場に足を運び、現物を手に取って眺め、
現実を把握するという基本姿勢であり、ホンダやトヨタをは
じめとする日本の企業の多くに行動規範として広く浸透して
いる。こうした考え方は日本ばかりでなく、例えばファーガ
ソンによる「技術屋（エンジニア）の心眼」[15] にも三現主
義に近い思想が見られる。また文献 [11] でブリコラージュの
成功例として取り上げられた、デンマークの風力タービン開
発も現場重視で進められた。三現主義は単なる精神論で
はなく、最終結果からのフィードバックの経路を短く、修正
のサイクルを速くすることにより、途中で加わるノイズやバイ
アスを排除する効果をもつ。この研究では探索的な意思決
定の場面で、現場・現物・現実に基づく判断を行うことが
多かった。ただし、産総研は開発された成果が実際に使
われる生産の現場をもっているわけではない。そこでこの
研究では、そうした現場に少しでも接近するためのいくつ
かの工夫を行った。

また研究者とは、無形の財を提供するなりわいである点
で、突き詰めればサービス業に属する。サービスは顧客に
届いて、はじめて意味をもち価値を生む。そこで、顧客満

足度の向上を研究の価値基準に加え、営業活動も研究の
うちという意識をもつように努めた。

4　研究の経過
4.1　手作りの加工機からの出発

まず、自分で実際にスピニング加工を行うために簡単な
加工機（図 3）を組み立てるところから出発した。高価な
力センサーやサーボドライバーは、昔の装置のジャンクを再
利用し、約 100 万円の材料費で作ることができた。また制
御用のパソコンは、他の研究者から中古を譲り受けたもの
に ISA バスの入出力ボードを搭載し、Windows98 の DOS
モードで Turbo C++ を使ってプログラミングを行った。装
置を動かすためのプログラムや制御則等も、過去のロボッ
ト研究で用いたものを改造して流用した。当時としても時
代遅れの構成だったが、1 msec のサンプリングでの実時
間制御が十分可能であり、これを用いて力制御を用いたス
ピニングの基礎実験を進めた。
4.2　ロボットアーム応用の挫折

一方、産業用ロボット応用による熟練技能の実現という
技術コンセプトは、比較的早い時期に挫折した。ロボット
アームを用いて行ったスピニング加工は、剛性不足による
振動発生で失敗し、後にも再度挑戦 [16] するが、実用化に
つながるような結果はいまだ得られていない。もう一つの
問題は、誰がこの技術の顧客となるのかが曖昧なことだっ
た。産業用ロボットメーカーなのか、ロボットを使って加工
を行うユーザー企業なのか、スピニング加工機メーカーが
ロボットアームを使うのか、ということが絞りきれていなかっ
た。以後は産業用ロボットの応用ではなく、旋盤型の加工
機に集中して、従来機の高機能化という形をとる。これに
より技術の提供先が加工機メーカーへと明確化した。
4.3　技能観の変化による方向転換

また、元旋盤工の作家である小関智弘氏の著作 [17][18] か
ら、町工場におけるものづくりについて学ぶうち、熟練技
能の本質は反復訓練による体技ではなく、創造的な思考プ
ロセスにあることを認識した。人間には人間の技能、機械
には機械の技能があり、人間の技能をそのままロボットに
コピーすることは意味がない。技能そのものが目的ではな
くて、それによる製品の付加価値が重要なのだから、人間
の技能にこだわらず、機械なりの特長を活かせればよいと
考えた。

機械を現場で使うのもやはり人間であるから、そこには
新たな技術を使いこなす新しい技能が生まれる。力制御ス
ピニングで言えば、どのような押し付け力を設定するかは
最終的には現場の経験で決めなければならない。ものづ
くりにおける熟練は、必ず創造のプロセスを含んでいる。
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へら絞りも鍋釜を絞るところから始まったのであって、最初
から高度な製品を作る熟練技能が完成していたわけではな
い。筋力や手技を機械に置き換えたとしても、再現できる
技能は固定されたものでしかない。現場で試行錯誤して絶
えず技能をレベルアップする人材は、やはり不可欠である。
そこで熟練技能者の代替ではなく、人間が使いこなすこと
で威力を発揮する高度な道具としての装置開発を目指すよ
うになった。
4.4　異形形状成形への集中化

一方、最初に作った装置では、力制御スピニングの応用
により異形形状の成形に成功し、これがこの研究のセール
スポイントとして製品イメージの中心となる。その頃、産学
官連携部門の協力で、企業との定期的な交流を開始した。
スピニング関連を含む数社の企業を招いた研究会で産総研
のシーズを紹介する一方、企業側のニーズを聞くことで開発
ターゲットをある程度絞込んだ。加工機メーカーの㈱大東
スピニングはこの研究会に参加しており、異形形状の成形
に深い関心を示して共同研究の申し出があった。この提案
に基づいて中小企業庁による共同研究予算を獲得し、同
期スピニングの実験機（図 6）を試作した。

力制御スピニングによる異形成形では加工時間の短縮が
問題だったが、たまたま訪れた国際ロボット展でリニアモー
ターを見かけたことから、加工機への利用を考案した。こ
の研究では学会発表よりも特許出願に力を入れていたが、
リニアモーターを用いた加工機についての出願がきっかけと
なって知的財産部門による特許強化の予算を獲得し、リニ
アモーター実験機（図 4）を試作することができた。
4.5　実用機の普及を目指して

後述する試作トライと展示会での加工実演を繰り返すう
ち、㈱大東スピニングから知財ライセンス契約の申し出を
受けた。これをもとに、特許関連予算により実用機プロト
タイプの共同開発を行った（図 7）。一方で、筆者自身は
2009 年に先進製造プロセス研究部門へ異動し、研究の重
点をロボットの応用分野開拓から加工技術自体に移すこと
となる。㈱大東スピニングでは異形形状に対応可能な加工
機の受注生産も開始したが、リーマンショック以後の景気
停滞で普及は滞っており、打開を模索している。
4.6　シナリオに依存しない研究展開

上記のように研究が進展する経過を辿ると、一貫したシ
ナリオはなく、外部要因や偶然要因によって研究目標が大
きく変遷していることが分かる。予算獲得や企業との交
流、展示会への出展等のポジティブな外部要因としては、
産総研内の産学官連携部門や知的財産部門からの働きか
けというケースが多く、これらの研究支援部門がこの研究
の進展に果たした役割はとても大きい。またこの研究で

は、工技院時代からの名残でロボット分野と製造分野の研
究室がモザイク状態に混在して配置されていたことがプラ
スに作用し、特に塑性加工分野の知識習得でとても役立っ
た。

5　特徴的な研究活動
5.1　ブリコラージュによる構成－ボトムアップの要素技
術統合

前章の冒頭で述べた加工機の自作も典型的なブリコラー
ジュだが、この研究では随所でさまざまなレベルのブリコ
ラージュを行っている。要素技術はおおよそ階層構造に整
理でき、下位から見て実現すべき機能が上位から見れば要
素技術となっている。例えば開始当初は力制御や位置制御
を手持ちの要素技術としてもっていた。それらを組み合わ
せて、加工機の動作としての力制御スピニングや同期スピ
ニングを実現した。次の段階では、それらを要素技術とし
て組み合わせて、実際の部品に対して板材加工やパイプ加
工を行った。このように下からの積み重ねで技術をストック
した道具箱を充実させていった（図 10）。このとき基本要
素となっている制御則等は、ロボット分野で行った研究に
由来しており、例えば力制御スピニングで用いたインピーダ
ンス制御は、もともと人間とロボットの協調作業の研究 [19]

に用いていた制御則をアレンジして使っている。
加工時間短縮のために採用したリニアモーターも、すぐ

入手可能な既存の要素技術である一方、通常の用途とは少
し違う使い方をしている。リニアモーターステージは高速・
高精度の位置決めデバイスとして使われることが多いが、
ここではバックドライバビリティ（力が加わったときに、柔
軟にその力に追従して押し戻される特性）が優れた力制御
用のアクチュエータとして用いた。資源のもつ属性を読み替
えて、意図された機能とは異なる機能をも引き出して使うと
いうブリコラージュの特徴が、ここにも見られる。また、リ
ニアモーターではボールネジ等の伝達機構による損失がな
いことを利用して、力センサーを用いない開ループ制御で
力制御を行っている。これは 20 年以上前に行った、ダイレ

… 

… 
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図 10　要素技術の階層構造
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クトドライブロボット（関節軸に減速機を用いないロボット）
による開ループ力制御の経験 [20] から発想したものである。

㈱大東スピニングとの連携により、現場での使用に根ざ
した手持ちの要素技術のレパートリーを増やすことができ
た。実用機プロトタイプの開発では、金属素材を主軸に固
定するための心押し棒やブランク受け、素材の板にしわが
発生するのを防ぐバックアップローラー等、これまでのスピ
ニング加工機が備えていたさまざまな周辺機能を付加する
ことで、実用性をより高めている。
5.2　試作トライによる加工ノウハウの蓄積－現場・現
物・現実に近づきたい

この研究では、企業との共同研究を通じた実部品の試作
トライが大きな役割を果たしている。生産の現場をもたな
い産総研にとって決定的に不足するのは、経験の積み重ね
に基づく要素技術へのフィードバックである。例えば異形
断面形状の成形に成功したといっても、当初は限定された
材料と加工条件の下での単純な形状の成形にすぎなかっ
た。これをさまざまな金属材料、加熱下の温間加工、多サ
イクルの絞りスピニング、段やくびれのある複雑形状等へと
バリエーションを広げていかなくてはならない。一方、どの
要素を優先して開発を進めるべきかを絞り込まなくては、
いたずらに労力を費やす結果となる。開発する価値のある
ノウハウをピンポイントで選択して効率良く開発していくた
めには、企業と連携して、現実の部品を試作することが最
も近道である。開発された加工技術は少なくとも類似部品
に関しては無駄にならない。手持ちのノウハウを増やし、
それらを組み合わせることで多彩な加工に対応することが
できる。

金属加工業、自動車部品、計測機器、金属材料等多数
のメーカーから試作テストの依頼を受け、保有している実
験用加工機を駆使して企業から提示された部品の試作を
行い、それを通じて加工に必要なノウハウを開発した（図
11）。実際のテストはこれまでに 10 件程度だが、打診のみ
のケースを含めると 30 件以上にのぼる。テストには至らな

い場合でも、打ち合わせの過程で、どのような形状にニー
ズがあるのか把握することができ、とても参考となった。
テストでは開発スピードが重要なため、治工具や材料等に
ついては企業から現物支給を受けた。また、加工機の改
良に必要な設計データを取得した。こうした実績を積み種々
の加工サンプルを揃えることは、加工法のＰＲともなった。
実際の装置導入には至っていないものの、ユーザー企業か
ら㈱大東スピニングに装置製作の見積り依頼を行うケース
も出てきている。

試作トライを通して、材料特性等の塑性加工知識の重要
性を再認識した。またユーザーには、装置だけでなく加工
ノウハウも提供する必要があることを理解した。試験の積
み重ねにより、手持ちの治工具の種類が増えてきたため、
これまでは難しかった形状や材料にも対応し易くなった。
成形する形状は角筒、変形パイプ、湾曲形状等次第に難
度の高いものとなっており、扱う材料も種類が増えて、異
形部品成形のノウハウの幅を拡げることができた。工場の
現場に入って加工テストを繰り返すうち、現場知識を取り入
れてそれを開発に活かす機会も多い。筆者自身もかなり職
人化することで、現場技術者との意思疎通が円滑となった。
5.3　営業活動と研究活動の融合
5.3.1　展示会における加工実演

この研究では、外部の展示会に加工機を持ち込んだ加
工実演を重視しており、現在までに出展回数は 11 回に上
る。成果普及のメディアとしてとても有効であり、潜在ユー
ザーからのフィードバックを受ける場としても活用してき
た。特に工作機械見本市等ものづくりの専門企業が多数
出展する大規模展示会では、中小企業の現場作業者から
大企業の管理職まで広い範囲のプロフェッショナルに加工
を見せて、意見や質問を聞くことができた。とても厳しい
意見も含め、実用化のために取り組むべき課題について、
学会発表よりもはるかに有益な知見が得られた。試作トラ
イを依頼してきた企業の大半は、展示会で加工実演を見た
企業である。一方で、産学連携を目的とした分野不問の展
示会では、専門家の来場者比率が少なく、あまりこうした
効果は得られなかった。
5.3.2　Web利用による営業活動

上記の試作トライと展示会出展も営業活動の一環だが、
Web 利用を軸とした営業・広報も展開した。研究に着手し
た時期に、スピニング加工の業態、地域分布、加工例等
を学ぶため、Web 検索でスピニング加工関連の企業を検
索した。国内 115 社・国外 189 社の企業が見つかり、開
発した技術の受け皿として十分なボリュームをもつ産業であ
ることが確認できた。これを基に「スピニング加工・へら絞
りリンク集」というリンク集 [21] を作成した。各社に対して
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リンク作成の連絡をすると同時に産総研での研究内容を送
付して紹介した。また、企業連絡先をリスト化し、展示会
の前には近隣の企業に招待状を送付した。展示会で関心
を示した企業には、資料や加工の動画 CD、場合によって
は加工サンプルを送る等のフォローアップに努めている。「ス
ピニング加工」で google 検索をかけると第 1 位はこの研究
のページで、第 2 位は上記のリンク集（2012 年 1 月までに
約 2 万 9 千ヒット）である。このページが入り口となったリ
ンク依頼、技術相談、試作問い合わせ等企業からの接触
も多い。こうした営業活動も、手持ちの限定された資源を
組み合わせて効果を得ている点で、一種のブリコラージュ
と言える。もっとも、スピニング業界に広い販路をもつ㈱
大東スピニングと連携してからは、アマチュア的な営業の
出番も減ってきている。

6　考察と今後の展開
基本的に既存技術で構成されたこの研究の価値は、専

門分野のはざまで見落とされたニッチ領域を発見できた点
にあると思われる。ロボット分野と塑性加工分野の間の発
想のギャップのために誰も着手していないところに、思い
切って飛び込んだことが、異形成形のブレークスルーを生
んだと考える。ロボット研究者は製造業への関心が低く、
そこでの応用模索を怠り、塑性加工研究者はメカトロニク
ス知識が壁となって新規な制御技術の適用を敬遠するた
め、どちらからも空白となっていた所にうまくはまり込んだ
形である。

元来ブリコラージュは近代的な科学技術と対立する思考
様式として文献 [8] に登場する。しかしこの研究では、ブ
リコラージュが研究活動そのものとして重要な役割を果た
した。ブリコラージュは既存かつ有限の資源から出発する
が、各資源の意味の読み替えにより無限の組み合わせが生
じ、新たな価値が創造される [14]。新製品の開発において
も、本質的に新しい要素技術は通常ほんの一部分であり、
大半は既存技術で構成されるため、そこにはブリコラージュ
が要求される。またブリコラージュでは、一般に使い慣れ
た手に入りやすい構成要素を使うため、信頼性が高く実用
化の敷居の低い技術が得られると考えられる [11]。

この研究では、当初のシナリオや自己のコア技術に固執
せず、臨機応変に外部要因や結果のフィードバックに対応し
て研究を化けさせていったこと、とりわけ袋小路に陥りそう
な方向から迅速に撤退したことが良い結果をもたらした。
現場・現物・現実の三現主義が早期の判断の助けとなった。

現時点では経済状況の影響もあって、いまだ実際の生産
現場で十分使われておらず、売れる技術になっていない点
が極めて不満足である。いわゆる「研究の手離れ」よりも

普及に至るまでのアフターサービスを志向しており、最後ま
で責任をもちたいと考えている。多品種少量生産に有利と
いっても加工のスピードは重要であることが企業との交流
から理解できたので、今後の展開として、加工機の高速化・
強力化とそれに伴う課題に取り組みたい。また、マグネシ
ウム等難加工材料への適用にも着手しており、材料学的な
知見との融合もさらに必要と感じている。
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る操作力検出と能動的力補助, 日本ロボット学会誌 , 4 (3), 
209-219, (1986).
荒井裕彦: スピニング加工・へら絞りリンク集  (2003).
http://staff.aist.go.jp/h.arai/splink_j.html

[20]

[21]

回答（荒井 裕彦）
第 5 章の各節のタイトルを、「5.1 ブリコラージュによる構成 － ボ

トムアップの要素技術統合」、「5.2 試作トライによる加工ノウハウの蓄
積 － 現場 ･ 現物・現実に近づきたい」、「5.3 営業活動と研究活動の
融合」として、第 3 章で述べた行動原理のそれぞれが第 5 章の活動
のどこに現れているかが明確になるように構成しました。また、ブリ
コラージュによる構成の説明用として「要素技術の階層構造」を示す
図を追加しました。

議論3　この開発技術の達成レベル、ブレークスルー
質問（松木 則夫：産業技術総合研究所四国センター）

第 1 章の開発技術の概要において、達成された技術レベルの自己
評価をしてください。開発された技術が、例えばこれまでの熟練者に
よるヘラ絞り加工等と比較してどうなのか、精度、加工速度、制限事
項等の項目について検討をお願いします。また、今回開発された技術
しかできないブレークスルーがあれば、記述してください。

回答（荒井 裕彦）
第 1 章に、「これらにより、これまでの丸物用のスピニング加工機

ではもちろん、熟練者によるへら絞りでも不可能だった異形形状の
成形に対応できるようになった」という記述を追加し、この開発技術
がこれまでの加工技術にない優位性をもつことを明らかにしました。
この開発技術で一番のブレークスルーと考えられる異形成形に関して
は、スピニングという同じ土俵の上では直接比較する対象がありませ
ん。プレス加工との比較として、「現状では 1 個あたりの加工時間が
数十秒～数分程度かかるため大量生産にはやや不向きだが、」という
表現を追加しました。

議論4　ブレークスルーを生み出した研究開発の流れ
質問（松木 則夫）

この開発技術のブレークスルーや特徴的な技術が、どのような研
究スタイル、行動原理により得られたのか、という視点で、第 3 章、
5 章を対比する形で記述していただくと分かりやすくなると思います。
同様に、第 4章では、新たに達成された技術がどうして起こったのか、
という視点を強調していただきたいと思います。

回答（荒井 裕彦）
第 3 章、第 5 章の活動は、第 1 章に述べたブレークスルーを得る

ためというよりも、ブレークスルーを現実解に落とし込んで、使っても
らえる形にするための努力のほうにウエートを置いています。第 3 章
で述べた行動原理のそれぞれが第 5 章の活動のどこに現れているか
が明確になるように第 5 章の各節のタイトルを修正しました。

第 4 章では、「研究が進展する経過をたどると一貫したシナリオは
なく、外部要因や偶然要因によって研究目標が大きく変遷している」
という点を最も述べたかったため、いくつかの事柄が複線的に流れ
ながらいろいろな事象がランダムに起きて、そのつど臨機応変に対応
していくという、混沌とした研究経過の現実の姿をなるべく反映させ
るような記述を意図的に選びました。新たに達成された技術が得ら
れた要因は、むしろ第 6 章で述べた「専門分野のはざまで見落とさ
れたニッチ領域を発見できた」ということが最も大きいと思われます
ので、その部分の記述を強調しました。
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小林　昨年、平成 23 年度から 27 年度を対象とした第
4 期科学技術基本計画が策定されました。東日本大震災を
始めとする日本の危機や世界規模のさまざまな課題を踏ま
え、目指すべき国の姿を実現するための科学技術政策の
基本方針をうたっています。有本さんは国あるいは大局的
な科学技術政策をご覧になっている立場から精力的にご発
言されておられますが、まず第 4 期科学技術基本計画を中
心に、今後の内外の科学技術政策の動向について、今ま
でのご経験やお考えをお聞きしたいと思います。

第4期科学技術基本計画の特徴「課題解決型研究重視
の意義」

有本　科学技術基本法が与野党全会一致で成立したの
が 1995 年ですが、背景には今ほどではなかったにせよ、
グローバリゼーションが進む中、急激に日本の競争力が落
ちているのではないかという危機感があったわけです。1
期から 3 期の 15 年間は、日本の科学技術政策を重点化す
るためバイオ、IT、ナノテク等の分野の重視ということで
時代的な価値はあったと思いますが、時代が変わり社会情
勢が変わっていろいろな欠陥も見えてきたため、第 4 期で
は課題解決、イッシュードリブンを重視するという方向にな
りました。通常ベースでは平成 23 年 3 月末の閣議決定だっ
たのですが、東日本大震災を受けて見直した結果、ますま

すデマンドドリブンあるいはソリューションオリエンティッド
にウエイトがかかってきたと思います。これは世界的なトレ
ンドでもあります。世界の科学技術政策は、上流側の研究
開発重視の政策から下流側も含めて、“バリュー”をどうやっ
て創出できるかという、イノベーション重視へドライブがか
かっています。

もう一つ、第 4 期基本計画では、「社会と科学技術の関
係深化」「実効性のある科学技術イノベーション政策の推
進」を挙げています。一方で、上流側の基礎科学や基礎
研究のサポートは大丈夫なのか、多様性・豊穣性が維持さ
れるのか、ということについては、大切な視点です。

小林　第 2 期ではライフサイエンス、情報通信、環境
分野、ナノテクノロジー・材料分野を重点 4 分野として優先
的資源配分を行い、第 3 期ではこの重点 4 分野における
選択と集中に加えて、国家基幹技術、課題解決型研究開
発、新興・融合領域への対応等が重要政策とされました。
FIRST（最先端研究開発支援プログラム）の採択結果を見
ても、ナノテクノロジーやライフサイエンスに重点的な投資
がされた影響が出たかなという印象がありますが、第 4 期
のライフイノベーション、グリーンイノベーションの推進や、
科学技術イノベーションの推進に向けたシステム改革への
“つながり”については、いかがでしょうか。

第 4 期科学技術基本計画では、グリーン・イノベションやライフ・イノベーションのように「課題解決型」のイノベーション
の創出が目指されています。科学技術振興機構社会技術研究開発センター（JST-RISTEX）では、この方向に沿って研究
成果の社会での実装までを目指した種々の研究開発プログラムを推進しています。この考え方は、シンセシオロジーにも共
通する考え方なので、座談会においてセンター長の有本建男さんにその考え方をお聞きしました。

有本 建男

小林 直人

赤松 幹之

科学技術振興機構社会技術研
究開発センター センター長
産総研（シンセシオロジー副編
集委員長）
産総研（シンセシオロジー編集
幹事）

座談会出席者

シンセシオロジー編集委員会
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赤松 幹之 氏 有本 建男 氏

有本　いや、日本ほどではありませんが、各国ともに
科学技術政策から科学技術イノベーション政策に思い切り
ウィングが広がっていますし、目指す価値が多様化する中
でそのためのファンディング・マネジメントやレビュー、人の
養成の仕方等、特に先進国は悩みながら今新しいシステム
を作ろうとしています。どのように自分達の競争力を保持で
きるが、あるいは一般市民の生活の質を維持するための科
学技術を持続的に発展させるかという視点が重要です。

強調したいのは、ファンディングが大変重要な役割を果
たすことです。ファンディングというのは、もともと 1930 年
くらいからグラントやコントラクトの制度が開発され、研究
所や大学の境界を破って、研究者・技術者を集めて、研究
や技術的問題を解いていく仕組みを整備し成熟していった
のですが、今、この原点に戻って新しいモデルを作る必要
があると考えて思います。

小林　1930 年代のお話がありましたが、アメリカはマン
ハッタン計画で「科学者を国家的に動員してやるとすごいこ
とができる」ということを経験して、それが戦後、DARPA 
型という一つのモデルになったと思いますが、今また課題
解決のために科学者は垣根を越えて協力すべきだ、という
方向へドライブしようとしているということでしょうか。

有本　そのとおりです。今、各国でファンディングの仕組
みを変えようとしています。上流側はかなり成熟しています
が、下流側のバリューに向けての仕組みがとても弱い。ア
メリカは DARPA 型の仕組みをいろいろな役所でつくろう
としていますが、エネルギー省における ARPA-E（先端研
究プロジェクト庁）の設置もその一例です。

各国の例を少し申し上げますと、フランスは数年前、
ANR（フランス国立研究機構）という競争的資金のファン
ドができて、けっこう大きな金額になっています。スウェー
デンもVINOVVA（イノベーションシステム開発庁）をつく
りましたし、イギリスは古典的にリサーチ・カウンシルが強
いですし、ドイツはマックス・プランク（学術振興協会）はベー

有本　一般論ですが、この間論文はたくさん生産された
と思います。ご指摘の“つながり”という意味は、最後の
価値の創造に向かってきちんと動いているか、ということ
だと思うのですが、そこは決してうまくいっていないと私は
思います。それは総合的問題で、科学コミュニティー、ファ
ンディング、ポリシー、それから企業の責任もあるでしょう
し、人の能力や意識、教育、将来のキャリアアップの道が
あるのか、にもつながるでしょう。

赤松　Synthesiology は構成・統合の Synthesis と学の
-ology をつなげた造語なのですが、“つなぐ“ということが
一つのキーワードかもしれません。研究者は、これまで優
れた研究成果を出せばいいと考えがちでしたが、その研究
成果を社会の価値として“つなげる”ことが大切です。ど
のようなアプローチをとればその研究成果を社会で活かす
ことができるかというシステムづくりを考えること、そしてそ
のシステムの中で動く「人」を育てることが必要だと思うの
です。

有本　多様性をもって裾野を広くサポートしているか、
あるいはそれを審査した上で研究の段階に応じたサポート
をしているかについては、大学の研究・教育、それから各ファ
ンディングプログラムについて、役割、構造を共有すること
が大切です。基礎科学のフェーズ、キュリオシティ・ドリブン・
フェーズがあり、それからミッションオリエンティッド基礎、
さらに応用・プロトタイプ開発の段階がある。ファンディン
グの規模の大きさもステージに応じて異なる。こうしたイノ
ベーションのプロセスや構造が科学者・技術者、行政・政
治の中で共有されていないと思います。

諸外国の科学技術政策・推進活動の動向
小林　イノベーションの推進に向けたシステムあるいは

構造が、日本の中で理解されていないというお話でした
が、これは日本に限ったことでしょうか。海外の状況につ
いてはいかがですか。
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シックですが、フラウン・ホーファー（協会）の取り組みは
イノベーションシステムとして興味深いですね。

将来の科学技術へのファンディング戦略
小林　「ファンディングが大切」とおっしゃったのは、我々

のようにファンディングに応募する側からいうと全くそのとお
りで、マッチしたプロポーザルを作って、その中でいいもの
が通るわけですから、ファンディングをいかに戦略的に作
るか、ということが政策にとって重要だということになりま
すね。

赤松　ファンディングの重要性とともに忘れてはならない
のは、誰が、どのようにプロポーザルをレビューするのか、
ということだと思うのです。つまり、「アナリシスではないレ
ビューは可能なのだろうか」ということを小林さんとよく議
論しているのですが、ファンディングに採択されるためにい
い点をとろうとすると、アナリシスに耐えられるような内容
になりがちになります。

有本　そこはファンディングをデザインするときの目標に
はっきり入れないといけないでしょうね。ピアレビューだけ
で選べば、保守的になりがちですが、アメリカではプログ
ラムオフィサー（PO）・プログラムディレクター（PD）が 10
年後のその分野の発展方向への洞察をもとにある程度の
裁量権をもっています。先進国にこのような危機感がある
のは、各国とも今後、財政悪化に陥る中で研究開発費はほ
とんど伸びない、あるいは減少する中で、効果的にファン
ドを使って成果を出していくためには今のシステムを変え、
人材確保を維持しなければいけない、という状況に直面し
ているからです。その危機感が私は日本にあまり共有され
ていないと思います。

小林　アメリカの場合、NSF や NIH で PD・PO は専門
的に育っていると聞いています。しかし、日本はそういう人
達を育てるシステムがなかったような気がするのです。1970

年～ 80 年代の日本が右肩上がりの頃は、その役割は科学
技術庁や通産省の技術系の役人がやっていたのでしょう
か。

有本　かなり大きいプロジェクトはやっていたのだと思い
ます。役人が 1 ～ 2 数年で担当を変わってもそれができた
のは、キャッチアップでモデルがあったからでしょう。まね
すれば良かったわけですから。しかし、日本の位置が変わっ
て、今は専門家がやらなければだめです。そういうプロフェッ
ショナル集団を日本はリスペクトしてこなかった、あるいは
人材育成しなかったことが、大きな転換期の今、深刻になっ
ているのだと思います。

日本では、研究をする人とお金を配る人、大学において
も教官と管理する人に二分化しており、両方を“つなぐ”人、
媒介する者が、気付いてみたらほとんど育っていなかった。
サイエンスコミュニケーターも含めて、そういう方々が職業
として安定的に仕事ができるような仕組みになっていない
ですね。

小林　日本でも新たな政策形成プロセスの構築に向け
て「科学技術イノベーション政策のための科学」を担う政
策担当者および研究者の育成が大切であると言われていま
す。

有本　日本も今まで科学技術の政策づくりを総合科学
技術会議を中心にやってきましたが、エビデンスベースとい
えるか最終的に政治家が決めるのだけれども、いろんな政
策的分析を統合して、ポリシーデザインして、政策のオルタ
ナティブを出していくところのプロセス、それから“人”あ
るいは“方法論”をしっかりすることが、これから大事と思
います。

小林　アメリカでは NSF が SciSIP（Science of Science 
and Innovation Policy）を助成する等していますが、アメ
リカはその面はやはり進んでいるのでしょうか。

有本　アメリカも悩みを抱えているようです。Science of 
Science Policy のファンドを作って 5 年になるのですが、
アナリティカルな経済学的手法にずっと予算がいってしまっ
て、これはまずいという反省がだいぶあるようです。2012
年のAAAS 年次総会で日本の SciSIP を紹介した際、科
学技術政策の重鎮 Lewis Branscomb（元ハーバード大学
教授）が「ハーバード大学行政大学院では、政策分析（policy 
analysis）と政策設計（policy design）のバランスをとるこ
とを主張してきたが、いまだに analysis が多く決着してい小林 直人 氏
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ない」と述べています。これは大変印象に残る発言でした。
欧米の SciSIP 関連の大学のプログラムを見ても、さまざま
なものがあり、まだ日本が努力して国際的に通用するプロ
グラムを作る余地は十分あると見ています。

社会技術研究開発センターの活動とシンセシオロジー
小林　社会技術研究開発センター（RISTEX）では、サ

イエンス・フォー・サイエンスイノベーションのためのファン
ディングなり、あるいはプログラム・フォーメーションを実際
にやっておられると思うのですが、そのあたりの状況を教え
ていただけますか。

有本　RISTEX の理念的基礎はブダペスト宣言（21 世
紀の科学の責務：「知識のための科学」に加えて「平和の
ための科学」、「技術的発展のための科学」、「社会におけ
る、社会のための科学」）です。この宣言を基に、2000 年
に「社会技術の研究開発の進め方に関する研究会」（吉川
弘之座長）は「社会の問題の解決を目指す技術」「自然科
学と人文・社会科学との融合による技術」「市場メカニズム
が作用しにくい技術」の 3 つの意見を提言しました。それ
を受けて社会技術研究システムが設置され、2005 年に社
会技術研究開発センターに組織・名称が改組されました。
実は、最初の 5 年間は方法論が未成熟であった通常の研
究助成でやっていたので、論文は出るけれども、社会問題
の解決という当初目的と違うのではないかとのきびしい批
判が出ました。そこで、5 年前から領域設定の仕組みも変
える、審査の基準も変える、それからマネジメントのやり
方、評価のやり方も変えるということでやってきました。今
はやっとこうした方法がかなり成熟してきたと思います。

小林　RISTEX の研究プロジェクトは全国で展開してい
るようですが、興味深い例を挙げていただけますか。

有本　例えば、平成 19 年度採択の「子どもの被害の測
定と防犯活動の実証的基盤の確立」は代表者が科学警察
研究所の部長さんなのですが、「子どもへの犯罪防止は科
学的データはないし、ケースが積み上がって進化するよう
になっていない。昔ながらの刑事の“足で稼いで、勘でや
る”、これを科学的にやりたい」ということで、地域に協力
していただいて、データを集めて、危険な箇所等がわかっ
てきました。昨年、国際犯罪学会が神戸で開かれたので
すが、事例発表をしてとても反響を呼びました。

もう一つ、これは公募でないと取り上げられなかったと
思うのは、20 年度に採択された「犯罪から子どもを守る司
法面接法の開発と訓練」です。代表者が北海道大学の心

理学の先生ですが、子どもが犯罪に遭ったときに、最初に
誰が子どもからその状況を聞くか。例えば、こわもての警
察官が聞いたり、どういう手法で聞くかということで、子ど
もが真実をしゃべらない、あるいは恐れてあまり言わなくな
る。そこで児童相談所と組んで、手法の開発や地域の児
童相談所の人たちへ訓練することをしました。この方法が
今は全国に広がり始めています。これは良かったですね。

他に、「地域に開かれたゲノム疫学研究のためのながは
まルール」は代表者が長浜市の職員の方です。長浜市に大
学から、市民層をゲノムの疫学研究の対象としたいという
提案があったようなのですが、委員会をつくって大学側の
研究者と市、それから仲介者が議論して、条例ができまし
た。これを持続して実施するために NPO をつくろうという
ことになった。

このように、一つ一つにストーリーがあるのです。“物語
性”をどうやって一般化するかが大事だと言われますが、
自分がやってみて、しみじみそう思います。抽象化するに
は多くの事例と科学的方法が要るのですが、まず一つ一つ
の事例の現場の実情をよく知り把握することが大切です。

シンセシオロジーが目指す社会における研究成果活用と
の接点

赤松　問題を探索・抽出し、研究開発を進め、プロトタ
イプまでつくる。小さく、あるところでやるというところまで
は、大変でしょうけれども、たぶんできる。では、それを
今度は社会実装していくためには、たぶん 3 年ではできな
くて 5 年くらいかかるでしょう。できて、見せることができ
ると、「良かったね」というふうになって次のステップが上がっ
ていく。そこの“からくり”がどうしても必要になってくると
思うのです。

有本　おっしゃるとおりです。あるところでやったものを
他のところで展開するということは、同じようなサイズの地
域ぐらいだったらできるでしょう。それを広域まで広げると
いうことは、どうやっていいか一つの試金石になるかなと
思ったのは、吉川弘之先生が言われていたのですが、3.11
の震災後、多くの若い研究者やポスドクを震災地に派遣す
るようなフェローシップ体制をつくると、新しい発想が出て
くるのではないかと。これ、大切な示唆と思っています。

小林　プロトタイプを社会に実際に適用するためには、
これらをいかに学として表現するか、という取り組みが必
要になります。『シンセシオロジー』はそこから出発したと
ころがありまして、吉川先生が産総研に来られて、第 1 種
基礎研究、第 2 種基礎研究、製品化研究をコヒーレントに
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行う本格研究が大事ですとおっしゃった。第 1 種基礎研究
は、これまでのピアレビューで評価されるようなアナリティ
カルな研究が中心ですが、我々は「第 2 種基礎研究」を
軸に、シナリオに基づいて異なる分野の知識を幅広く選択
し、構成・統合する研究を推進したいと考えているのです
が、それを成果として発表し、学として評価する場がない
ではないかということで、自分達で作ったのがこの『シンセ
シオロジー』です。ですから、一番大きなコンセプトは、「社
会のために」ということですが、有本さんがおっしゃったよ
うに、どうやってシナリオを描き、社会への実装につなげ
ていくかが、最も重要です。

ただ、このジャーナルはあくまでも -ology-、“学”です
ので、スタートは研究者のキュリオシティドリブンであって
も、それがどう社会につながるか、というところをきちんと
述べ、シナリオを描き、そのためにどのような要素技術を
選択したか、その要素間の関係と統合、そして将来の展開
を学術論文として書いていただいています。今日のお話を
聞くと、科学技術振興機構（JST）なり、RISTEX でおや
りになっている仕事も『シンセシオロジー』とつながるとこ
ろがあるのではないかな、という気がしたのですが。

有本　とてもつながると思います。『シンセシオロジー』
の「発刊の趣旨」はとても緻密に書かれている。これから
一種の学問としてちゃんと成熟させ、認知させていくことが
大事です。しかし、一方では、常に学問はドメインをつくる
と他を排除しようとする。ですから、『シンセシオロジー』
も RISTEX も賛同してくれる仲間やコミュニティーを増や
すことが大切ですね。

赤松　RISTEX は、社会や自然を観察し、地域のニー
ズや社会的な問題を把握する「観察型科学者」と、問題
解決のための方法論や制度設計を提案する「構成型科学
者」、そして社会の中の「行動者」と「科学者」の連携を
目指すとあります。その構成型の研究をできる人達のキャ
リアパスをどうするかというところの問題と、「社会のための
科学」は密接に絡んでくると思うのです。

有本　そうですね。先ほどの「政策のための科学」をす
る人たちの多くも構成型科学者とかなり類似していると思っ
ていますが、そのときのキャリアパスはとても心配しています。

小林　まさに「社会のための科学」ということですね。

有本　産総研は昨年、研究・技術計画学会において構
成学ワークショップをされましたが、ああいう形で外に出て

活動されるのはとても大事だと思います。それぞれが独立
性を維持しながら、共に創るという、“コクリエーション”。
私は社会技術の取り組みにおいて、この“共創”がキーワー
ドになると思っています。

これは運動だとも思っています。この運動をそれぞれ
個別的にやってきた、産総研の『シンセシオロジー』、
RISTEX は具体的な事例の実践が主ですけれども、それ
ぞれがメタフェーズで方法論をまとめようというフェーズにき
ています。ケースを集めることが大事です。継続して積み
上がっている事例をある一定の軸でまとめられるといいと
思います。

それから、『シンセシオロジー』では査読者の名前や議
論をオープンにしていますが、これは新しい方法論や評価
の軸が発展するためにとても大事です。とてもいいことを
やっておられる。ぜひ続けてほしいと思います。

赤松　査読者はその分野がわかる人と分野外から選ば
れますので、ピアレビューの査読にならないということが特
徴の一つです。

それから、先ほど人材のキャリアパスの話が出ましたが、
これは重要なことだと思います。

有本　そうです。やはり人材です。RISTEX には、1テー
マに一人のポスドクあるいは若い研究者がいるとして、100
人近くになります。印象に残っているのは、群馬大学の先
生が「津波災害総合シナリオ・シミュレータ」を開発して、
住民への意識啓発活動や小中学生の防災教育訓練を継続
されていたのですが、その活動拠点の一つが釜石市です。
「津波のシミュレーションに頼るな。自然はそれを乗り越え
ることが往々にしてある」と言われていたのですね。そこま
で行動の原理を埋め込まれていたから子ども達が自分たち
で判断して逃げた。だから、ほとんどの子供達が助かった。

これですよ。最後は“人”になります。社会実装にウエイ
トをかけている人は、論文生産とは目標が違うわけです。
論文ではない、「いざとなったときに一人でも助けたい」。伝
統的な近代科学のディシプリンベースの研究者は、そんな
ことは言いません、自分を否定することになるから。ただ、
アクションリサーチが中心の研究活動をしている多くの若
手研究者が悩んでいるのは、論文が書けない、ということ
です。だからこそ、この『シンセシオロジー』ができたので
しょうね。

赤松　ええ、確かに社会実装に関連することは論文には
書きにくいです。そういう受け皿として『シンセシオロジー』
があると思うのです。
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工学部の教育を論文至上主義から価値至上主義へ
小林　本来、工学は、社会の役に立つものをつくること、

だったと思うのです。ところが、工学も科学になってしまっ
て、どんどんアナリティックな方に行っています。

一つの例ですが、大学で建築学科がありますけれども、
論文をたくさん書いている先生より、よい建築作品を残せ
る人の方が評価が高いのですが、それだけではいわゆる
ディシプリンから言うとなかなか難しい。我々は、それ自体
を成果としてちゃんと出せるような論文誌をつくろうという
ことで始めたのです。

有本　今、小林先生がおっしゃったことはとても大事で、
これは吉川先生が最近提唱されていますけれども、工学部
の教育、訓練の方法を変えないといけないということで、「論
文至上主義から価値至上主義に行く」ということです。そ
のためには工学部のカリキュラムを変えることが必要ではな
いかと。JABEE が 2005 年にワシントンアコードに加盟す
るとき、日本に国際調査団が審査に来て、その報告書にはっ
きり書いてあるので私はびっくりしました。「日本の工学教
育はおかしい。システムやデザインを教えていない。トレー
ニングしていない」とあるのです。明治の初めの工部大学
校のときには基礎、実学、訓練と世界に冠たるサンドイッ
チ方式の工学教育をやったのに。

その一つの大きな要因は、あまりにみんなが隘路に入っ
てしまって、ディシプリンベースになっていて、市民が欲し
ていること、あるいは政策が欲しているオーバーオールな、

それこそシンセサイズされた政策提言なり、あるいはシンセ
サイズされた知識や技術、例えば、福島は今後どうなって
いくのだ、というようなことを科学的知識をベースにほとん
ど語れないということでもあると思うのです。去年の 3 月
11 日以来の日本の科学者、技術者、その集団の世の中に
対する対応、あるいは政策に対する対応は、あまりにも社
会からの期待とはかけ離れている。市民には、それが見え
ているわけです。科学不信が拡大しています。これは何と
かしなければいけない。

小林　我々科学者が何かできるのか、そして『シンセシ
オロジー』はどんな貢献ができるのかを含め、これからも
考えていきたいと思います。本日は、どうもありがとうござ
いました。

この座談会は、2012 年 2 月 27 日に東京都千代田区にあ
る（独）科学技術振興機構（JST）社会技術研究開発セン
ター（RISTEX）において行われました。

略歴
有本 建男（ありもと たてお）

1974 年京都大学大学院理学研究科修士課程修了、科学技術庁入
庁。内閣府大臣官房審議官（科学技術政策担当）、文部科学省科学
技術・学術政策局長等を経て、2006 年から（独）科学技術振興機
構社会技術研究開発センターセンター長、研究開発戦略センター副
センター長を兼務。政策研究大学院大学、同志社大学、早稲田大学、
東京理科大学客員教授。著書に「グリーン・ニューデール－オバマ大
統領の科学技術政策と日本」（共著、丸善プラネット、2009）、「科学
技術庁政策史－その成立と発展」（共著、科学新聞社、2009）等。
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編集方針
シンセシオロジー編集委員会

本ジャーナルの目的
本ジャーナルは、個別要素的な技術や科学的知見をいか

に統合して、研究開発の成果を社会で使われる形にしてい
くか、という科学的知の統合に関する論文を掲載すること
を目的とする。この論文の執筆者としては、科学技術系の
研究者や技術者を想定しており、研究成果の社会導入を目
指した研究プロセスと成果を、科学技術の言葉で記述した
ものを論文とする。従来の学術ジャーナルにおいては、科
学的な知見や技術的な成果を事実（すなわち事実的知識）
として記載したものが学術論文であったが、このジャーナ
ルにおいては研究開発の成果を社会に活かすために何を行
なえば良いかについての知見（すなわち当為的知識）を記
載したものを論文とする。これをジャーナルの上で蓄積する
ことによって、研究開発を社会に活かすための方法論を確
立し、そしてその一般原理を明らかにすることを目指す。さ
らに、このジャーナルの読者が自分たちの研究開発を社会
に活かすための方法や指針を獲得することを期待する。

研究論文の記載内容について
研究論文の内容としては、社会に活かすことを目的として

進めて来た研究開発の成果とプロセスを記載するものとす
る。研究開発の目標が何であるか、そしてその目標が社会
的にどのような価値があるかを記述する（次ページに記載
した執筆要件の項目1および 2）。そして、目標を達成する
ために必要となる要素技術をどのように選定し、統合しよ
うと考えたか、またある社会問題を解決するためには、ど
のような新しい要素技術が必要であり、それをどのように
選定・統合しようとしたか、そのプロセス（これをシナリオ
と呼ぶ）を詳述する（項目3）。このとき、実際の研究に携
わったものでなければ分からない内容であることを期待す
る。すなわち、結果としての要素技術の組合せの記載をす
るのではなく、どのような理由によって要素技術を選定した
のか、どのような理由で新しい方法を導入したのか、につ
いて論理的に記述されているものとする（項目4）。例えば、
社会導入のためには実験室的製造方法では対応できない
ため、社会の要請は精度向上よりも適用範囲の広さにある
ため、また現状の社会制度上の制約があるため、などの
理由を記載する。この時、個別の要素技術の内容の学術
的詳細は既に発表済みの論文を引用する形として、重要な
ポイントを記載するだけで良いものとする。そして、これら
の要素技術は互いにどのような関係にあり、それらを統合

するプロセスにおいて解決すべき問題は何であったか、そ
してどのようにそれを解決していったか、などを記載する（項
目5）。さらに、これらの研究開発の結果として得られた成
果により目標にどれだけ近づけたか、またやり残したこと
は何であるかを記載するものとする（項目6）。

対象とする研究開発について
本ジャーナルでは研究開発の成果を社会に活かすための

方法論の獲得を目指すことから、特定の分野の研究開発
に限定することはしない。むしろ幅広い分野の科学技術の
論文の集積をすることによって、分野に関わらない一般原
理を導き出すことを狙いとしている。したがって、専門外の
研究者にも内容が理解できるように記述することが必要で
あるとともに、その専門分野の研究者に対しても学術論文
としての価値を示す内容でなければならない。

論文となる研究開発としては、その成果が既に社会に導
入されたものに限定することなく、社会に活かすことを念頭
において実施している研究開発も対象とする。また、既に
社会に導入されているものの場合、ビジネス的に成功して
いるものである必要はないが、単に製品化した過程を記述
するのではなく、社会への導入を考慮してどのように技術を
統合していったのか、その研究プロセスを記載するものと
する。

査読について
本ジャーナルにおいても、これまでの学術ジャーナルと

同様に査読プロセスを設ける。しかし、本ジャーナルの査
読はこれまでの学術雑誌の査読方法とは異なる。これまで
の学術ジャーナルでは事実の正しさや結果の再現性など記
載内容の事実性についての観点が重要視されているのに対
して、本ジャーナルでは要素技術の組合せの論理性や、要
素技術の選択における基準の明確さ、またその有効性や
妥当性を重要視する（次ページに査読基準を記載）。

一般に学術ジャーナルに掲載されている論文の質は査読
の項目や採録基準によって決まる。本ジャーナルの査読に
おいては、研究開発の成果を社会に活かすために必要な
プロセスや考え方が過不足なく書かれているかを評価する。
換言すれば、研究開発の成果を社会に活かすためのプロ
セスを知るために必要なことが書かれているかを見るのが
査読者の役割であり、論文の読者の代弁者として読者の知
りたいことの記載の有無を判定するものとする。
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通常の学術ジャーナルでは、公平性を保証するという理
由により、査読者は匿名であり、また査読プロセスは秘匿
される。確立された学術ジャーナルにおいては、その質を
維持するために公平性は重要であると考えられているから
である。しかし、科学者集団によって確立されてきた事実
的知識を記載する論文形式に対して、なすべきことは何で
あるかという当為的知識を記載する論文のあり方について
は、論文に記載すべき内容、書き方、またその基準などを
模索していかなければならない。そのためには査読プロセ
スを秘匿するのではなく、公開していく方法をとる。すなわ
ち、査読者とのやり取り中で、論文の内容に関して重要な
議論については、そのやり取りを掲載することにする。さ
らには、論文の本文には記載できなかった著者の考えなど
も、査読者とのやり取りを通して公開する。このように査読
プロセスに透明性を持たせ、どのような査読プロセスを経
て掲載に至ったかを開示することで、ジャーナルの質を担
保する。また同時に、査読プロセスを開示することによって、
投稿者がこのジャーナルの論文を執筆するときの注意点を
理解する助けとする。なお、本ジャーナルのように新しい
論文形式を確立するためには、著者と査読者との共同作業
によって論文を完成さていく必要があり、掲載された論文
は著者と査読者の共同作業の結果ともいえることから、査
読者氏名も公表する。

参考文献について

前述したように、本ジャーナルの論文においては、個別
の要素技術については他の学術ジャーナルで公表済みの論
文を引用するものとする。また、統合的な組合せを行う要
素技術について、それぞれの要素技術の利点欠点につい
て記載されている論文なども参考文献となる。さらに、本
ジャーナルの発行が蓄積されてきたのちには、本ジャーナ
ルの掲載論文の中から、要素技術の選択の考え方や問題
点の捉え方が類似していると思われる論文を引用すること
を推奨する。これによって、方法論の一般原理の構築に寄
与することになる。

掲載記事の種類について
巻頭言などの総論、研究論文、そして論説などから本

ジャーナルは構成される。巻頭言などの総論については原
則的には編集委員会からの依頼とする。研究論文は、研
究実施者自身が行った社会に活かすための研究開発の内
容とプロセスを記載したもので、上記の査読プロセスを経
て掲載とする。論説は、科学技術の研究開発のなかで社
会に活かすことを目指したものを概説するなど、内容を限
定することなく研究開発の成果を社会に活かすために有益
な知識となる内容であれば良い。総論や論説は編集委員
会が、内容が本ジャーナルに適しているか確認した上で掲
載の可否を判断し、査読は行わない。研究論文および論
説は、国内外からの投稿を受け付ける。なお、原稿につい
ては日本語、英語いずれも可とする。

執筆要件と査読基準

1

6

5

4

3

2

研究目標
研究目標（「製品」、あるいは研究者の夢）を設定し、記述
する。

研究目標が明確に記述されていること。

研究目標と社会との
つながり

研究目標と社会との関係、すなわち社会的価値を記述する。
研究目標と社会との関係が合理的に記述さ
れていること。

要素の選択

研究目標を実現するために選択した要素技術（群）を記述
する。
また、それらの要素技術（群）を選択した理由を記述する。

道筋（シナリオ・仮説）が合理的に記述さ
れていること。シナリオ

研究目標を実現するための道筋（シナリオ・仮説）を科学
技術の言葉で記述する。

要素技術（群）が明確に記述されていること。
要素技術（群）の選択の理由が合理的に記
述されていること。

結果の評価と将来の
展開

研究目標の達成の度合いを自己評価する。
本研究をベースとして将来の研究展開を示唆する。

研究目標の達成の度合いと将来の研究展開
が客観的、合理的に記述されていること。

要素間の関係と統合
選択した要素が相互にどう関係しているか、またそれらの
要素をどのように構成・統合して研究目標を実現していっ
たかを科学技術の言葉で記述する。

要素間の関係と統合が科学技術の言葉で合
理的に記述されていること。

7 オリジナリティ 既刊の他研究論文と同じ内容の記述をしない。
既刊の他研究論文と同じ内容の記述がない
こと。

執筆要件 査読基準項目
（2008.01）

編集委員会より：編集方針
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　シンセシオロジー　投稿規定

1　投稿記事
原則として、研究論文または論説の投稿、および読者

フォーラムへの原稿を受け付ける。なお、原稿の受付後、
編集委員会の判断により査読者と著者とで、査読票の交換
とは別に、直接面談（電話を含む）で意見交換を行う場
合がある。
2　投稿資格

投稿原稿の著者は、本ジャーナルの編集方針にかなう内
容が記載されていれば、所属機関による制限並びに科学
技術の特定分野による制限も行わない。ただし、オーサー
シップについて記載があること（著者全員が、本論文につ
いてそれぞれ本質的な寄与をしていることを明記している
こと）。
3　原稿の書き方
3.1　一般事項
3.1.1 投稿原稿は日本語あるいは英語で受け付ける。査
読により掲載可となった論文または記事はSynthesiology
（ISSN1882-6229）に掲載されるとともに、このオリジナル
版の約4ヶ月後に発行される予定の英語版のSynthesiology 
- English edition（ISSN1883-0978）にも掲載される。この
とき、原稿が英語の場合にはオリジナル版と同一のものを
英語版に掲載するが、日本語で書かれている場合には、著
者はオリジナル版の発行後2ヶ月以内に英語翻訳原稿を提
出すること。
3.1.2 研究論文については、下記の研究論文の構成および
書式にしたがうものとし、論説については、構成・書式は
研究論文に準拠するものとするが、サブタイトルおよび要約
はなくても良い。読者フォーラムへの原稿は、シンセシオロ
ジーに掲載された記事に対する意見や感想また読者への有
益な情報提供などとし、1,200文字以内で自由書式とする。
論説および読者フォーラムへの原稿については、編集委員
会で内容を検討の上で掲載を決定する。
3.1.3 研究論文は、原著（新たな著作）に限る。
3.1.4 研究倫理に関わる各種ガイドラインを遵守すること。
3.2　原稿の構成
3.2.1 タイトル（含サブタイトル）、要旨、著者名、所属・連絡
先、本文、キーワード（5つ程度）とする。
3.2.2 タイトル、要旨、著者名、キーワード、所属・連絡先に
ついては日本語および英語で記載する。
3.2.3 原稿等はワープロ等を用いて作成し、A4判縦長の用
紙に印字する。図・表・写真を含め、原則として刷り上り6頁
程度とする。

3.2.4 研究論文または論説の場合には表紙を付け、表紙に
は記事の種類（研究論文か論説）を明記する。
3.2.5 タイトルは和文で10～20文字（英文では5～10ワー
ド）前後とし、広い読者層に理解可能なものとする。研究
論文には和文で15～25文字（英文では7～15ワード）前後
のサブタイトルを付け、専門家の理解を助けるものとする。
3.2.6 要約には、社会への導入のためのシナリオ、構成した
技術要素とそれを選択した理由などの構成方法の考え方も
記載する。
3.2.7 和文要約は300文字以内とし、英文要約（125ワード
程度）は和文要約の内容とする。英語論文の場合には、和
文要約は省略することができる。
3.2.8 本文は、和文の場合は9,000文字程度とし、英文の場
合は刷上りで同程度（3,400ワード程度）とする。
3.2.9 掲載記事には著者全員の執筆者履歴（各自200文字
程度。英文の場合は75ワード程度。）及びその後に、本質的
な寄与が何であったかを記載する。なお、その際本質的な
寄与をした他の人が抜けていないかも確認のこと。
3.2.10 研究論文における査読者との議論は査読者名を公開し
て行い、査読プロセスで行われた主な論点について3,000文
字程度（2ページ以内）で編集委員会が編集して掲載する。
3.2.11 原稿中に他から転載している図表等や、他の論文等
からの引用がある場合には、執筆者が予め使用許可をとっ
たうえで転載許可等の明示や、参考文献リスト中へ引用元
の記載等、適切な措置を行う。なお、使用許可書のコピーを
1部事務局まで提出すること。また、直接的な引用の場合に
は引用部分を本文中に記載する。
3.3　書式
3.3.1見出しは、大見出しである「章」が1、2、3、･･･、中見出
しである「節」が1.1、1.2、1.3･･･、小見出しである「項」が
1.1.1、1.1.2、1.1.3･･･とする。
3.3.2 和文原稿の場合には以下のようにする。本文は「で
ある調」で記述し、章の表題に通し番号をつける。段落の
書き出しは1字あけ、句読点は「。」および「、」を使う。アル
ファベット・数字・記号は半角とする。また年号は西暦で表
記する。
3.3.3 図・表・写真についてはそれぞれ通し番号をつけ、適
切な表題・説明文（20～40文字程度。英文の場合は10～20
ワード程度。）を記載のうえ、本文中における挿入位置を記
入する。
3.3.4 図については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以
上）を提出する。原則は、白黒印刷とする。

投稿規定
シンセシオロジー編集委員会

制定　2007 年 12 月 26 日
改正　2008 年  6 月18 日
改正　2008 年 10 月24 日
改正　2009 年  3 月 23 日
改正　2010 年  8 月 5 日
改正　2012 年  2 月 16 日
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編集委員会より：投稿規定

3.3.5 写真については画像ファイル（掲載サイズで350 dpi以
上）で提出する。原則は白黒印刷とする。 
3.3.6 参考文献リストは論文中の参照順に記載する。
雑誌：［番号］著者名：表題，雑誌名（イタリック），巻（号），
開始ページ−終了ページ（発行年）．
書籍（単著または共著）：［番号］著者名：書名（イタリック），
開始ページ−終了ページ，発行所，出版地（発行年）．
4　原稿の提出

原稿の提出は紙媒体で 1 部および原稿提出チェックシー
トも含め電子媒体も下記宛に提出する。
〒305-8568
茨城県つくば市梅園1-1-1　つくば中央第2
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

　シンセシオロジー編集委員会事務局
なお、投稿原稿は原則として返却しない。

5　著者校正
著者校正は 1 回行うこととする。この際、印刷上の誤り

以外の修正・訂正は原則として認められない。
6　内容の責任

掲載記事の内容の責任は著者にあるものとする。
7　著作権

本ジャーナルに掲載された全ての記事の著作権は産業
技術総合研究所に帰属する。
問い合わせ先：
産業技術総合研究所　広報部広報制作室内

シンセシオロジー編集委員会事務局
電話：029-862-6217、ファックス：029-862-6212
E-mail：
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Synthesiology　Message

MESSAGES FROM THE EDITORIAL BOARD

There has been a wide gap between science and society.  The last three hundred years of 
the history of modern science indicates to us that many research results disappeared or 
took a long time to become useful to society. Due to the difficulties of bridging this gap, 
it has been recently called the valley of death or the nightmare stage (Note 1).  Rather than 
passively waiting, therefore, researchers and engineers who understand the potential of the 
research should be active.

To bridge the gap, technology integration (i.e. Type 2 Basic Research − Note 2) of scientific findings for 
utilizing them in society, in addition to analytical research, has been one of the wheels 
of progress (i.e. Full Research − Note 3).  Traditional journals, have been collecting much analytical 
type knowledge that is factual knowledge and establishing many scientific disciplines (i.e. 

Type 1 Basic Research − Note 4).  Technology integration research activities, on the other hand, have 
been kept as personal know-how.  They have not been formalized as universal knowledge 
of what ought to be done. 

As there must be common theories, principles, and practices in the methodologies of tech-
nology integration, we regard it as basic research.  This is the reason why we have decided 
to publish “Synthesiology”, a new academic journal.  Synthesiology is a coined word com-
bining “synthesis” and “ology”.  Synthesis which has its origin in Greek means integra-
tion.  Ology is a suffix attached to scientific disciplines.

Each paper in this journal will present scenarios selected for their societal value, identify 
elemental knowledge and/or technologies to be integrated, and describe the procedures 
and processes to achieve this goal.  Through the publishing of papers in this journal, re-
searchers and engineers can enhance the transformation of scientific outputs into the soci-
etal prosperity and make technical contributions to sustainable development.  Efforts such 
as this will serve to increase the significance of research activities to society.

We look forward to your active contributions of papers on technology integration to the 
journal.

“Synthesiology” Editorial Board 
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The period was named “nightmare stage” by Hiroyuki Yoshikawa, President of AIST, and historical 
scientist Joseph Hatvany.  The “valley of death” was by Vernon Ehlers in 1998 when he was Vice 
Chairman of US Congress, Science and Technology Committee.  Lewis Branscomb, Professor emeritus of 
Harvard University, called this gap as “Darwinian sea” where natural selection takes place.

Type 2 Basic Research 
This is a research type where various known and new knowledge is combined and integrated in order to 
achieve the specific goal that has social value. It also includes research activities that develop common 
theories or principles in technology integration.

Full Research  
This is a research type where the theme is placed within the scenario toward the future society, and where 
framework is developed in which researchers from wide range of research fields can participate in studying 
actual issues.  This research is done continuously and concurrently from Type 1 Basic Research (Note 4) to 
Product Realization Research (Note 5), centered by Type 2 Basic Research (Note 2).

Type 1 Basic Research
This is an analytical research type where unknown phenomena are analyzed, by observation, 
experimentation, and theoretical calculation, to establish universal principles and theories. 

Product Realization Research
This is a research where the results and knowledge from Type 1 Basic Research and Type 2 Basic Research 
are applied to embody use of a new technology in the society.

Note 1 

Note 2

Note 3

Note 4

Note 5

Edited by Synthesiology Editorial Board
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Synthesiology　Editorial Policy

Editorial Policy

Synthesiology Editorial Board 

Objective of the journal

The objective of Synthesiology is to publish papers that 
address the integration of scientific knowledge or how to 
combine individual elemental technologies and scientific 
findings to enable the utilization in society of research 
and development efforts. The authors of the papers are 
researchers and engineers, and the papers are documents 
that describe, using “scientific words”, the process and the 
product of research which tries to introduce the results of 
research to society. In conventional academic journals, 
papers describe scientific findings and technological results 
as facts (i.e. factual knowledge), but in Synthesiology, papers 
are the description of “the knowledge of what ought to be 
done” to make use of the findings and results for society. 
Our aim is to establish methodology for utilizing scientific 
research result and to seek general principles for this activity 
by accumulating this knowledge in a journal form. Also, we 
hope that the readers of Synthesiology will obtain ways and 
directions to transfer their research results to society.

Content of paper

The content of the research paper should be the description of 
the result and the process of research and development aimed 
to be delivered to society. The paper should state the goal 
of research, and what values the goal will create for society 
(Items 1 and 2, described in the Table). Then, the process 
(the scenario) of how to select the elemental technologies, 
necessary to achieve the goal, how to integrate them, should 
be described. There should also be a description of what 
new elemental technologies are required to solve a certain 
social issue, and how these technologies are selected and 
integrated (Item 3). We expect that the contents will reveal 
specific knowledge only available to researchers actually 
involved in the research. That is, rather than describing the 
combination of elemental technologies as consequences, the 
description should include the reasons why the elemental 
technologies are selected, and the reasons why new methods 
are introduced (Item 4). For example, the reasons may be: 
because the manufacturing method in the laboratory was 
insufficient for industrial application; applicability was not 
broad enough to stimulate sufficient user demand rather than 
improved accuracy; or because there are limits due to current 
regulations. The academic details of the individual elemental 
technology should be provided by citing published papers, 
and only the important points can be described. There 
should be description of how these elemental technologies 

are related to each other, what are the problems that must 
be resolved in the integration process, and how they are 
solved (Item 5). Finally, there should be descriptions of how 
closely the goals are achieved by the products and the results 
obtained in research and development, and what subjects are 
left to be accomplished in the future (Item 6).

Subject of research and development

Since the journal aims to seek methodology for utilizing 
the products of research and development, there are no 
limitations on the field of research and development. Rather, 
the aim is to discover general principles regardless of field, 
by gathering papers on wide-ranging fields of science and 
technology. Therefore, it is necessary for authors to offer 
description that can be understood by researchers who are 
not specialists, but the content should be of sufficient quality 
that is acceptable to fellow researchers.

Research and development are not limited to those areas 
for which the products have already been introduced into 
society, but research and development conducted for the 
purpose of future delivery to society should also be included. 

For innovations that have been introduced to society, 
commercial success is not a requirement. Notwithstanding 
there should be descriptions of the process of how the 
technologies are integrated taking into account the 
introduction to society, rather than describing merely the 
practical realization process.

Peer review

There shall be a peer review process for Synthesiology, as in 
other conventional academic journals. However, peer review 
process of Synthesiology is different from other journals. 
While conventional academic journals emphasize evidential 
matters such as correctness of proof or the reproducibility of 
results, this journal emphasizes the rationality of integration 
of elemental technologies, the clarity of criteria for selecting 
elemental technologies, and overall efficacy and adequacy 
(peer review criteria is described in the Table).

In general, the quality of papers published in academic 
journals is determined by a peer review process. The peer 
review of this journal evaluates whether the process and 
rationale necessary for introducing the product of research 
and development to society are described sufficiently well. 
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Required items and peer review criteria (January 2008)

Item Requirement Peer Review Criteria

Research goal Describe research goal (“product” or researcher's vision). Research goal is described clearly.

Relationship of research 
goal and the society

Describe relationship of research goal and the society, or its value 
for the society.

Relationship of research goal and the society 
is rationally described.

Selection of elemental 
technology(ies)

Describe the elemental technology(ies) selected to achieve the 
research goal. Also describe why the particular elemental 
technology(ies) was/were selected.

Scenario or hypothesis is rationally described.Scenario Describe the scenario or hypothesis to achieve research goal with 
“scientific words” .

Elemental technology(ies) is/are clearly 
described. Reason for selecting the elemental 
technology(ies) is rationally described.

Evaluation of result and 
future development

Provide self-evaluation on the degree of achievement of research 
goal. Indicate future research development based on the presented 
research.

Degree of achievement of research goal and 
future research direction are objectively and 
rationally described.

Relationship and 
integration of elemental 
technologies

Describe how the selected elemental technologies are related to 
each other, and how the research goal was achieved by composing 
and integrating the elements, with “scientific words” .

Mutual relationship and integration of 
elemental technologies are rationally 
described with “scientific words” .

Originality Do not describe the same content published previously in other 
research papers.

There is no description of the same content 
published in other research papers.7

1

2

3

4

5

6

In other words, the role of the peer reviewers is to see whether 
the facts necessary to be known to understand the process of 
introducing the research finding to society are written out; 
peer reviewers will judge the adequacy of the description of 
what readers want to know as reader representatives.

In ordinary academic journals, peer reviewers are anonymous 
for reasons of fairness and the process is kept secret. That 
is because fairness is considered important in maintaining 
the quality in established academic journals that describe 
factual  knowledge. On the other hand, the format, content, 
manner of text, and criteria have not been established for 
papers that describe the knowledge of “what ought to be 
done.” Therefore, the peer review process for this journal will 
not be kept secret but will be open. Important discussions 
pertaining to the content of a paper, may arise in the process 
of exchanges with the peer reviewers and they will also be 
published. Moreover, the vision or desires of the author that 
cannot be included in the main text will be presented in the 
exchanges. The quality of the journal will be guaranteed by 
making the peer review process transparent and by disclosing 
the review process that leads to publication. 

Disclosure of the peer review process is expected to indicate 
what points authors should focus upon when they contribute 
to this journal. The names of peer reviewers will be 
published since the papers are completed by the joint effort 
of the authors and reviewers in the establishment of the new 
paper format for Synthesiology.

References

As mentioned before, the description of individual elemental 
technology should be presented as citation of papers 
published in other academic journals. Also, for elemental 
technologies that are comprehensively combined, papers that 
describe advantages and disadvantages of each elemental 
technology can be used as references. After many papers are 
accumulated through this journal, authors are recommended 
to cite papers published in this journal that present similar 
procedure about the selection of elemental technologies 
and the introduction to society. This will contribute in 
establishing a general principle of methodology.

Types of articles published

Synthesiology should be composed of general overviews 
such as opening statements, research papers, and editorials. 
The Editorial Board, in principle, should commission 
overviews. Research papers are description of content and 
the process of research and development conducted by the 
researchers themselves, and will be published after the peer 
review process is complete. Editorials are expository articles 
for science and technology that aim to increase utilization by 
society, and can be any content that will be useful to readers 
of Synthesiology. Overviews and editorials will be examined 
by the Editorial Board as to whether their content is suitable 
for the journal. Entries of research papers and editorials 
are accepted from Japan and overseas. Manuscripts may be 
written in Japanese or English.

Editorial Policy
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Synthesiology　Instructions for Authors

Instructions for Authors
“Synthesiology” Editorial Board
Established December 26, 2007

Revised June 18, 2008
Revised October 24, 2008

Revised March 23, 2009
Revised August 5, 2010

Revised February 16, 2012

1 Types of contributions
Research papers or editorials and manuscripts to 
the “Readers’ Forum” should be submitted to the 
Editorial Board. After receiving the manuscript, if 
the editorial board judges it necessary, the reviewers 
may give an interview to the author(s) in person or by 
phone to clarify points in addition to the exchange of 
the reviewers’reports.

2 Qualification of contributors
There are no limitations regarding author affiliation 
or discipline as long as the content of the submitted 
article meets the editorial policy of Synthesiology, 
except authorship should be clearly stated.  (It should 
be clearly stated that all authors have made essential 
contributions to the paper.)

3 Manuscripts
3.1 General
3.1.1 Articles may be submitted in Japanese or 
English.
Accepted articles will be published in Synthesiology 
( ISSN 1882-6229) in the language they were 
submitted.  All articles will also be published in 
Synthesiology - English edition (ISSN 1883-0978). 
The English edition will be distributed throughout the 
world approximately four months after the original 
Synthesiology issue is published. Articles written 
in English will be published in English in both the 
original Synthesiology as well as the English edition. 
Authors who write articles for Synthesiology in 
Japanese will be asked to provide English translations 
for the English edition of the journal within 2 months 
after the original edition is published.
3.1.2 Research papers should comply with the 
structure and format stated below, and editorials 
should also comply with the same structure and 
format except subtitles and abstracts are unnecessary.  
Manuscripts for “Readers’ Forum” shall be comments 
on or impressions of articles in Synthesiology, or 
beneficial information for the readers, and should be 
written in a free style of no more than 1,200 words.  
Editorials and manuscripts for “Readers’ Forum” will 
be reviewed by the Editorial Board prior to being 

approved for publication.
3.1.3 Research papers should only be original papers 
(new literary work).
3.1.4 Research papers should comply with various 
guidelines of research ethics.
3.2 Structure
3.2.1 The manuscript should include a title (including 
subtitle), abstract, the name(s) of author(s), institution/
contact, main text, and keywords (about 5 words).
3.2.2 Title, abstract, name of author(s), keywords, and 
institution/contact shall be provided in Japanese and 
English.
3.2.3 The manuscript shall be prepared using word 
processors or similar devices, and printed on A4-size 
portrait (vertical) sheets of paper. The length of the 
manuscript shall be, about 6 printed pages including 
figures, tables, and photographs.
3.2.4 Research papers and editorials shall have front 
covers and the category of the articles (research 
paper or editorial) shall be stated clearly on the cover 
sheets.
3.2.5 The title should be about 10-20 Japanese 
characters (5-10 English words), and readily 
understandable for a diverse readership background. 
Research papers shall have subtitles of about 15-
25 Japanese characters (7-15 English words) to help 
recognition by specialists.
3.2.6 The abstract should include the thoughts behind 
the integration of technological elements and the 
reason for their selection as well as the scenario for 
utilizing the research results in society.
3.2.7 The abstract should be 300 Japanese characters 
or less (125 English words). The Japanese abstract 
may be omitted in the English edition.
3.2.8 The main text should be about 9,000 Japanese 
characters (3,400 English words).
3.2.9 The article submitted should be accompanied 
by profiles of all authors, of about 200 Japanese 
characters (75 English words) for each author. The 
essential contribution of each author to the paper 
should also be included.  Confirm that all persons 
who have made essential contributions to the paper 
are included.
3.2.10 Discussion with reviewers regarding the 
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Starting page-Ending page, Publisher, Place of 
Publication (Year of publication).

4 Submission
One printed copy or electronic file of manuscript 
with a checklist attached should be submitted to the 
following address:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tsukuba Central 2 , 1-1-1 Umezono, Tsukuba 
305-8568
E-mail: 

The submitted article will not be returned.

5 Proofreading
Proofreading by author(s) of articles after typesetting 
is complete will be done once. In principle, only  
correction of printing errors are allowed in the 
proofreading stage.

6 Responsibility
The author(s) will be solely responsible for the 
content of the contributed article.

7 Copyright
T he copy r ig ht  of  t he  a r t icle s  publ i shed  i n 
“Synthesiology” and “Synthesiology English edition” 
shall belong to the National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST).
 
Inquiries:

Synthesiology Editorial Board
c/o Website and Publication Office, Public Relations 
Department, National Institute of Advanced 
Industrial Science and Technology(AIST)
Tel: +81-29-862-6217  Fax: +81-29-862-6212
E-mail: 

research paper content shall be done openly with 
names of reviewers disclosed, and the Editorial Board 
will edit the highlights of the review process to about 
3,000 Japanese characters (1,200 English words) or a 
maximum of 2 pages. The edited discussion will be 
attached to the main body of the paper as 
part of the article.
3.2.11 If there are reprinted f igures, graphs or 
citations from other papers, prior permission for 
citation must be obtained and should be clearly stated 
in the paper, and the sources should be listed in 
the reference list.  A copy of the permission should 
be sent to the Publishing Secretariat. All verbatim 
quotations should be placed in quotation marks or 
marked clearly within the paper. 
3.3 Format
3.3.1 The headings for chapters should be 1, 2, 3…, 
for subchapters, 1.1, 1.2, 1.3…, for sections, 1.1.1, 
1.1.2, 1.1.3.
3.3.2 The text should be in formal style. The chapters, 
subchapters, and sections should be enumerated. 
There should be one l ine space before each 
paragraph.
3.3.3 Figures, tables, and photographs should be 
enumerated. They should each have a title and an 
explanation (about 20-40 Japanese characters or 10-
20 English words), and their positions in the text 
should be clearly indicated.
3.3.4 For figures, image files (resolution 350 dpi or 
higher) should be submitted. In principle, the final 
print will be in black and white.
3.3.5 For photographs, image files (resolution 350 dpi 
or higher) should be submitted. In principle, the final 
print will be in black and white.
3.3.6 References should be listed in order of citation 
in the main text.

Journal – [No.] Author(s): Title of article, Title 
of journal (italic), Volume(Issue), Starting page-
Ending page (Year of publication).
Book – [No.] Author(s): Title of book (italic), 
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シンセシオロジー（構成学）を創刊してから5年目に入りました。
この論文誌は、学界や産業界の研究開発が個別要素技術の細
部を追求する傾向が強まっているという認識から、社会に一石を投
じる狙いで創刊したものです。

科学や要素技術開発の分析的な進め方とは異なり、シンセシオロ
ジーは複数の要素技術を統合的にまとめること、あるいは、課題解
決のために要素技術を確立する際に複数の方法や研究アプローチを
検討するプロセスを経て行われる技術開発について論述した論文を
対象としています。これは、社会が期待しているソリューション提供型
の研究開発の方法論（Methodology）と位置付けることもでき、結果
として顧客・社会に対してより満足度が高いハード、ソフトさらにはサー
ビスを提供するための思考パターンを意識させるものでもあります。

昨今の米国Apple社によるiPadの大ヒットや、1990年代に米国
IBMが進めたメインフレームやパソコンからICTを用いたソリューショ
ン提供型企業への転進等をみると、読者諸兄もシンセシオロジー的
な発想の重要性にお気づきのことと愚考します。筆者は民間企業
と産総研での研究開発の現場を経験していますが、このような発
想を積極的に取り入れ、統合的な、あるいは構成的な観点から技
術開発・新製品開発に取り組むセンスは産業界の方が優れている
のではないかと思います。したがいまして、企業の皆様には積極的
に論文を出していただき、大学や公的研究機関がシンセシオロジー
的な発想を具体的に考えるきっかけとなることを期待しています。

この号において「鉄鋼厚板製造プロセスにおける一貫最適化に
向けて」は鉄鋼企業においてリーン（プル）生産モデルとプッシュ型
生産モデルの狭間で生じる本質的乖離ともいえる難題に対して、
技術グループが現場に入り込むことでマルチスケール階層モデルを
開発し、その実用価値を検証しています。「サンゴ骨格分析によ
る過去の気候変還の復元」では地球温暖化という21世紀の課題
に対してサンゴを対象とした地球化学的アプローチに生物学的アプ
ローチを取り入れ、現場の事象に迫ろうとしており、今後の展開が
期待されます。また、「ロボット技術を用いたスピニング加工（へら
絞り）」ではブリコラージュの概念と三現主義とを研究開発の構想作
りの段階から積極的に取り入れており、イノベーションの方法論とし
て提唱されているリニアモデルから連鎖モデルないしはコンカレント
モデルへの転換を具体的に実行しています。これらに共通する研
究方法論は、意識的に異なる領域の知見、技術を組み合わせて
本質に迫ろうとする点にあり、シンセシオロジーそのものといえます。

この号の論文はシンセシオロジーの概念を実践した事例ですが、
定型化された方法論を用いているわけではなく、各課題に適合する
最適と思われる方法論を筆者が創り出している点が大きな特徴です。
5巻2号にいたるまでの80報を超える各論文がきっかけとなり、大学、
公的研究機関、民間企業の各界でシンセシオロジー的な構想やデー
タ整理に基づく新しいジャンルが広がっていくことを期待するものです。

（編集委員 景山 晃）
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